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Ⅰ．エグゼキュティブ・サマリー 

２００５年以降、合衆国の歴史におけるどの期間と比較しても、より多くの陸上交通施設に関す

るパブリック・プライベート・パートナーシップス(ＰＰＰｓ)1 が、商事及び財務取引の完結に達

した。これらのＰＰＰｓのなかで最も顕著なものは、３８億ドルのインディアナ有料道路ＰＰＰ、

１８億ドルのシカゴ・スカイウェイＰＰＰ、そして概ね１８億ドルの首都環状道路ＨＯＴレーン2Ｐ

ＰＰである。さらに、合衆国において、現在２０以上の主要な高速道路(highway)3及び公共交通

(transit)のＰＰＰプロジェクトが調達の様々な段階にある。4 

インディアナ有料道路及びシカゴ・スカイウェイのＰＰＰｓでは、既存の有料道路施設の運営及

び維持に関する長期コンセッションにより、公共部門は、かなりの額の前払いの価値を現実化させ

た。これらの記念碑的な取引の後に、バージニア州リッチモンド郊外のポカホンタス・パークウェ

イ及びコロラド州デンバー郊外のノースウエスト・パークウェイの運営及び維持に関するＰＰＰｓ

が続いた。この比較的新しい２つの有料道路は、当時、債務の支払いに苦しんでいた。これらの４

つのプロジェクトを弾みとして、他の多くの州の公共当局もまた既存の有料道路施設に関する革新

的なＰＰＰｓを検討している。 

既存の有料施設に加えて、いくつかの州は新規の交通施設の供給及び改良投資のための望ましい

手法としてＰＰＰｓを採用している。テキサス州は、現在、５つの高速道路プロジェクトに関する

ＰＰＰｓを検討している。5 フロリダ州は、３つの新たな陸上交通プロジェクトにおいて革新的な

ＰＰＰの枠組みを活用している。6 ジョージア州では、４つの高速道路ＰＰＰプロジェクトが調

達の様々な段階にある。7 バージニア州は、２００７年１２月に首都環状道路ＨＯＴレーン・プロ

ジェクトの商事及び財務取引を完結させ、さらに３件の長期コンセッションによる高速道路ＰＰＰ

ｓに関する調達手続を実施中である。8 ＰＰＰプロジェクトは、ミズーリ州、カリフォルニア州、

アラスカ州、ノースカロライナ州、ミシシッピ州、サウスカロライナ州及びコロラド州でも調達さ

れている。9 

２００５年以降、８つの州が、高速道路及び/又は公共交通プロジェクトに関するＰＰＰｓの実施

                                                   
1 ＰＰＰｓは、基本的に、公共部門と民間部門との間の契約的取引であって、プロジェクトの設計、建設、資金調達、運営及び維持

を含めた、複数の要素に関するかなりの部分の運営及びリスクを、単一の民間主体が引き受けることを認めるものである。詳細

な定義は、Ⅲ章で示される。 
2 [訳注] 同乗者がいる車(相乗りの車)のみが通行できるレーンをＨＯＶ(High Occupancy Vehicle)レーンといい、ＨＯＶレーンの要

件を満たさない車でも料金を支払えば通行できることとしたものをＨＯＴ(High Occupancy Toll)レーンという。 
3 [訳注] 英語の highway は、日本の高速道路よりも広義であり、主要道路、幹線道路の意味。 
4 合衆国におけるＰＰＰｓの活用の拡大は、Ⅳ章において詳述される。 
5 Ｉ-６３５管理レーン･プロジェクト、北タラント高速道路、ＤＦＷ(ﾀﾞﾗｽ･ﾌｫｰﾄﾜｰｽ)コネクター、Ｉ-６９/ＴＴＣプロジェクト及びＴＴＣ-３５

プロジェクトの一部。[訳注]TTC：トランス・テキサス・コリダー(Trans-Texas Corridor) 
6 マイアミ港トンネル・プロジェクト、Ｉ-５９５改良プロジェクト及びファースト・コースト外郭環状道路。 
7 ノースウエスト・コリダー・プロジェクト、Ｉ-２８５北西ＴＯＴレーン・プロジェクト、ＧＡ-４００クロスロード地区プロジェクト及びＩ-２０管

理レーン・プロジェクト。[訳注]ＴＯＴレーン：トラック専用有料レーン(Truck-Only Toll lanes)。 
8 Ｉ-９５/Ｉ-３９５ＨＯＴレーン・プロジェクト、ＵＳルート４６０プロジェクト及びミッドタウン・コリダー・トンネル・プロジェクトで、これはバ

ージニア州交通省のチーフ・エンジニアの認可を得た後に調達手続が進められる見込みである。 
9 ミズーリ州のミズーリ安全・健全橋梁改良プロジェクト、カリフォルニア州のＢＡＲＴ・オークランド空港接続線、アラスカ州のニック

アーム橋梁、ノースカロライナ州のミッドカリタック橋梁、ミシシッピ州のエアポート・パークウェイ、サウスカロライナ州のグリーンビ

ル・サザンコネクター及びコロラド州のデンバーＲＴＤ(地域交通地区)ファストラックス(FasTracks)投資プログラム 
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の権限を公共当局に認める法律を制定している。10 現在は、全部で２５州がＰＰＰの権限を有して

いる。他所でも、合衆国の州及び地方当局は、ますます交通インフラに関するＰＰＰｓを検討して

いる。連邦政府は、新規の革新的なプログラムを通じてＰＰＰｓを奨励し続けており、その中には、

民間活動債(Private Activity Bonds)プログラム、TIFIA11プログラム(２００５年に改正された)、
インターステート有料プログラム、ＳＥＰ12-１５プログラム、コリダーズ・オブ・ザ・フューチャ

ー・プログラム及びＦＴＡ(連邦公共交通局)のＰＰＰパイロット・プログラムを含む。 

合衆国では、高速道路及び公共交通プロジェクトの財源及び調達に関する伝統的な手法は失敗し

つつあるという認識が増大している。13 高速道路及び公共交通に記録的な金額を費やしているが、

渋滞やシステムの信頼性のなさは、過去何十年と同様に、増大し続けている。国中の政府は、交通

投資の需要に追い付くために困難な時を過ごしている。希少な交通施設の資源は、政治的な特定目

的の支出のために、ますます不適切に配分されている。エネルギーの自給、燃料効率の改善、排気

ガスの削減及び代替燃料の開発を促進する全国的な二大政党共通の努力がなされているにもかか

わらず、交通施設の資金は燃料税に依存している。大規模なプロジェクトを構想から完成までに進

めるには十年を優に超えることがよくあり、公共部門が交通施設の優先順位に応えることを非常に

困難にしている。14 

ＰＰＰｓは、プロジェクトのコストを縮減し、プロジェクトの供給を加速し、プロジェクトのリ

スクを民間部門に移転し、価値のある高品質のプロジェクトを提供することができる、交通施設の

財源及び調達のための革新的な手法として、過去数年間に広く認識されるようになっている。しか

し、これらの利点のみで、合衆国で調達されているＰＰＰｓの増大を説明できるものではない。Ｐ

ＰＰｓが記録的なペースで活用されている理由には、次のものがある。 

 ＰＰＰｓは、高品質で良く管理されたプロジェクト及びより良いパフォーマンスを提供する

ことにより、渋滞及びシステムの信頼性のなさに応える。 

 ＰＰＰｓは、交通施設への投資のために利用可能な膨大な額の民間資本へのアクセスを提供

することにより、交通投資のための需要に対応する。 

 ＰＰＰｓは、投資決定のための財務的な説明責任(accountability)を交通施設の資金調達過程

に組み入れることにより、政治的な特定目的の支出による無駄な影響を縮減する。 

 

                                                   
10 州の授権立法については、Ⅳ章において、さらに詳細に記述される。 
11 [訳注]交通社会資本資金調達及び革新法(Transportation Infrastructure Finance and Innovation Act) 
12 [訳注]特別実験プロジェクト(Special Experimental Project) 
13 例えば、２００７年１月に米国会計検査院(ＧＡＯ)は交通資金調達を｢高リスク｣のプログラムに追加しており、それは相当の資源

を必要とし国民に対して重要なサービスを提供する分野における深刻な脆弱性を明らかにしている。ＧＡＯは、その決定の重要

な要因として、増大する渋滞、資金の不足及び燃料税の持続困難性を明示している。この決定を行うに当たり、ＧＡＯは、議会

及び連邦交通省が代替の収入源を検討し、民間投資を奨励することを勧めている。High Risk Series: An Update, U.S. 

Government Accountability Office(GAO-07310), January 2007, pp. 16-20. 
14 これらの伝統的な交通政策の失敗、そしてＰＰＰｓがこれらの失敗にどのように応えるのかは、このレポートⅤ章の題材である。 
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 ＰＰＰｓは、燃料税収入を民間資本で代替することにより、国の交通資金調達に関する政策

と重要なエネルギー及び環境政策との整合を促進する。 

 ＰＰＰｓは、プロジェクト全体の費用を前払いの民間資本で提供することにより、プロジェ

クトの供用を相当に加速することができる。 

ＰＰＰｓには公共部門が認識する必要のあるリスクが存在するが、ＰＰＰｓが伝統的な調達手法

よりも本質的にリスクが大きいという証拠はない。さらに、ＰＰＰのリスクは管理可能であり、適

切に組み立てられたＰＰＰｓは、伝統的な調達手法と比較して、公共部門への影響をかなり有効に

縮減させることができるということを認識することが重要である。15 公共部門は、良好なバランス

が図られたＰＰＰプログラムを形成することを確保するための賢明で合理的な段階を踏み、プロジ

ェクトにコミットする以前に相当の注意(due diligence)を払い、そして十分に構成されたコンセッ

ション契約の交渉を行うことにより、ＰＰＰの枠組みのなかでリスクを縮減することができる。 

例えば、ＰＰＰの枠組みでは、公共部門が詳細に定めることができる高いパフォーマンスの基準

に従って施設を運営及び維持するように、契約上の要求条件によって、民間コンセッショネアを制

約することができる。実際に、民間コンセッショネアには、コンセッション契約を遵守し、高いレ

ベルの顧客サービスを提供する相当の財務的インセンティブがあるので、施設の運営及び維持に関

して、公共機関よりも責任が重くなることがありうる。16 

他の諸国、そして革新的な州及び自治体では、ＰＰＰｓのリスクは、良好なバランスが図られた

ＰＰＰプログラムと注意深く交渉されたコンセッション契約の文脈のなかで検討され、対応されて

きている。より多くのＰＰＰｓが調達され、州や自治体がリスクを管理するための革新的な解決策

を探求し実施するに従って、ベストプラクティスが開発され続けるであろう。また、ＰＰＰｓは公

共部門の担当官からの警戒を余儀なくするが、ＰＰＰｓは上述のような交通施設の財源及び調達に

関する現行(status quo)方式の差し迫った失敗に対応するものであり、この文脈においてのみ適切

に評価されることができる。 

過去２年間で、国際的なインフラ投資のために驚異的な額の民間資本が調達されており、州及び

地方政府は、交通プロジェクトに関するＰＰＰｓの実施を通じて、合衆国にこれらの資金を引き付

けるための窓を開いている。Financial Times は、２００７年末時点で、国際的なインフラ投資の

ために調達された資本(equity)の見積りは５００億ドルから１,５００億ドルになるとレポートし

ている。17 ２００８年２月の McKinsey Quarterly のレポートによれば、世界の上位２０のインフ

ラ･ファンドは、１,３００億ドル近くの資金を管理しており、そのうちの７７％は２００６年及び

２００７年に調達された。18 McKinsey Quarterly は、ある状況において、１０億ドルの資本は、

                                                   
15 ＰＰＰｓにおけるリスク管理は、このレポートのⅣ章の題材である。 
16 ＧＡＯの最近の報告によれば、インディアナ有料道路とシカゴ・スカイウェイのコンセッショネアは、実際に、それらの道路の以前

の公共運営者よりも高いパフォーマンス基準のもとに置かれている。Highway Public-Private Partnerships: More Rigorous 
Analysis Could Better Secure Potential Benefits and Protect the Public Interest, United States Government Accountability 

Office(GAO-08-44), February 2008, pp. 41-42. 
17 Infrastructure M&A, The Financial Times, December 30, 2007. 
18 Palter, Robert N., Walder, Jay, and Westlake, Stian, How investors can get more out of infrastructure: Opportunities to invest 

37



 

 

 

プロジェクトにおいて１００億ドル相当を賄うまでにレバレッジされうると注記している。より保

守的なレバレッジを想定したとしても、投資のために得られる資本は、インフラ・プロジェクトの

数千億ドルの価値を賄いうる。 

過去２年間でインフラへの投資のために調達された民間資本の膨大な額と、合衆国及び世界中で

開発され発展し続けているＰＰＰの専門知識及びベストプラクティスを前提とすれば、州及び地方

政府が民間資本を誘因し、成功するＰＰＰを実施できる可能性が、いまほど良好な時はない。 

 

 

 

                                                                                                                                                                    
in public infrastructure will increase during the next few years, but so will competition for deals, The McKinsey Quarterly, 

February 2008. 

38



 

 

 

Ⅱ．はじめに 

このレポートは、過去３年間にわたる州及び地方交通当局によるＰＰＰｓの空前の活用を記述す

るとともに、２００４年の連邦交通省から議会に対するＰＰＰｓに関する報告書(２００４年報告

書)のアップデートを提供している。19 このレポートの主な目的は、(ⅰ)州及び地方交通当局による

ＰＰＰｓの活用の広がりを探求すること、そして(ⅱ)交通施設の財源及び調達に関する伝統的手法

の代替手段としてのＰＰＰｓの有利な点及び不利な点を明らかにすること、である。 

このレポートの内容は、Ⅲ章からⅥ章までに述べられる。Ⅲ章は、ＰＰＰｓを定義し、その利点

を記述する。２００４年報告書はＰＰＰｓの幅広い定義を提示しているが、このレポートは、長期

のコンセッションに基づくＰＰＰｓ(long-term, concession-based PPPs)の合衆国における活用の

増大を反映させるために、その定義を洗練させ的を絞っている。これはＰＰＰｓのサブセットであ

り、２００４年報告書が発表された以降に、かなり広範に普及したものである。そして、このレポ

ートの同章は、合衆国及び海外で活用されてきたＰＰＰｓの利点を簡潔に記述しており、それは２

００４年報告書でより詳細に記述されている。 

Ⅳ章は、２００４年報告書以降の合衆国における長期のコンセッションに基づくＰＰＰｓの空前

の活用について探求している。このタイプのＰＰＰｓの利用の増大は、次の点において具体的に説

明される。(ⅰ)既存の有料施設を運営及び維持するための長期コンセッションの実施。(ⅱ)新規の

高速道路及び公共交通施設の設計(design)、建設(build)、資金調達(finance)、運営(operate)及び維

持(maintain)並びに資本的改良(capital improvements)のためのコンセッションの調達。そして、

(ⅲ)ＰＰＰｓに対する障害を除去し、その実施を容易にするための州及び連邦による措置。ＰＰＰ

の枠組みは他の事業でも活用されているが、このレポートは、専ら高速道路及び公共交通に焦点を

当てており、それは２００４年報告書の対象でもあった。 

Ⅴ章は、プロジェクトの資金調達及び供給に関する伝統的手法の失敗に対する代替手段としての

ＰＰＰｓの利点を記述している。Ⅲ章で記述されたＰＰＰｓの利点は、一般的に合衆国及び国際的

な経験を反映したものであるが、このレポートのⅤ章は、特に、合衆国における交通施設の財源及

び調達のための伝統的手法のますます明かな失敗にＰＰＰｓがどのように対応するか、ということ

に焦点を置いている。 

Ⅵ章は、一般的にＰＰＰｓに帰せられるリスクを明らかにし、賢明な公共部門当局は、どのよう

にこれらのリスクを管理するかを説明し、そして、ＰＰＰｓ及びそれに伴うリスクは、交通施設の

財源及び調達のための現行(status quo)手法の文脈において評価されなければならないことを示し

ている。 

 
                                                   

19 ２００４財政年度交通省予算法に伴う下院報告書 108-243(2003)は、連邦交通省に対して次のことを求めた。(ⅰ)ＰＰＰｓを伴う大

規模で資本集約的な高速道路及び公共交通プロジェクトを形成する場合の障害を明らかにする報告書を作成すること。(ⅱ)既

存の障害を特定し除去するために、州及び地方行政主体に協力すること。２００４年１２月に、連邦交通省は、議会が提示した質

問に答える報告書を議会に提出するとともに、ＰＰＰｓの活用に関心のある州のために参考文書を提供した。 
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Ⅲ．ＰＰＰｓの定義及びその利点 

A．ＰＰＰｓの定義 

ＰＰＰｓは、 公共部門と民間部門の主体間の契約的な取決めであって、それに従って民間部門

が公共インフラ・プロジェクトの複合的な要素に参画するものである。プロジェクトに関する契約

の伝統的な手法では、個々の機能が分離され、個別の募集を通じて調達されるが20、ＰＰＰｓでは、

プロジェクトに関する全ての又はかなりの部分の機能の遂行について、単一の民間主体が責任を有

し、かつ、資金的な負担をするように意図している。｢民間パートナー｣は、典型的には、遂行され

る各々の異なる機能(設計、建設、資金調達、運営及び/又は維持)について専門性を有する民間会社

のコンソーシアムである。プロジェクトの複合的な要素に関する責任及びリスクを民間パートナー

に移転する場合、調達機関は、特定のリスクを民間パートナーに移転し、プロジェクトの詳細な仕

様を定める代わりに望ましいアウトカムに焦点を置く。民間パートナーは、引き受けたリスクに相

応する資金的なリターンを獲得する機会を得る。ＰＰＰｓは、多様な形態で構成され、一般に、プ

ロジェクトに関して民間パートナーが引き受ける責任の範囲やリスクの程度に応じて様々である。

それぞれの場合に、民間パートナーは、例えば、資本投資、債務負担、固定価格契約又はこれらの

組合せの形態を通じて、資金的リスクを引き受け、また、プロジェクトの設計、建設、運営及び維

持に関するリスクも該当するものを引き受ける。 

２００４年報告書は、ＰＰＰｓを広範に定義しており、プロジェクトの供給について民間部門の

参画を伝統的な方式よりも一層多く認めるあらゆる方式を含めている。同報告書については、ＰＰ

Ｐの用語は一連の広範な連携を包含しており、例えば、民間部門が施設の設計及び建設に関する責

任を有する契約(｢デザイン・ビルド｣)のようなプロジェクトの限られた要素に関する契約から、例

えば、民間部門が施設の設計、建設、資金調達、運営及び維持までの責任を有する契約のような非

常に複雑で技術的なプロジェクトの複数要素に関する契約までを含んでいる。 

このレポートでは、ますます活用されているＰＰＰｓのサブセットの成功を反映して、より的を

絞った定義をしている。２００５年以前の合衆国では、長期のコンセッションに基づくＰＰＰｓ

(long-term, concession-based PPPs)は、実施されていないのは言うまでもなく、ほとんど考慮さ

れてもいなかった。しかしながら、過去３年間で、長期のコンセッションに基づくＰＰＰｓは、よ

り行き渡るようになってきた。長期のコンセッションに基づくＰＰＰｓにおいては、民間部門は、

一般に、プロジェクトの資金的なリスク、プロジェクトの運営及び維持に伴うリスク、さらに、新

規施設及び資本的改良の場合には、プロジェクトの設計及び建設に伴うリスクのかなりの部分を引

き受ける。プロジェクトがそのコストを賄うために十分な交通量及び収入を生み出さないリスクの

かなりの部分を民間部門が引き受けるか否かは、長期のコンセッションに基づくＰＰＰの構成に関

                                                   
20 現代的な交通システムが形成されて以来、合衆国における調達の支配的な形態は、設計施工分離(design-bit-build(ＤＢＢ))方

式であった。ＤＢＢ方式のもとでは、施設の設計と建設は別々に調達される。公共機関は設計業務を自ら実施するか、又はエン

ジニアリング会社との契約により実施し、そして、それとは分離して、建設業務を実施するために価格競争入札手続を通じて民

間建設会社と契約を締結する。ＤＢＢの調達では、公共機関は、設計業務が正確で完全であることのリスクを引き受けている。

典型的には、公共の事業主体は、施設の運営及び維持、さらにプロジェクトの財源又は資金調達に関するリスクと責任も引き受

けている。 
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する重要な要素である。合衆国のＰＰＰｓのほとんどは有料道路プロジェクトに関するものであり、

そこではコンセッショネアが交通リスクを引き受けるが、いくつかの州では無料の枠組みを利用す

るＰＰＰｓの調達を始めており、そこではコンセッショネアはいかなる交通リスクも引き受けず、

施設の設計、建設、資金調達、運営及び維持に伴うリスクを引き受ける。 

現在、合衆国では２０以上の長期のコンセッションに基づくＰＰＰプロジェクトが調達の様々な

段階にある。一般に、これらのＰＰＰｓの価額は、数(a few)億ドルから数(a few)十億ドルの範囲に

あり、これらすべてのプロジェクトが供給されたとした場合の総価額は、数(several)十億ドルを超

えるものと見込みうる。高速道路プロジェクトに関する長期のコンセッションに基づくＰＰＰｓは、

過去３年間で実施されてきたものであり、特に、これらのプロジェクトで活用されたＰＰＰの枠組

みがプロジェクトの財源及び調達に関する伝統的な手法と比較されるに従って、これらのプロジェ

クトがもたらす具体的な利点がますます明確になりつつある。 

B．ＰＰＰｓの利点 

ＰＰＰｓの利点の多くは、２００４年報告書で記述されており、プロジェクトの供給、運営及び

維持においてＰＰＰｓによって得られる効率性も含まれる。21 これら及び類似の利点は、過去数年

間にわたる多数の研究においても文書化されており22、以下のように明らかにされている。合衆国

でＰＰＰｓがますます活用されるに従って、これらの利点の多くの価値が、ますます明確になって

おり、それは次のものを含む。 

 ＰＰＰｓは、かなりのコスト節約の結果となりうる ２００４年報告書によれば、ＰＰＰｓは建設コ

ストの６％から４０％を節約することができ、革新的な契約によってコスト超過の可能性を

かなり制限している。23 設計、建設及び運営を含めたプロジェクトの複数の要素に関する責

任を単一の民間主体にまとめることにより、伝統的なＤＢＢ(設計施工分離)方式では不可能

であったコスト節約の効率性を達成することができる。さらに、コスト節約は民間パートナ

ーを利することになり、また、固定価格契約ではコスト超過は民間パートナーの責任となる

ため、民間パートナーにはコストを制限する直接のインセンティブがある。24 公共主体の債

務の代わりに民間資本を調達することにより、ＰＰＰｓは公共主体の債務の重荷を軽減し、

公共の財源を他の目的のために解放することもできる。 

                                                   
21 ＰＰＰｓの利点は、２００４年報告書のⅢ章に記述されている。 
22 例えば、次を参照。(ⅰ)Current Practices for Public-Private Partnerships for Highways, Draft Report, submitted by KCI 

Technologies, Inc., in cooperation with Maryland Transportation Authority, the Maryland Department of Transportation, and 

the Maryland State Highway Administration, June 22, 2005(the “Maryland Report”), (ⅱ)Surface Transportation Funding 
Options for State, National Conference of State Legislatures, May 2006(the “NCSL Report”), (ⅲ)Report to Congress on the 
Costs, Benefits, and Efficiencies of Public-Private Partnerships for Fixed Guideway Capital Projects, USDOT, November 

2007(“USDOT Transit PPP Report”), (ⅳ)PFI: Construction Performance, UK National Audit Office, Report by the Comptroller 

and Auditor General, HC 371 Session 2002-2003, February 5, 2003(“UK NAO Report”), and (ⅴ)Performance of PPPs and 
Traditional Procurement in Australia: Final Report, The Allen Consulting Group, November 30, 2007(“Australia PPP Report”). 

23 ２００４年報告書 p.2 
24 NCSL Report p.49 参照。そこでは、｢民間主体は利益を挙げることを欲しているので、コストを縮減し、効率性を改善し、そして

完成時間を短縮する、より大きなインセンティブを有している。｣と記している。 
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マイアミ港トンネル(Miami Port Tunnel)プロジェクトは、ＰＰＰによって達成することが

できたコスト節約の良い事例である。計画立案者は、このプロジェクトの設計、建設、運営

及び維持のために、フロリダ州交通省(ＦＤＯＴ)はコンセッショネアに年間６,８００万ドル

の支払いが必要となると予測したにもかかわらず、ＦＤＯＴが受理した３つの民間部門の提

案は、いずれもかなり低いコストを熟慮しており、ＦＤＯＴが選定した入札者は半額以下の

３,３００万ドルの年間の支払いを求めていた。25 

ＰＰＰｓは、プロジェクトの供給を数年間短縮することができる 入手可能な民間資本の資金源に

迅速にアクセスすることにより、ＰＰＰｓは、それがなければ何年間も遅れたか、又は、全

く建設されなかったかもしれないプロジェクトの建設を加速することができる。26 さらに、

コスト節約を生み出すのと同様の効率性により、ＰＰＰプロジェクトは、しばしば、伝統的

なプロジェクトよりも早く建設されることが可能となる。27 

ミズーリ安全・健全橋梁改良プログラム(Missouri Safe & Sound Bridge Improvement 
Program)は、革新的なＰＰＰを通じて、ミズーリ州における８００以上の橋梁の修繕又は架

替えを大幅に加速することが期待されている。このＰＰＰは、すべての橋梁に関する作業の

完成に関する責任を、単一の民間パートナーに割り当てる予定である。ある州議会議員(State 
Representative)によれば、｢交通施設に対するこの革新的な新たな方式により、以前なら２

０年かかったかもしれないことを５年で行う予定である。｣28  

ＰＰＰｓは、リスクを最も良く管理できる主体に配分することができる 伝統的には、交通プロジェ

クトの設計、建設、資金調達、運営及び維持に伴うほとんど全てのリスクは、公共部門によ

って担われてきた。ＰＰＰｓでは、プロジェクト・リスクのかなりの部分を民間部門に移転

し、納税者のコストを縮減することができる。29 プロジェクト・リスクを、そのリスクを最

も良く管理できる主体(公共又は民間)に適切に配分することで、プロジェクトに関するリス

ク全般を低減させ、プロジェクトのコストを縮減し、プロジェクトの供給を加速することが

できる。適切なリスクの配分は、公共部門が数多くのプロジェクトを同時に管理する能力を

増大させることもできる。 

ＰＰＰの仕組みにより、米国で最も混雑している路線のひとつである、ワシントンＤＣの

南部及び西部のＩ-９５/首都環状道路(Capital Beltway)における交通問題に関する力強い解

決策を、バージニア州交通省が実施することを可能としている。ＰＰＰの仕組みのもとで、

                                                   
25 Miami Port Tunnel, Maximum Availability Payment Opened, Port of Miami Tunnel Project, Media Advisory, Revised April 12, 

2007. 
26 ２００４年報告書 p.48。Maryland Report p.22 も参照。Maryland Report は、伝統的な資金源を用いた場合、州は、高額な大規

模プロジェクトの資金と、より小さい差し迫ったプロジェクトの資金との間の選択をしばしば迫られる、としている。ＰＰＰｓを通じて

利用可能となる非伝統的な資金源の活用によって、高額な大規模プロジェクトと、より小さい差し迫ったプロジェクトを同時に完

成させることができる。 
27 上述の注 23 を参照。 
28 Gov. Blunt Signs Bill to Dramatically Improve 153 Bridges in St. Joseph Area, Missouri Governor Matt Blunt, Press Release, 

September 5, 2007. 
29 ２００４年報告書 p.59。Maryland Report p.32 も参照。 
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コンセッショネアは、当該路線で、複雑な可変レートの混雑課金(congestion pricing)を導入

することに関する資金調達上、技術上及び運営上のリスクを引き受けている。コンセッショ

ネアは、プロジェクトが成功した場合には投資に対する利益を獲得できるので、これらのリ

スクを進んで引き受けている。 

ＰＰＰｓは、イノベーション及びライフサイクルコストの組込みを促進することができる ＰＰＰｓは、

施設の設計及び建設にライフサイクルコストを組み込むことを促進し、より質の高い交通プ

ロジェクトの供給に結びつけることができる。30 ＰＰＰｓは、民間部門が、公共交通インフ

ラの質を改善する創造的なアイデアを提供することを奨励することもできる。 

イギリスにおける３７件のＰＰＰプロジェクトの調査によれば、民間パートナーは、運営

及び維持の長期のコストを縮減するために、より高い品質の施設を建設する、と結論づけて

いる。31 ワシントンＤＣでのラーゴ地下鉄延伸(Largo Metrorail Extension)に関するデザイ

ン・ビルドの取引において、デザイン・ビルド契約者は、調達機関が他のトンネルで使用し

てきたベントシャフト(vent shaft)のシステムの代わりに、より維持が容易で、より運営が効

率的であることから、ジェットバン(jet van)のトンネル換気システムを利用した。このイノ

ベーションによって、見積りで１千万ドルのプロジェクト・コストが節約された。32 

これらの事例は、州及び地方当局が、コストを縮減し、プロジェクトの供給を加速し、リスクを

より効率的に配分し、そしてイノベーションを奨励するためにＰＰＰｓを活用していることを具体

的に示している。 

 

                                                   
30 ２００４報告書 p.62。USDOT Transit PPP Report p.9-10。 
31 UK NAO Report p.7-8。同報告書は、｢契約期間を通じた維持コストを削減するような基準に従って施設を設計し、建設すること

により、コンソーシアムは、公共部局のサービス基準への適合を確保しながら、長期のコストを縮減することができる。｣と断言し

ている。 
32 USDOT Transit PPP Report p.19。ラーゴ地下鉄延伸(Largo Metrorail Extension)はデザイン・ビルド・プロジェクトで、長期コン

セッションではなかったが、このレポートは、ＰＰＰの仕組みの主要な構成要素である、プロジェクトの複数の要素の組合せを単

一の主体に担わせることから帰結するコスト節約及びイノベーションを具体的に示している。 
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Ⅳ．合衆国におけるＰＰＰｓの活用の増大 

連邦交通省(ＵＳＤＯＴ)が２００４年報告書を発表した２００４年１２月以降、合衆国のＰＰＰ

市場における活動が劇的に増大している。この増大は、主に次のような場合で明らかである。(ⅰ)
既存の有料施設の運営及び維持に関する長期コンセッションの実施。(ⅱ)新たな交通施設容量及び

資本的改良の設計、建設、資金調達、運営及び維持に関する長期コンセションを通じた、これらの

施設の調達。(ⅲ)ＰＰＰｓに対する障害を除去し、その活用を促進するための州及び連邦レベルで

の展開。合衆国のすべてのレベルの政府は、交通施設の財源及び調達のための伝統的な手法を改革

する革新的で創造的な方策を求めており、ＰＰＰｓは、ますます望ましい代替手段となりつつある。 

A．既存の施設の長期コンセッション 

１．シカゴ・スカイウェイ(Chicago Skyway) 

２００５年１月、競争入札手続の後に、シカゴ市(City of Chicago)と民間コンソーシアムは、シ

カゴ・スカイウェイの運営及び維持のための１８億ドルのコンセッションの財務的な取引完結に達

した。シカゴ・スカイウェイは、シカゴの南側のダンライアン高速道路(Dan Ryan Expressway)
とインディアナ有料道路(Indiana Toll Road)とを結ぶ７．８マイルの有料道路である。民間コンソ

ーシアムが、スペインの有料道路開発者である Cintra Concesiones de Infraestructuras de 
Transporte S.A. (“Cintra”) とオーストラリアの有料道路開発運営者である Macquarie 
Infrastructure Group(“Macquarie”)で構成されている。シカゴ・スカイウェイのＰＰＰは、合衆国

における既存の有料道路の長期コンセッションの最初となった。 

コンセッショネアはシカゴ市に１８億ドルを前払いで全額支払い、当該有料道路を９９年間運営

及び維持する。その代わりに、コンセッショネアは９９年間のすべての料金収入を徴収する権利を

付与されている。コンセッショネアは、料金収入を使って、運営及び維持の費用を支払い、１８億

ドルの前払いの支払を資金調達した債務を返済し、そして構成員の資本の貢献に対する合理的な利

益(reasonable return)を提供する。コンセッショネアは、料金収入がこれらの目的のために不十分

となるリスクを引き受けた。年間の料金レートは２０１７年までは定められた額で引上げられ、そ

の後は、(ⅰ)２％、(ⅱ)消費者物価指数(consumer price index)又は(ⅲ)一人当たり国内総生産(per 
capita gross domestic product)のうち最大のものを上限とする。 

シカゴ市は、１８億ドルのコンセッションの支払を様々な目的に使用した。市は、スカイウェイ

の残りの債務の返済に４億６,５００万ドル、シカゴ市のその他の債務の返済に３億９,０００万ド

ル、長期の準備勘定(reserve account)の資金に５億ドル、中期の年賦勘定(annuity account)の資金

に３億７,５００万ドル、そしてシカゴ市の様々なプログラムの資金に１億ドルを使用した。そのプ

ログラムは、例えば、住宅暖房の支援及び障害者の住宅改修に対する支援である。Richard M. Daley
市長によれば、シカゴ・スカイウェイの運営及び維持の責任とリスクを移転することは、｢有料道

路の運営は市政府の核となる機能ではない｣ので、市にとって大きな利点であった。 
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民間コンソーシアムによる多額の前払いの支払は、合衆国の交通インフラへの投資に関して調達

しうる相当額の民間資本を照らし出している。この取引はまた、既存の、潜在的に不採算

(underperforming)の公共資産を民間部門がてこ入れすることを認めることにより、公共当局は相

当のリターンを現実化できる可能性があることを具体的に示している。 

２．インディアナ有料道路(Indiana Toll Road) 

シカゴ・スカイウェイの取引の財務的完結が成功したのに続いて、インディアナ州財務局

(Indiana Finance Authority)は、２００５年秋に、インディアナ有料道路(Indiana Toll Road(ＩＴ

Ｒ))の運営及び維持のためのコンセッションに関する競争入札手続を開始した。ＩＴＲは、シカゴ・

スカイウェイとオハイオ・ターンパイクとの間のインディアナ州北部を、１５７マイルにわたって

東西に走っている。Cintra と Macquarie によって構成された民間コンソーシアムが、このコンセ

ッションでも同様に勝利し、２００６年６月に、コンセッショネアはコンセッションのために３８

億ドルの前払いの支払を行った。シカゴ・スカイウェイと同様に、コンセッショネアはコンセッシ

ョンの全期間、すなわち本件では７５年間、ＩＴＲの運営及び維持を行い、同期間中の全ての料金

収入を徴収する権利を有する。コンセッショネアは料金収入を同様の目的で使用し、料金レートも

同様の最高限度が定められている。 

しかしながら、シカゴ・スカイウェイとは異なり、インディアナ州は、前払いの支払の全額を州

の交通プログラムに再投資している。ＩＴＲのコンセッションは、２００６年から２０１５年まで

の州の交通施設の資金ギャップ１８億ドルに対応するための、Mitch Daniels 知事による計画の重

要な一部であった。ＩＴＲは一貫して資金を失う不採算の資産であり、公共部門によって運営され

ていた過去５年間のうち３年間は資金を失っており、２００５年には、ＩＴＲは１,６００万ドルを

失った。33 ３８億ドルの前払いの支払により、インディアナ州の１０箇年の道路改良計画の資金が

満額確保された。さらに、前払いの支払はインディアナ州の各々の郡(county)への資金を提供し、

ＩＴＲが所在する郡は、地域の交通プロジェクトのために４千万ドルから１億２千万ドルの支払を

一度に受け取った。インディアナ州交通省によれば、前払いの支払の金利は、現在、毎日５０万ド

ルを稼いでいる。34 

シカゴ・スカイウェイ及びＩＴＲのコンセッションは、既存資産の長期コンセッションを通じて

前払いで調達することができる民間資本のかなりの金額に対する注目を引き起こした。シカゴ・ス

カイウェイ及びＩＴＲは、ともに既存の交通が存在する成熟した資産であり、そのことは、当該道

路を利用し、料金を支払い続ける顧客の集団が存在するという安心感を民間部門に与える。このよ

うな条件は、施設の完全な価値を引き出すことを意図した入札手続を容易にする。しかしながら、

既存の有料道路施設に関する他の長期コンセッションは、非常に異なったモデルを導入した。 

 

                                                   
33 http://www.in.gov/indot/2276.htm (最新の参照は２００８年７月７日)。 [訳注] ＩＴＲの財務分析資料によれば、２００５年では、

営業キャッシュフローは２,８４０万ドルのプラスであるが、投資・財務キャッシュフローを含めた総キャッシュフローは１,６２０万ドル

のマイナスとなっている。 http://www.in.gov/ifa/files/TollRoadFinancialAnalysis.pdf p.4 
34 http://www.in.gov/indot/2276.htm (最新の参照は２００８年７月７日)。 
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いくつかの既存の施設は僅か数年間しか運営されておらず、入札者が料金収入を当てにすること

ができる実績のある顧客ベースが存在しない。このような施設は、顧客を引き付けることが困難で

ある可能性があり、必要な債務返済を行うのに十分な料金収入を集められない可能性がある。この

ような状況における入札者は、投資に対する合理的な利益はもとより、施設の債務の返済や道路の

運営及び維持のための支払に十分な料金収入を得ることに関する安心感が、より少なくなる。その

結果、プロジェクトの実施主体が、多額の前払いの支払を得るためではなく、プロジェクトの資金

繰りのギャップを埋めることを助けるために、ＰＰＰを探求する可能性が生じる。ポカホンタス・

パークウェイ及びノースウエスト・パークウェイの運営及び維持に関する長期コンセッションは、

このタイプのＰＰＰの良い事例である。 

３．ポカホンタス・パークウェイ(Pocahontas Parkway) 

ポカホンタス・パークウェイは、バージニア州リッチモンドの南東部をバイパスする９マイルの

有料道路で、市の南部のＩ-９５と東部のＩ-２９５を結んでいる。バージニア州は、ポカホンタス・

パークウェイ協会(Pocahontas Parkway Association(“ＰＰＡ”)を通じて、ポカホンタス・パークウ

ェイを計画、建設及び資金調達した。同協会は、建設債券を発行し、償還するために設立された非

営利主体である。ポカホンタス・パークウェイは２００２年に開通したが、交通量は、ＰＰＡの債

務を返済するために十分な料金収入を生み出さなかった。その結果、バージニア州は、当該プロジ

ェクトを、非営利法人方式から長期コンセッションに基づくＰＰＰ方式に転換することを決定した。 

２００６年に、バージニア州は、オーストラリアの民間有料道路運営者である Transurban と、

ポカホンタス・パークウェイの運営及び維持に関する革新的な９９年間のコンセッションを締結し

た。コンセッションのためにTransurbanが支払った購入価格は、ＰＰＡの全ての既存債務の償還、

そしてバージニア州交通省(ＶＤＯＴ)が当該施設の維持及び修繕のために支払った未収の支出の返

済のために使われた。コンセッショネアは、当該取引に伴うＰＰＡ及びＶＤＯＴの全ての費用も支

払った。Transurban は、ポカホンタス・パークウェイが生み出す料金収入が、投資に対する必要

な収益を得るために十分となることのリスクを引き受けた。料金は、コンセッション契約によって

上限が定められている。Transurban が実際に収益を現実化する限りにおいて、超過の収入はバー

ジニア州との収入分配(revenue sharing)の取決めに従う。 

Transurban は、ポカホンタス・パークウェイとリッチモンド国際空港とを結ぶ１.６マイルの有

料道路(リッチモンド空港接続路(Richmond Airport Connector(ＲＡＣ))の建設にも合意した。

Transurban は、ＲＡＣの概ね５千万ドル［訳注：７億５千万ドル］35の建設事業の資金調達のた

めにＵＳＤＯＴのＴＩＦＩＡプログラムから１億５千万ドルの融資を利用する予定である。ＴＩＦ

ＩＡ、すなわち１９９８年交通社会資本資金調達及び革新法(Transportation Infrastructure 
Finance and Innovation Act of 1998)は、連邦の信用プログラムを創設し、そのもとでＵＳＤＯＴ

                                                   
35 [訳注] 原文は５千万ドル($５０million)であるが、ＵＳＤＯＴのＴＩＦＩＡ融資のページによれば、資金総額７億４,７６０万ドルのうちＴ

ＩＦＩＡ融資が１億５千万ドルとされていることから、７億５千万ドルの誤植と思われる。 

http://tifia.fhwa.dot.gov/projects/fs14.cfm  
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は適格の交通プロジェクトに関する直接融資、債務保証及び与信枠(lines of credit)36を提供するこ

とができる。当該施設のコンセッションのために Transurban に融資された銀行債務の一部のリフ

ァイナンス及びＰＰＡの債券の無効化(defeasance)のために、概ね９,２５０万ドルのＴＩＦＩＡ直

接融資が使われている。ＲＡＣの建設は、２００８年の早期に開始され、２０１０年までに完成す

る見込みである。 
バージニア州は、このＰＰＰからかなりの便益を得ており、このＰＰＰはＩＴＲのコンセッショ

ンと同日の２００６年６月２９日に財務的な取引完結に達した。ＲＡＣは Transurban によって資

金調達及び建設され、ＰＰＡの全ての債務は償還され、そしてポカホンタス・パークウェイの運営

及び維持のためのコスト及び責任は民間部門に移転された。この取引は、ＰＰＰｓが、単に民間資

本を引き付けるための手段であるだけでなく、交通施設の様々な難題に取り組むための革新的な手

法であることを具体的に示している。 

４．ノースウエスト・パークウェイ(Northwest Parkway) 

ノースウエスト・パークウェイに関するＰＰＰも、類似の利点を表わしている。ノースウエスト・

パークウェイは、コロラド州デンバー北西の９マイルの有料道路である。この有料道路は、Ｅ-４
７０を西側そして南側に Broomfield の９６th Street まで延伸したもので、デンバー地域の未完成

の環状道路のうちで最も新しく建設された部分である。ノースウエスト・パークウェイは、

Broomfield 市・郡、Lafayette 市及び Weld 郡の３つの自治体で構成された公社(ＮＷＰ公社)によ

って開発された。当て職(ex-officio)の構成員は、Jefferson 郡、Arvada 市、地域交通地区(Regional 
Transportation District)、Interlocken 大都市地区及びコロラド州交通省である。ＮＷＰ公社は、

料金収入で償還されるノンリコースの料金収入債でプロジェクトの資金調達を行った。当該道路は、

２００３年に開通した。ポカホンタス・パークウェイと同様に、ノースウエスト・パークウェイの

料金収入は当初予測されていたものよりも少なく、ＮＷＰ公社は、当該プロジェクトを長期コンセ

ッションに基づくＰＰＰに転換することを決定した。 

ＮＷＰ公社は１１の民間部門グループに提案を提出する資格を認め、競争入札手続が行われた後

に、２００７年８月２９日に、ＮＷＰ公社は、ポルトガルの有料道路運営者である Brisa 
Auto-Estradas de Portugal, S.A. 及びブラジルの有料道路運営者である Compania de 
Concessoes Rodoviarias（Brisa/CCR）によって構成されたコンソーシアムとの間で、９９年間の

コンセッションを締結した。ポカホンタス・パークウェイのコンセッション及びそのリファイナン

スと同様に、このＰＰＰは、地域のニーズに対応した革新的な要素を組み入れていた。ＮＷＰ公社

は、｢単純に最も高額な入札を受容れ｣たのではなく、むしろ｢複数のメンバー自治体にとって強力

な最終的価値｣をもたらした。37 
Brisa/CCR によって支払われたコンセッションの合計価格は、５億４,３００万ドルであった。

この資金の大半は、ＮＷＰ公社の既存の債務の償還と、ＮＷＰ公社への５千万ドルのリース料の前

                                                   
36 [訳注] 与信枠(lines of credit)とは、プロジェクトの収入が不足した場合に引出すことができる貸付枠のこと(プロジェクトの供用

開始から１０年以内の期間で利用可能)。 
37 Northwest Parkway and Brisa/CCR Sign Final $603 million, 99-year Leasing Concession Agreement, Northwest Parkway Public 

Highway Authority, News Release, August 29, 2007 
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払いに充てられた。さらに、ノースウェスト・パークウェイの将来の延伸を促進するため、当該価

格のうち４千万ドルは預託(escrow)され、ノースウェスト・パークウェイが一定の期限内に延伸さ

れた場合にＮＷＰ公社へ資金が解放される。Brisa/CCR は、ノースウェスト・パークウェイの延伸

が期限内に完了した場合には、当該延伸について追加で６千万ドルを支払うことも約束した。

Brisa/CCR は、一定の収入のレベルに達した後は、ＮＷＰ公社と収入を分配することが必要となる。

38 

地域の利益となる地方の交通施設改良に参画することで、ポカホンタス・パークウェイとノース

ウエスト・パークウェイの双方の民間パートナーは、ＰＰＰｓが単に困難な状況にある施設の資金

的状態を支えるだけでなく、公共部門と民間部門の双方にとって便益となる地域の解決策を促進す

ることができることを具体的に示した。 

５．グリーンビル・サザンコネクター(Greenville Southern Connector) 

サウスカロライナ州交通省との協同によりグリーンビル・サザンコネクター有料道路を開発した

公益法人(public benefit corporation)は、最近、この１６マイルの有料道路を長期コンセッション

によって運営及び維持する民間部門を求める資格申請の募集(request for qualifications)を行った。

ポカホンタス・パークウェイ及びノースウエスト・パークウェイと同様に、グリーンビル・サザ

ンコネクターは、当初の予測よりも低い料金収入によって苦しんでいた。コネクターの交通量は

改善されつつあるが、コネクター法人は、最近、｢民間部門のコンセッショネアが、当該道路の顧

客にとっての経済的価値及び高品質のサービスを提供することで、長期間にわたってコネクター

の資金的なパフォーマンスを最も良く最大化することができる可能性がある｣という期待を示し

た。39 コネクター法人の理事会は、現在、何らかのコンセッションの可能性に関する決定に資す

るために準備される、交通量及び収入の投資適格に関する調査を行っている。40 

グリーンビル・サザンコネクターは、当初、６３-２０非営利法人(not-for-profit corporation)を
通じて資金調達されたことは特記に値する。この法人の名称は、内国歳入庁(ＩＲＳ)の通達(Rev. 
Rul.)６３-２０及び細則(Rev. Proc.)８２-２６の要件によることからきている。交通資金調達の文脈

においては、６３-２０非営利法人は、公共機関に代わって免税債(tax-exempt debt)を発行するた

めに設立された非株式の法人であり、免税債による収入は、民間開発者が交通施設を設計、建設及

び/又は運営するための資金に使われる。その組織管理形態は、典型的には、公共部門と民間部門の

双方からの代表者を含んでおり、６３-２０法人の構成員は、一般に、資金的なリスクからは隔離

されている。この法人は金銭的な利益のために設立することはできず、構成員に対して配当又は分

配を提供することはできないことから、その資金構成には民間部門によるいかなる資本投資も含ま

ない。 

                                                   
38 Summary of Northwest Parkway Concession and Lease Agreement, Northwest Parkway Public Highway Authority. 
39 Southern Connector Toll Road: Request for Toll Road Concessionaire Qualifications, September 27, 2007, available at:  

http://www.southernconnector.com/pdfs/SCTR_RFQ2.pdf (last visited July 7, 2008) 
40 Connector 2000 Association Seeks Firm to Prepare Investment Grade Traffic and Revenue Study, Southern Connector, Press 

Release, May 7, 2008. 
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非営利６３-２０法人は、それによって民間部門が免税債を使ってプロジェクトの開発、設計、建

設及び/又は運営を行うことができることから(免税債は、典型的には、公共主体のプロジェクトに

ついてのみ利用できる)、ポカホンタス・パークウェイ、ノースウエスト・パークウェイ及びグリ

ーンビル・サザンコネクターが当初に資金調達されたときは、多くの注目を集めた。一握りのプロ

ジェクトが６３-２０法人を通じて資金調達されたが、構成員は交通量及び収入の見込みを達成す

るのに苦しんだ。このような資金調達方式がなぜ採算上苦しむことになったかを確実に断言するこ

とは難しいが、６３-２０による資金調達が失敗したのは、施設がその債務を返済できなくなった

場合に、公共部門と民間部門のいずれもが資金的な責任を有しておらず、単独目的の６３-２０法

人のみが責任を有していることによる、という主張がある。41 これとは対照的に、ＰＰＰｓでは、

民間部門が、債務による資金調達、長期の保証及び資本投資を通じてプロジェクトの資金的な責任

を引き受ける。 

６．ペンシルバニア・ターンパイク(Pennsylvania Turnpike)及びアリゲーター・アレー(Alligator 
Alley) 

より多くの既存の有料道路の運営及び維持に関するコンセッションが商事及び財務の取引完結

に達するに従って、より多くの公共当局がＰＰＰｓを検討している。 

２００８年５月１５日に、ペンシルバニア州の Ed Rendell 知事は、州が、５３１マイルのペン

シルバニア・ターンパイク(Pennsylvania Turnpike)のコンセッションに関する１２８億ドルの提

案を選定したと発表した。その提案は、Citi Infrastructure Investors、スペインの有料道路運営者

である Abertis Infraestructuras 及び Abertis の多数持分所有者である Criteria CaixaCorp によっ

て構成されたコンソーシアムが提出した。当該コンソーシアムは、１２８億ドル前払いの支払に合

意し、その資金は、ペンシルバニア州が、州の道路、橋梁及び公共交通機関のために用いられる相

当額の年間の支払を生み出す長期の基金に運営する。Rendell 知事がその入札を受諾してコンセッ

ションを締結する前に、州の立法府による承認が必要である。２００７年に、ペンシルバニア州の

立法府は、公共のペンシルバニア・ターンパイク委員会(Pennsylvania Turnpike Commission)が、

ペンシルバニア・ターンパイクの北側で同ターンパイクに並行するインターステート高速道路であ

るＩ-８０を有料化し、追加の収入を獲得することについて連邦の承認を求めることを認める代替

計画の権限を付与した。42 Rendell 知事によれば、民間コンセッションからの支払は、｢その運営

収入がペンシルバニア州従業者退職制度の過去２０年間の平均運営実績と等しいと仮定すれば、Ｉ

-８０の有料化計画のもとで得られる最大の収入よりも、平均して１３％高くなる。｣ 

 
                                                   

41 See The 63-20 Not-for-Profit Contrivance, TOLLROADSnews, originally posted December 8, 1997 

( http://www.tollroadsnews.com/node/2326 (last visited July 7, 2008)). 
42 [訳注] (橋梁・トンネル以外の)既存の無料のインターステート高速道路を有料化することは一般的には認められておらず、イン

ターステート再築・再生パイロットプログラム(ＴＥＡ-２１で創設。最大３州まで。)として特別に承認される必要がある。連邦道路庁

(ＦＨＷＡ)はターンパイク委員会によるＩ-８０の有料化の申請には否定的であり、２００７年１２月に申請内容に対する多数の質問

事項を提示した。２００８年４月、Rendell 知事は、ターンパイク委員会のＩ-８０有料化計画に対する代替案として、ターンパイクの

長期リースに関する提案募集を公表した。 (参考) http://www.tollroadsnews.com/node/3300  

http://www.tollroadsnews.com/node/3493  
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２００８年５月５日、フロリダ州交通省は、サウスフロリダのＩ-７５の一部である７８マイルの

アリゲーター・アレー(Alligator Alley)有料道路をリースし、維持し、運営し、料金収入を受け取

るコンセッションに関する資格申請の募集(Request for Qualifications)を行った。このＲＦＱは、

２００８年６月２５日に再募集され、資格申請文書の提出期限は２００８年７月２３日である。こ

のコンセッションは、５０年～７５年間で、前払いの支払及び収入分配を伴う予定であり、それは

州の立法による要件である。報道によれば、フロリダ州は、ＦＬ-５２７のビーチライン高速道路

(Beachline Expressway)及びＩ-２７５のサンシャイン・スカイウェイ橋梁(Sunshine Skyway 
Bridge)に関するコンセッションについても検討してる可能性がある。 

これらの提案されているＰＰＰｓのどれが取引完結に至るかは明らかではないが、シカゴ・スカ

イウェイ、インディアナ有料道路、ポカホンタス・パークウエイ及びノースウエスト・パークウェ

イのコンセッションは、既存の施設に関する交通のニーズに対応し、運営の説明責任を改善するた

めのモデルとして、既存の有料道路に関する長期コンセッションを確立したものである。 

合衆国における既存の有料施設の運営及び維持に関するＰＰＰｓ（２００５年１月－２００８年５月） 

プロジェクト 所在地 状況 ＰＰＰのタイプ 
シカゴ・スカイウ

ェイ 
イリノイ州 取引完結 シカゴの７．8 マイル有料道路を運営・維持

する長期コンセッション 
インディアナ有料

道路 
インディアナ

州 
取引完結 インディアナ州北部の１５７マイルの有料道

路を運営・維持する長期コンセッション 
ポカホンタス・パ

ークウェイ 
バージニア州 取引完結 リッチモンド郊外の１４マイル有料道路を運

営・維持し、リッチモンド空港接続路を建設

する長期コンセッション 
ノースウエスト・

パークウェイ 
コロラド州 取引完結 デンバー郊外の１１マイルの有料道路を運

営・維持する長期コンセッション及び将来の

延長に関する資金提供のコミットメント 
ダレス・グリーン

ウェイ 
バージニア州 取引完結 リーズバーグとダレス国際空港との間の１４

マイルの有料道路を運営・維持する長期コン

セッションのリファイナンス 
ペンシルバニア・

ターンパイク 
ペンシルバニ

ア州 
資格申請

の募集(Ｒ
ＦＱ) 

５３１マイルのターンパイクを運営・維持す

る長期コンセッション(立法府の承認が必要) 

グリーンビル・サ

ザンコネクター 
サウスカロラ

イナ州 
資格申請

の募集(Ｒ
ＦＱ) 

サウスカロライナ州グリーンビルの１６マイ

ルの有料道路を運営・維持する長期コンセッ

ション 
アリゲーター・ア

レー 
フロリダ州 資格申請

の募集(Ｒ
ＦＱ) 

サウスフロリダの７８マイルの有料道路を運

営・維持する長期コンセッション 
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B．新規の施設容量及び資本的改良に関するＰＰＰｓ 

いくつかの州及び地方機関が既存の有料道路の運営及び維持に関するＰＰＰｓを検討している

一方で、多くの州及び地方機関が、新たな交通施設容量及び資本的改良を開発、設計、建設、資金

調達、運営及び維持するために民間部門に目を向けている。テキサス州、バージニア州及びフロリ

ダ州などのいくつかの州は、これらのプロジェクトに関するＰＰＰｓの活用のための計画的な手法

の開発において、他の州よりもかなり進んでいる。しかし、様々な州がＰＰＰｓを現在検討してお

り、また、それらの州が様々な仕組みを検討しているということは、ある場合においては、ＰＰＰ

ｓが、新規の容量及び資本的改良の資金調達及び供給のための望ましい手法となっていることを具

体的に示している。 

１．テキサス州 

テキサス州は、新規の交通施設容量及び資本的改良のためのＰＰＰｓの活用における先駆者の一

人とみなされているが、それは、テキサス州交通省(ＴｘＤＯＴ)が多くのプロジェクトの調達手続

を実施中であることによる。43 ＴｘＤＯＴは、６年前にＰＰＰプロジェクトの調達を開始した。２

００２年に、ＴｘＤＯＴは、概ね１５億ドルの中央テキサス・ターンパイク(Central Texas 
Turnpike)(ＳＨ-１３０)有料道路プロジェクトについて、Fluor Corporation、Balfour Beatty 
Construction 及び T. J. Lambrecht により構成されたコンソーシアムとの間で、デザイン・ビルド

契約を締結した(ＴｘＤＯＴは、ＰＰＰコンセッション契約を、｢総合開発契約(Comprehensive 
Development Agreements)｣又は｢ＣＤＡｓ｣と呼んでいる。)。２００４年に、ＴｘＤＯＴは、１億

６,７００万ドルのＳＨ-４５東部有料道路プロジェクトについて、Zachry Construction 
Corporation との間でデザイン・ビルドＣＤＡを締結した。これら２つのデザイン・ビルドＣＤＡ

ｓを実施した後に、TxDOT は、新規の施設容量及び資本的改良の設計、建設、資金調達、運営及

び維持のための長期のコンセッションに基づくＰＰＰｓに転換し、それには記念碑的なトランス・

テキサス・コリダー(Trans-Texas Corridor(ＴＴＣ))プロジェクトも含まれる。 

ＴＴＣは、テキサス州において提案されているスーパー・ハイウェイのネットワークであり、乗

用車と大型トラックの分離されたレーン、貨物・高速通勤鉄道、水道インフラ、石油・ガスのパイ

プライン及び電気、ブロードバンドその他のテレコム・サービスのための伝送路を含む。44 具体的

な路線は、テキサス州の交通施設の優先順位に従って決定され、今後５０年間で完成される予定で

ある。ＴｘＤＯＴが計画、建設及び継続的な維持を統括するが、ＴＴＣに関する２つの指導的な原

則は、(ⅰ)トランス・テキサス・コリダーは、納税者のコストを最小限にするために、パブリック・

プライベート・パートナーシップスを伴って建設されなければならないこと、そして、(ⅱ)政府は、

テキサス州が直面している交通問題に対する全ての答えを有しているものではなく、民間部門のイ

                                                   
43 ＴｘＤＯＴのＰＰＰウェブサイトは、http://www.dot.state.tx.us/services/texas_turnpike_authority/pub_priv_partnerships.htm  (最

新の参照は２００８年７月７日)。 
44 ＴＴＣのウェブサイトは、http://ttc.keeptexasmoving.com/default.aspx (最新の参照は２００８年７月７日)。 
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ノベーションを必要としていること、である。45 ＴＴＣの施設は、当該施設の設計、建設、資金調

達、運営及び維持に関するかなりの民間部門の責任を伴う、革新的な長期コンセッションに基づく

ＰＰＰｓを活用して供給される予定である。 

２００５年３月１１日に、ＴｘＤＯＴは、最初のＴＴＣであるＴＴＣ-３５に関するＣＤＡを、

Cintra 及び Zachry Construction Corporation(ＣＺコンソーシアム)との間で締結した。ＴＴＣ-３
５は、オクラホマ州境からダラス、オースチン及びサンアントニオを経由して、最終調整によって

はメキシコ又はメキシコ湾岸に至る６００マイル以上の提案されている有料高速道路である。ＣＺ

コンソーシアムによって提出された提案では、ＴＴＣ-３５の一部であるダラス及びサンアントニ

オ間を、５０年間で設計、建設及び運営するために同コンソーシアムが６０億ドルの投資を行うこ

と、及び、当該区間を有料施設として建設及び運営する権利のために同コンソーシアムはＴｘＤＯ

Ｔに概ね１２億ドルを支払うこと、を表明している。 

このＣＤＡにより、ＣＺコンソーシアムは、マスター開発計画及び資金計画のために３５０万ド

ルを提供することが必要とされている。また、このＣＤＡは、ＣＺコンソーシアムがＴｘＤＯＴと

共同してＴＴＣ-３５を構成する複数の施設の組合せを計画するとともに、同コンソーシアムが施

設のいくつか又は全部の開発、設計、建設、資金調達、運営及び/又は維持を担当することについて

の枠組みを定めている。この路線は区間ごとに建設される予定であり、このＣＤＡでは、路線の個々

の区間が開発段階に進む前に、当該特定区間に関する｢施設契約(Facility Agreement)｣をＴｘＤＯ

Ｔと締結することを必要としている。 

ＴＴＣ-３５に関してＴｘＤＯＴが最初に締結した施設契約は、ＳＨ-１３０の第５・第６区間を

設計、建設、資金調達、運営及び維持するための５０年間のコンセッションであり、ＣＺコンソー

シアムに付与された。１３億６千万ドル、延長４０マイルのこのプロジェクトは、サンアントニオ・

オースチン間の代替ルートであるＳＨ-１３０の２つの区間を整備するもので、ＴＴＣ-３５ルート

の重要な接続施設である。この取引には、ＣＺコンソーシアムからの２,５８０万ドルの前払いのコ

ンセッションの支払が含まれており、これは当該地域の他のプロジェクトに充てられる。また、収

入分配条項が含まれており、これによりテキサス州は料金収入から毎年の分配を受け取る予定であ

る。Ⅳ章(Ｃ)で議論されるように、プロジェクトの資金調達には、民間資本及び優先の銀行融資が

含まれるとともに、ＵＳＤＯＴのＴＩＦＩＡプログラムによる４億３千万ドルの直接融資も含まれ

る。このプロジェクトは、２００８年３月に財務的取引が完結し、民間部門が合衆国の交通インフ

ラについて、大規模な施設改良も含めて、投資する準備があることを具体的に示した。 

２番目に開発中のＴＴＣの路線は、テキサス州北東部のテクサーカナ(Texarkana)/シュリーブポ

ート(Shreveport)地域からヒューストンを経由しメキシコに至る概ね６５０マイルのＩ-６９/ＴＴ

Ｃである。２００６年４月７日に、ＴｘＤＯＴは、この路線のための競争入札手続を開始し、２０

０６年９月２８日に、２つの民間部門のチームが入札候補者として選定された。２００８年６月２

６日に、ＴｘＤＯＴは、Zachry American Infrastructure 及び ACS Infrastructure によるコンソ

                                                   
45 ＴＴＣのウェブサイト、http://ttc.keeptexasmoving.com/about/guiding_principles.aspx (最新の参照は２００８年７月７日)。 
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ーシアムを選定したと発表した。ＴＴＣ-３５の場合と同様に、この路線に関するＣＤＡは、当該

コンソーシアムがこの路線に関するマスター開発計画及び資金計画を策定することを必要とする

とともに、当該コンソーシアムに特定のプロジェクトに関する事業を実施するための最初の交渉権

を与えている。この路線の南側の部分にあるＵＳ-７７が、このＣＤＡのもとで個別の施設契約に

従って開発される最初の施設となる予定である。 

ＴｘＤＯＴは、可能な場合にはどこでも既存の高速道路施設を活用してＩ-６９/ＴＴＣを開発す

ることを意図しており、それには、ＵＳ-５９、ＵＳ-７７、ＵＳ-２８１及びＳＨ-４４が含まれる。

ＴｘＤＯＴは、この決定の準備的基礎は、環境影響評価手続に伴って提出された２８,０００件近く

のパブリック・コメントの評価であることを示唆している。この決定は、テキサス州交通委員会

(Texas Transportation Commission)が最近採択した指導原則とも整合しており、そこでは既存の

高速道路に追加された新規レーンのみが有料となることを再確認している。同コンソーシアムは、

Ｉ-６９/ＴＴＣの既存の区間をインターステート規格として開発するために必要な事業の資金調達

に資するために、新規の有料道路を開発することを沿線の地方機関と調整することを計画している。

46 

ＴＴＣに加えて、ＴｘＤＯＴがＰＰＰｓを検討している、いくつかのプロジェクトが調達の様々

な段階にある。これらのプロジェクトは、ＴｘＤＯＴがプロジェクトの財源及び調達のための望ま

しい手法としてＰＰＰｓにコミットしていることを具体的に示している。 

1. Ｉ-６３５管理レーン(Managed Lanes)：コンセッションに基づくＰＰＰにより、ダラス・フォー

トワース地域における Luna Road の東部からＩ-３０の北部までの有料管理レーンを建設、

運営及び維持する。 

2. 北タラント高速道路(North Tarrant Express)：コンセッションに基づくＰＰＰにより、北タラン

ト郡(North Tarrant County)における有料管理レーン、一般目的レーン及び関連施設を建設、

運営及び維持する。 

3. ＤＦＷ(ダラス・フォートワース)コネクター：ダラス・フォートワース地域におけるＳＨ-１１４/Ｓ
Ｈ-１２１の有料管理レーンの開発、設計及び建設(及びＴｘＤＯＴの単独選択権(sole option)
による維持) 

これらのＰＰＰｓが進められる一方で、最近、テキサス州におけるＰＰＰｓに関する意気込みが、

２つの別々の事態によって試されている。最初のものは、Ⅳ章(Ｃ)でさらに詳細に議論されるが、

２００７年６月に成立した法律であり、それは特に、(ⅰ)有料道路がＰＰＰｓとして調達される前

に地方公共機関にその開発の権利を付与することとし、また、(ⅱ)新規のＰＰＰプロジェクトの開

発を２年間凍結(moratorium)することとした(既にＰＰＰｓとしての調達が特定されているプロジ

ェクトは凍結から除外された。)。２番目の事態は、ＳＨ-１２１プロジェクトに関するＰＰＰ調達

がキャンセルされたことである。 
                                                   

46 Transportation Commission Picks Developer for Texas Portion of I-69, Press Release, Texas Department of Transportation, 

June 26, 2008. 
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ＳＨ-１２１は、それが完成した場合には、Collin、Dallas 及び Denton 郡における２５.９マイ

ルの完全電子的料金徴収の有料道路となる予定である。ＴｘＤＯＴによってＰＰＰとして調達手続

が進められていたＳＨ-１２１について、北部テキサス有料道路公社(North Texas Tollway 
Authority(ＮＴＴＡ))(ダラス・フォートワース地域の公共有料道路機関)は、以前には参加の関心を

表明していたにもかかわず、２００６年８月に、入札には参加しない旨の合意に署名した。にもか

かわらず、Cintra 及び JP Morgan Asset Management により構成されたコンソーシアムから提出

された５０億ドル以上の価値がある民間提案をＴｘＤＯＴが承認した後で、テキサス州の立法府は、

ＴｘＤＯＴに対して、ＮＴＴＡとの既存の合意を破棄し、ＳＨ-１２１プロジェクトについて公共

機関が競合する提案を提出することを認めること、を指示する法律を制定した。２００７年６月に、

テキサス州交通委員会(Texas Transportation Commission)は、地域交通協議会(Regional 
Transportation Council(ＲＴＣ))の勧告に従って、競争手続により選定された民間コンソーシアム

に換えて、ＮＴＴＡにＳＨ-１２１プロジェクトの権利を付与することを承認した。 

ＮＴＴＡへの権利付与の後に、ＦＨＷＡ(連邦道路庁)は、ＴｘＤＯＴに対して、この調達手続は

２つの連邦法に違反していることを助言する書簡を送った。47 第 1 に、選定手続が完了した後にＮ

ＴＴＡが提案を提出することを認めたことは、公正で開かれた競争手続(fair and open competitive 
process)の実施に関する連邦の規制に違反している。Cintra が率いるコンソーシアムの公開された

提案を分析する便宜を得たことにより、ＮＴＴＡは調達手続において不公正に有利な立場を与えら

れた。第２に、連邦の規制は、ＮＴＴＡのような公共主体が、民間主体に対抗して入札を行うこと

を明確に禁止している。その後、ＴｘＤＯＴとＦＨＷＡは、ＴｘＤＯＴが調達をキャンセルしてＲ

ＴＣの勧告を承認したことに伴うこれらの違反状態を解決することに合意したが48、ＳＨ-１２１の

調達手続は、ＴｘＤＯＴのＰＰＰ調達手続の完全性に関する懸念を引き起こした。ＰＰＰを通じて

交通プロジェクトへの民間部門の参画を求める場合には、州及び地方主体は、調達手続が現に公正

かつ競争的であり、また、そのように認識されることを確保することに十分注意することが必要で

ある。 

２．バージニア州 

バージニア州は、プロジェクト供給のための望ましい手法としてＰＰＰｓを活用している、もう

ひとつの最前線の州とみなされている。49 バージニア州交通省(ＶＤＯＴ)によって調達された初期

の多くのＰＰＰプロジェクトは、民間部門による相当の資金調達や長期の運営及び維持に関する関

与を伴っているものではなかったが、最近のＰＰＰの調達では、ますます長期のコンセッションに

基づくＰＰＰｓとなっている。Ⅳ章(Ａ)で議論されたポカホンタス・パークウェイの２００６年の

コンセッションに加えて、ＶＤＯＴは、ルート４６０改良プロジェクトの調達手続を進めている。

プリンス・ジョージ郡のＩ-２９５とサフォークのサフォーク・バイパス(ＵＳ５８)との間のルート

                                                   
47 Letter from J. Richard Capka, Administrator of FHWA, to Michael W. Behrens, P.E., Executive Director of TxDOT, dated 

August 16, 2007. 
48 See letter from Janice W. Brown, Division Administrator, to Amadeo Saenz, Jr., P.E., Assistant Executive Director of TxDOT, 

dated August 21, 2007. 
49 ＶＤＯＴのＰＰＰウェブサイトは、http://www.virginiadot.org/business/ppta-default.asp (最新の参照は２００８年７月７日)。 

54



 

 

 

４６０に関する概ね１０億から２０億ドルの改良事業を設計、建設、資金調達、運営及び維持する

ことについて、３つの民間コンソーシアムが競争している。ルート４６０は、バージニア州南東部

の活発な出荷、通勤及び緊急対応ルートとなるものとみられている。 

バージニア州は、ミッドタウン・コリダー・トンネル・プロジェクト(Midtown Corridor Tunnel 
Project)及びサウスイースタン・パークウェイ・グリーンベルト・プロジェクト(Southeastern 
Parkway and Greenbelt Project)についてもＰＰＰｓとして調達することが見込まれている。ミッ

ドタウン・コリダー・トンネル・プロジェクトは、(ⅰ)ポーツマスとノーフォークを結ぶ既存のト

ンネルの改修、(ⅱ)新たな並行するトンネルの建設、(ⅲ)フリーウェイの延伸、を含む。２００５

年に３つの民間部門コンソーシアムがミッドタウン・コリダー・トンネル・プロジェクトについて

の関心を表明し、２００８年３月３０日に、ＶＤＯＴはこのプロジェクトに関する概念提案の勧誘

(Solicitation for Conceptual Proposals)を発表した。サウスイースタン・パークウェイ・グリーン

ベルト・プロジェクトに関する調達手続は、決定の登録(Record of Decision)が完了した後に開始さ

れる見込みである。このプロジェクトのために調査された路線は、チェサピークからバージニア・

ビーチのオセアナ海軍航空基地までを東西に結ぶものである。 

バージニア州で最も革新的なＰＰＰの試みは、バージニア州北部のワシントンＤＣ南部及び西部

において提案されているＨＯＴレーン(high-occupancy toll lanes)50のネットワークであろう。２０

０７年１２月２０日に、ＶＤＯＴと民間部門コンソーシアムは、ワシントンＤＣの南西部を巡る首

都環状道路(Capital Beltway(Ｉ-４９５))の一部である概ね１４マイルの区間に、２車線のＨＯＴレ

ーンを設計、建設、資金調達、運営及び維持するためのコンセションの商事及び財務取引の完結に

達した(コンセッショネアは、新たに２車線の一般目的レーンを建設し、最も内側の既存の一般目

的レーン２車線をＨＯＴレーンに転換する。)。環状道路のこの区間は、バージニア州のスプリン

グフィールドとタイソンズ・コーナー(Tyson’s Corner)を結んでいる。民間部門のコンソーシアム

は、オーストラリアの有料道路運営者である Transurban と米国の建設及び開発事業者である

Fluor Enterprises に率いられている。コンセッショネアは、ＨＯＴレーンで徴収される料金収入

を使って、約１８億ドルのプロジェクト見込み費用のうち、概ね１４億ドルの資金を調達する。資

金調達には、ＵＳＤＯＴのＴＩＦＩＡプログラムからの５億８,８００万ドル、ＵＳＤＯＴの承認に

よって２００８年６月１２日に発行された民間活動債(private activity bonds(ＰＡＢｓ))からの５

億８,９００万ドル、及びコンセッショネアの構成員からの総額３億５,０００万ドルの民間資本を

含む(ＴＩＦＩＡ及びＰＡＢｓプログラムは、ＰＰＰｓを促進するその他の連邦プログラムととも

に、Ⅳ章(Ｄ)で詳述される。)。さらに、概ね４億９００万ドルが連邦補助及び州の財源からの資金

で充てられる予定である。 

                                                   
50 ＨＯＴレーン(high-occupancy toll lanes)は、バスや相乗りの車については、従来のＨＯＶレーン(high-occupancy vehicle lanes)

又はカープール・レーン(carpool lanes)と同様にオープンであるが、さらに料金を支払った単独乗車の車も通行できることとした

もの。ＨＯＴレーンで徴収する料金は可変とすることができ、すなわち、交通量が少ない場合には安く、交通量が多い場合には

高くなる。可変料金は、人々に交通量が少ないときに移動することを奨励し、また、料金を支払う意思のあるドライバーにとって

は、信頼性のある移動時間が常に確保されることを保証する。合衆国で実施されたＨＯＴレーンには、カリフォルニア州オレンジ

郡の９１ Express Lanes、カリフォルニア州サンディエゴの Ｉ-１５ HOT Lanes、ミネソタ州ミネアポリスの Ｉ-３９４ HOT Lanes 及

びコロラド州デンバーの Ｉ-２５ HOV/Express Toll Lanes が含まれる。 
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バージニア州は、ワシントンＤＣ南部のＩ-９５及びＩ-３９５に沿った５６マイルのＨＯＴレー

ンについても、同じ民間会社によるＰＰＰを追求している。同路線は、スプリングフィールドにお

いて首都環状道路ＨＯＴレーン・プロジェクトと接続する、非常に混雑した通勤路線である。この

プロジェクトのために、コンセッショネアは、Ｉ-９５及びＩ-３９５上の既存の２車線のＨＯＶレ

ーンを拡幅するとともに、Ｉ-９５上をはるか南側にバージニア州 Massaponax を目指して、新規

の２車線を建設する予定である。これらのレーンはすべてＨＯＴレーンに転換される。また、これ

らのレーンは、バス高速交通(bus rapid transit)、パークアンドライド及びバス・ステーションの

ための施設も含む。ＶＤＯＴは、これらのＨＯＴレーンが深刻な渋滞問題に対する革新的な解決策

を提供し、バージニア州北部地域にわたるカープール利用者、バンプール利用者51、公共交通機関

利用者、自家用車利用者、そして経済及び地域社会に新たな選択肢を提供するものとして期待して

いる。Ｉ-９５/Ｉ-３９５及び首都環状道路のＨＯＴレーン・プロジェクトは、ともにＰＰＰｓ及び

民間部門のイノベーションの価値を具体的に示すだけではなく、全国で最も混雑している通勤路線

のひとつにおける交通管理のための混雑課金(congestion pricing)の価値も示すことになるであろ

う。 

３．ミズーリ州 

ＰＰＰｓは、混雑していない施設についても相当の便益を提供する。民間部門の参画は、料金で

全てのコストを賄えないプロジェクトや収入を生み出さないプロジェクトでさえも可能である。こ

のような状況では、入札者は、そのプロジェクトを実施するために公共部門から受け取る予定の補

助金(subsidy)を最も少なくするということに基づいて競争することが可能である。 

この手法は、ミズーリ安全・健全橋梁改良プロジェクト(Missouri Safe & Sound Bridge 
Improvement Project)のために、ミズーリ州交通省(ＭｏＤＯＴ)によって活用された。52 このプロ

ジェクトは、民間パートナーに、８００以上のミズーリ州の最下位ランクの橋梁を満足な状態にグ

レードアップし、２５年間その状態を維持することを意図している。グレードアップすべき橋梁の

多くは地方部にあり、料金を賄うのに十分な交通量はない。このプロジェクトは、６億ドルから８

億ドルの資本的費用が必要となると見積もられており、入札者は、主として、当該事業の実施及び

資金の返済のためにＭｏＤＯＴが支払う必要があるアベイラビリティ・ペイメント(availability 
payments)を最も低いレベルにする、ということに基づいて競争を行った。53 ＭｏＤＯＴは、民間

パートナーが期限内に橋梁のグレードアップを完了し、コンセッションの期間にわたって満足な状

                                                   
51 [訳注] 近隣の者同士で車を相乗りすることをカープール(carpool)、通勤用マイクロバス(会社提供)に相乗りすることをバンプー

ル(vanpool)という。 
52 安全・健全橋梁改良プロジェクトのウェブサイトは、http://www.modot.org/safeandsound/ (最新の参照は２００８年７月７日)。 
53 アベイラビリティ・ペイメント(availability payments)は、利用可能(available)な施設の提供について、公共当局からコンセッショネ

アに対して行う定期的な支払である。施設が、ある期間にわたり利用できない場合や満足な状態で維持されていない場合は、

支払額が縮減される。アベイラビリティ・ペイメントの枠組みを利用することで、コンセッショネアが交通リスクを引き受ける必要性

を除去するとともに、コンセッショネアに施設を満足な状態で維持し、一定レベルのパフォーマンスで運営することの財務的なイ

ンセンティブを付与することにより、公共の利益を保護することができる。 

アベイラビリティ・ペイメントの枠組みは交通リスクを除去するが、運営及び維持のコストの増大によって、コンセッショネアの財務

的な余裕が部分的に浸食されるというリスクを実際に生み出している。Global Toll Road Rating Guidelines, Fitch Ratings, Global 

Infrastructure and Project Finance, Criteria Report, March 6, 2007, p.2-3 参照。 
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態に維持している場合にのみアベイラビリティ・ペイメントを支払う必要がある。ミズーリ州は、

コンセッションの期間中にアベイラビリティ・ペイメントを支払うために、連邦の橋梁架替え資金

の割当てを予定している。ＵＳＤＯＴは、このプロジェクトの資金調達のために、最大７億ドルの

民間活動債(ＰＡＢｓ)の配分を承認した。 

ＭｏＤＯＴは、２００７年１２月２０日に、Zachry American Infrastructure、Parsons 
Transportation Group、Fred Weber, Inc.、Clarkson Construction、HNTB 及び Infrastructure 
Corporation of America によって構成されたグループを入札勝利者として選定した。２００８年６

月５日、ＭｏＤＯＴの Director は、議会に対して、現在の信用市場において取引を完結させるこ

との困難性にもかかわらず、ミズーリ州が近いうちに契約を締結し、州全体で事業が開始されるこ

とについて楽観的である、と述べた。このプロジェクトは、たとえプロジェクトが自立採算が取れ

る有料施設ではない場合であっても、資金を節約し、プロジェクトの供給を加速し、リスクを移転

し、そして差し迫ったインフラの問題に対する革新的な解決策を提供するために、公共部門がＰＰ

Ｐｓを活用することができることを具体的に示している。 

４．ＢＡＲＴ・オークランド空港接続線(Oakland Airport Connector) 

サンフランシスコ湾岸地域高速公共交通機関委員会(San Francisco Bay Area Rapid Transit 
Commission(ＢＡＲＴ))のオークランド空港接続線プロジェクトは、複合的なアベイラビリティ・

ペイメントの仕組みを活用している。54 ＢＡＲＴ鉄道網の既存のコリシーアム駅(Coliseum 
Station)とオークランド空港とを結ぶ３マイルの鉄道を設計、建設、資金調達、運営及び維持する

ためのコンセッションについて、入札候補者のチームが選定された。入札希望者に対する資格申請

の募集(request for qualifications)によれば、ＢＡＲＴは、民間コンセッショネアに対して、(ⅰ)ア
ベイラビリティ・ペイメント、(ⅱ)パフォーマンスに関連した支払、(ⅲ)割合は少ないが、実際の

乗客数と直接に関連した乗客数のインセンティブによる支払、を組み合わせた支払を予定している。

ＢＡＲＴは、一般的に、当該施設が予測された収入を生み出さないこととなるリスクを引き受けて

おり、ＢＡＲＴは、コンセッショネアに対して、プロジェクトの利用可能性(availability)及びコン

セッショネアのパフォーマンスに基づいた支払を行う。しかしながら、コンセッショネアの利益と

ＢＡＲＴの利益を一致させるために、ＢＡＲＴは、実際の乗客数に応じて、コンセッショネアの報

酬を分配する。 

５．デンバーＲＴＤ 

現在進められている、もうひとつの主要な公共交通機関のＰＰＰ調達は、コロラド州デンバーの

地域交通地区(Regional Transportation District(ＲＴＤ))による、ファストラックス(FasTracks)投
資プログラムの部分(又は複数の部分)に関するものであろう。FasTracks は、１１９マイルの新規

の通勤鉄道及びライトレール、公共交通の駅、バス高速交通(bus rapid transit)、強化されたフィ

ーダーバス・システム(bus feeder system)、パークアンドライドその他の駐車施設を開発すること

により、デンバー地域の公共交通を改善する、１２年間で６１億ドルの意欲的な計画である。ＲＴ

                                                   
54 BART OAC のウェブサイトは、http://www.bart.gov/about/projects/oac/ (最新の参照は２００８年７月７日)。 
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Ｄは、このプロジェクトを構成する２つ又はそれ以上の鉄道路線を開発、設計、建設、資金調達、

運営及び維持するために、ＰＰＰの仕組みを活用することを検討している。ＲＴＤは、革新的な資

金調達の選択肢を検討し、これらのＰＰＰプロジェクトに関する調達手続を構築することを援助す

る財務アドバイザーを選定した。ＲＴＤは、２００８年夏までに、イースト/ゴールド・ライン(East, 
Gold Line)及び通勤鉄道維持施設(Commuter Rail Maintenance Facility)のＰＰＰ調達に関する提

案募集(Request for Proposals)の案について、住民意見(public input)を受理する予定である。55 Ｒ
ＴＤにとってＰＰＰにする利点は、とりわけ、｢民間主体が資金を借入れ、期間にわたって費用を

返済することが可能となるので、ＲＴＤは多額の事前の費用を分散させ、FasTracks 実施の初期段

階で資金を温存できることである｣。56 

６．フロリダ州 

フロリダ州交通省(ＦＤＯＴ)は、マイアミ港トンネル (Port of Miami Tunnel) プロジェクトのた

めにアベイラビリティ・ペイメントの仕組みを活用している。57 このプロジェクトは、１０億ドル

以上の費用がかかる予定であり、ドッジ(Dodge)島のマイアミ港をワトソン(Watson)島、そして本

土のＩ-９５に繋げるトンネルの設計、建設、資金調達、運営及び維持のためのコンセッションに

基づくＰＰＰである。現在、港の交通は、Ｉ-９５にアクセスするためにマイアミのダウンタウン

の地方街路を使っている。このプロジェクトの資金調達のために料金は使われず、コンセッショネ

アは交通リスクを引き受けない予定である。その代わりに、トンネルが開通した場合、コンセッシ

ョンの期間を通じて、ＦＤＯＴから民間コンセッショネアにアベイラビリティ・ペイメントが支払

われる予定である。コンセッショネアが、コンセッション契約においてＦＤＯＴが定めた基準に従

った成果を達成できなかった場合は、コンセッショネアはアベイラビリティ・ペイメントを満額受

け取ることはできなくなる。このプロジェクトに関するＰＰＰは、ＵＳＤＯＴによる最大９億８千

万ドルの民間活動債(ＰＡＢｓ)の配分を受ける予定であり、建設コストの超過及び長期の運営・維

持コストの超過のリスクを民間部門に移転するように構成されている。アベイラビリティ・ペイメ

ントの仕組みは、コンセッショネアの利益を、効率的で高品質な建設、維持及び利用者サービスと

いう公共部門の利益に一致させるものである。 

マイアミ港トンネルに加えて、ＦＤＯＴは、新規の道路容量に関する、さらに２つのＰＰＰプロ

ジェクトについて調達手続の過程にある。最初は、２００７年１２月７日に、ＦＤＯＴは、概ね１

５億ドルのＩ-５９５プロジェクトの入札について資格申請を提出した６つのチームのうちから４

つのチームを選定した。58 入札者は、Ｉ-５９５/Ｉ-７５/Sawgrass 高速道路のインターチェンジと

Broward 郡のＩ-５９５/Ｉ-９５のインターチェンジとの間のＩ-５９５の改良事業を設計、建設、

資金調達、運営及び維持するための３５年間のコンセッションについて競争している。この改良事

業には、Ｉ-５９５の中央部にリバーシブルの高速レーンを設けることが含まれ、それは可変料金

                                                   
55 調達スケジュールの案は、http://www.rtd-fastracks.com/main_91 で入手できる(最新の参照は２００８年７月７日)｡ 
56 FasTracks Focus: Public-Private Partnerships, Fall 2007 Public-Private Partnership Brochure available at: 

http://www.rtd-fastracks.com/media/uploads/main/FTfocusPPPweb_2.pdf (last visited July 7, 2008) 
57 マイアミ港トンネルのウェブサイトは、http://www.portofmiamitunnel.com/ (最新の参照は２００８年７月７日)。 
58 Ｉ-５９５のウェブサイトは、http://www.i-595.com/default.aspx (最新の参照は２００８年７月７日)。 
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となる予定である。料金レートは、ＦＤＯＴによって管理される。２番目に、２００７年１２月４

日に、ＦＤＯＴは、ファースト・コースト外郭環状道路(First Coast Outer Beltway)の開発、設計、

建設、資金調達、運営、維持及び料金徴収のための長期コンセッションに関する入札の資格申請の

提出を求める、入札候補者の募集(request for potential bidders)を行った。59 ファースト・コース

ト外郭環状道路は、ジャックソンビル(Jacksonville)郊外のアクセス制限された有料施設となる予

定で、St. Johns 及び Clay 郡の St. Johns River Crossing Corridor、Clay 及び Duval 郡の Branan 
Field-Chaffee Road(SR23)プロジェクトを含む。 

これら３つのプロジェクトで、ＰＰＰｓは、フロリダ州におけるプロジェクト供給のための主た

る手法になりつつある。また、フロリダ州は、最近、既存の有料道路施設の運営及び維持に関する

長期コンセッションの権限を付与する法律を成立させた(フロリダ・ターンパイク企業体(Florida 
Turnpike Enterprise)が所有する施設を除く。)。Ⅳ章(Ａ)で記したように、２００８年５月５日に、

ＦＤＯＴは、サウスフロリダのＩ-７５の一部である７８マイルのアリゲーター・アレー有料道路

をリースし、維持・運営し、料金収入を受け取るコンセッションに関する資格申請の募集(Request 
for Qualifications)を行った(このＲＦＱは、２００８年６月２５日に再募集され、資格申請文書の

提出期限は２００８年７月２３日である。)。さらに、フロリダ州は、ビーチライン高速道路及び

サンシャイン・スカイウェイ橋梁に関するコンセッションも検討していると報じられている。60 

７．ジョージア州 

ジョージア州もＰＰＰプログラムの開発を始めており、４つのＰＰＰプロジェクトが調達の様々

な段階にある。61 最初の２つのプロジェクトは、プロジェクトの資金調達及び/又は長期の運営・

維持について民間部門による相当のリスクの引受けを伴わないＰＰＰｓとして、ジョージア州交通

省(ＧＤＯＴ)によって開発されている。ＧＤＯＴによって調達が進められている後の２つのプロジ

ェクトは、合衆国の他所で普及しつつあるＰＰＰｓに類似した長期のコンセッションに基づくＰＰ

Ｐｓとなりうるものである。 

２００６年５月１８日に、ジョージア州は、Bechtel Infrastructure Corporation 及び Kiewit 
Southern Co.で構成されたコンソーシアムと、最初のＰＰＰ契約を締結した。この契約は、ノース

ウエスト・コリダー(Northwest Corridor)(Ｉ-７５/Ｉ-５７５)プロジェクトに関するディベロッパ

ー・サービス契約(Developer Services Agreement)である。この契約は、アトランタ北西のＩ-７５

及びＩ-５７５における、新たな完全に電子的な高速有料レーンの開発の調査検討を、同コンソー

シアムが行うための手続的な枠組みを定めている。また、同コンソーシアムは、同路線におけるバ

ス高速交通レーン(bus rapid transit lanes(“ＢＲＴ lanes”))の開発に関する分析を行うとともに、

Ｉ-７５におけるトラック専用有料レーン(truck-only toll lanes(“ＴＯＴ lanes”)について調査検討

する可能性があり、トラックは同レーンを通行する必要がある。これらの業務が完了した場合、ジ

                                                   
59 ファースト・コースト外郭環状道路のウェブサイトは、http://www.fdotfirstcoastouterbeltway.com/index.asp (最新の参照は２００

８年７月７日)。 
60 Florida Governor Crist Considering Toll Concessions on Three State TRs and Bridge, TOLLROADSnews.com, September 22, 

2007. 
61 ＧＤＯＴのＰＰＰウェブサイトは、http://wwwb.dot.ga.gov/ppi07/html/all/home.htm (最新の参照は２００８年７月７日)。 
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ョージア州は、同コンソーシアムとデザイン・ビルド契約を締結する予定である。２００６年５月

の同州の記者発表において、ジョージア州は、伝統的な調達手法に代えてデザイン・ビルド手法を

活用することにより、当該施設の設計及び建設の完了に要する時間が、１５年から２０年という予

測から、僅か６年までに短縮されるであろう、としている。62 

ＧＤＯＴが検討している２番目のＰＰＰプロジェクトは、ＧＡ-４００ＨＯＴレーン・プロジェク

トである。２００５年１１月２１日に、ＧＤＯＴは、Washington Group International に率いら

れたコンソーシアムから、このプロジェクトに関する修正された非募集の提案(unsolicited 
proposal)63を受理したが、この提案を承認する評決はまだ行われていない。同プロジェクトは、Ｇ

Ａ-４００におけるＨＯＴレーンを設計、建設、運営及び維持するもので、ＧＤＯＴによって実施

されるＩ-２８５の改良を補完するものである。また、このプロジェクトは、バス高速交通(bus rapid 
transit)の一層の活用も含む。ノースウエスト・コリダー・プロジェクトと同様に、同コンソーシ

アムは、デザイン・ビルド取引による建設の加速を提案しており、さらに、完成した有料施設の運

営及び維持についても提案している。同コンソーシアムは、民間資本を投資することや資金調達の

リスクを引受けることは提案していないが、デザイン・ビルド取引の期間を通じて、コスト及び開

通日を保証することになる。 

ＧＤＯＴは、現在、最初の長期コンセッションに基づくＰＰＰとなりうる、Ｉ-２８５北西ＴＯＴ

レーンに関する提案の評価を行っている。２００６年５月１８日に、ＧＤＯＴは、Goldman Sachs
に率いられたコンソーシアムから、このプロジェクトの開発に関する非募集の提案(unsolicited 
proposal)を受理した。当初の提案はその後に取り下げられたが、ＧＤＯＴは、関心のある民間コン

ソーシアムから４つの競合する提案を受け取った。これらの提案は、Ｉ-２８５におけるＴＯＴレ

ーンを設計、建設、資金調達、運営及び維持するためのＰＰＰを意図しており、同レーンはノース

ウエスト・コリダー・プロジェクトの一部として建設される可能性のあるＴＯＴレーンを補完する

ものである。アトランタ周辺の環状道路であるＩ-２８５のＴＯＴレーンは、提案されているノー

スウエスト・コリダーのＴＯＴレーンがＩ-２８５に流入する地点のすぐ南側が起点となりうる。 

２００７年７月１９日に、ＧＤＯＴは、ＰＰＰを勧誘する意向の公告(Notice of Intent to Solicit)
を行った。提示されたＩ-２０管理レーン回廊(Managed Lanes Corridor)は、Ｉ-２８５の東側から

Turner Hill Road までの、約９マイルのＩ-２０上に２車線の管理レーンを追加するものである。

また、同公告は、同路線上の３車線の一般目的レーンの維持も意図している。この勧誘(solicitation)
は、２００７年５月１８日に、ジョージア州交通会議(Georgia State Transportation Board)が、

２００７年６月１日以降は非募集の提案(unsolicited proposals)の受付を一時的に延期することを

決定したすぐ後に公告されたものである。上述の３件のプロジェクト及びキャンセルされた１件の

                                                   
62 GDOT signs first-ever Public Private Initiative Developer Services Agreement for Northwest Corridor, Georgia Department of 

Transportation, Press Release, May 18, 2006. 
63 [訳注] 公共当局からの提案募集に応じて提出された提案を募集提案(solicited proposal)、公共当局からの提案募集はないが

民間部門が自発的に提出した提案を非募集の提案(unsolicited proposal)という。非募集の提案の提出を認めるか否かは、それ

ぞれの州の立法によって異なる。非募集の提案の提出を認める場合は、通常、他に同様の競合する提案をする者がいるか否

かを確認する手続が取られる。 
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プロジェクト(ＳＲ-３１６有料道路プロジェクト)は、いずれも非募集の提案による結果であった。

交通会議の決定及びＩ-２０回廊に関する勧誘は、ジョージア州の政策が非募集の提案から離れて

シフトしていくことの兆候である(既に調達手続中のプロジェクトは、この決定によって影響され

ない。)。 

８．アラスカ州、ミシシッピ州及びノースカロライナ州 

アラスカ州は全州的なＰＰＰプログラムは創設していないが、ニックアーム橋梁プロジェクト

(Knik Arm Crossing Project)の実施に関してＰＰＰの枠組みを活用する権限が付与されている。同

州は、ニックアーム橋梁の資金調達、設計、建設、運営及び維持についてＰＰＰを活用するために、

ニックアーム橋梁有料公社(Knik Arm Bridge and Tolling Authority(ＫＡＢＡＴＡ)に権限を付与

する法律を制定した。64 ＫＡＢＡＴＡは、２００６年１２月１３日に資格申請の募集(request for 
qualifications)を行い、２００７年３月１５日に同プロジェクトの競争入札を行う２つのコンソー

シアムを選定した。同ＲＦＱは、５５年間のコンセッションによって、ニックアーム橋梁を設計、

建設、資金調達、運営及び維持することを意図している。ニックアーム橋梁は、クック湾のニック

アームを渡ってアンカレッジと Mat-Su 町(borough)を繋ぐものである。２００７年１０月２９日

に、ＵＳＤＯＴは、入札勝利者が同プロジェクトの資金調達のために利用する民間活動債(ＰＡＢ

ｓ)について、 ＫＡＢＡＴＡからの６億ドルの配分の申請を条件付きで承認した。ＫＡＢＡＴＡは、

免税のＰＡＢｓの導管体(conduit)としての発行者となり、同債券はコンセッショネアが料金収入か

ら償還する義務を負う。 

ミシシッピ州は、２００８年６月２日に、最初のＰＰＰであるエアポート・パークウェイ(Airport 
Parkway)と呼ばれる１２マイルの新規の有料道路に関する資格申請の募集を発表した。同パーク

ウェイは、ジャクソンのダウンタウンの東側と東部郊外及びジャクソン国際空港を結ぶものである。

また、２００８年６月に、ノースカロライナ・ターンパイク公社(North Carolina Turnpike 
Authority)は、ノースカロライナ州で最初のＰＰＰとなる、ミッドカリタック橋梁(Mid-Currituck 
Bridge)に関する事前開発契約を締結するための資格申請の募集を発表した。カリタック海峡

(Currituck Sound)を渡る、提案されている新規の橋梁は、本土のカリタック郡とアウター・バン

クス(Outer Banks)を繋ぐものである。 

合衆国における新規建設の高速道路及び公共交通施設に関するＰＰＰｓ（２００５年１月－２００８年５月） 

プロジェクト 所在地 状況 ＰＰＰのタイプ 
ＴＴＣ-３５ テキサス州 コンセッション 

付与 
メキシコからオクラホマに至る約６００マ

イルの回廊について、コンセッショネアが

マスター開発計画の作成を担当するととも

に、いくつか又は全部のプロジェクトの開

発、設計、建設、資金調達、運営及び/又は

維持を担当する。 

                                                   
64 ＫＡＢＡＴＡのウェブサイトは、http://www.knikarmbridge.com/ (最新の参照は２００８年７月７日)。 
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ＳＨ -１３０第

５・第６区間 
テキサス州 取引完結 ＴＴＣ-３５プロジェクトの最初の区間であ

る約１３億ドルの施設を設計、建設、資金

調達、運営及び維持するためのコンセッシ

ョン 

Ｉ-６９/ＴＴＣ テキサス州 落札者決定済 メキシコからテクサーカナ/シュリーブポー

トに至る約６５０マイルの回廊について、

コンセッショネアがマスター開発計画の作

成を担当するとともに、いくつか又は全部

のプロジェクトの開発、設計、建設、資金

調達、運営及び/又は維持を担当する。 

Ｉ-６３５ テキサス州 提案の募集 
(ＲＦＰ) 

ダラス/フォートワース地域における有料管

理レーンを設計、建設、資金調達、運営及

び維持するためのコンセッション 

北タラント高

速道路 
テキサス州 入札候補者 

選定済 
北タラント郡における有料管理レーン及び

一般レーンを設計、建設、資金調達、運営

及び維持するためのコンセッション 
ＤＦＷ(ﾀﾞﾗｽ/ﾌｫ
ｰﾄﾜｰｽ)コネクタ

ー 

テキサス州 入札候補者 
選定済 

ダラス /フォートワース地域における

SH-114/SH-121 の有料管理レーンを開発、

設計、建設(及びＴｘＤＯＴの単独選択権に

よる維持)するためのコンセッション 
首都環状道路 
ＨＯＴレーン 

バージニア州 取引完結 バージニア州北部におけるＩ-４９５の１４

マイルの区間のＨＯＴレーンを設計、建設、

資金調達、運営及び維持するためのコンセ

ッション 
Ｉ-９５/Ｉ-３９

５ 
ＨＯＴレーン 

バージニア州 暫定契約締結 バージニア州北部における I-95/I-395 の５

６マイルの区間のＨＯＴレーンを設計、建

設、資金調達、運営及び維持するためのコ

ンセッション 
ＵＳルート４

６０ 
バージニア州 入札候補者 

選定済 
バージニア州南東部におけるルート４６０

に関する１０億から２０億ドルの改良事業

を設計、建設、資金調達、運営及び維持す

るためのコンセッション 
ミ ッ ド タ ウ

ン・コリダー・

トンネル 

バージニア州 提案の募集 
(Solicitation) 

ポーツマスとノーフォークを結ぶ既存のト

ンネルの改修、新たな並行するトンネルの

建設及びフリーウェイの延伸のためのコン

セッション 
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マイアミ港ト

ンネル・プロジ

ェクト 

フロリダ州 落札者決定済 マイアミ港からフロリダ本土へのアクセス

を提供するトンネルを設計、建設、資金調

達、運営及び維持するためのコンセッショ

ン 
Ｉ-５９５改良 フロリダ州 入札候補者 

選定済 
Ｉ-７５と I-５７５の間のＩ-５９５の改良

事業を設計、建設、資金調達、運営及び維

持するためのコンセッション 

ファースト・コ

ースト外郭環

状道路 

フロリダ州 資格申請の 
募集(ＲＦＱ) 

ジャックソンビル郊外のアクセス制限され

た有料施設を設計、建設、資金調達、運営

及び維持するためのコンセッション 

ノースウエス

ト・コリダー 
ジョージア州 開発契約締結 アトランタ北西のＩ-７５及びＩ-５７５に

高速有料レーン、ＢＲＴレーン及びおそら

くＴＯＴレーンを開発、設計及び建設する

ためのコンセッション 
Ｉ -２８５北西

ＴＯＴレーン 
ジョージア州 提案審査中 アトランタの北西及び西部のＩ-２８５及び

Ｉ-２０にＴＯＴレーンを設計、建設、資金

調達、運営及び維持するためのコンセッシ

ョン 
ＧＡ -４００ク

ロスロード地

区 

ジョージア州 提案審査中 アトランタ北部のＧＡ-４００にＨＯＴレー

ンを設計、建設、運営及び維持するための

コンセッション 
Ｉ -２０管理レ

ーン 
ジョージア州 募集の事前手続 

(Pre-Solicitation) 
アトランタ東部のＩ-２０に２車線の管理レ

ーンを設計、建設、資金調達、運営及び維

持するためのコンセッション 
ミ ズ ー リ 安

全・健全橋梁プ

ログラム 

ミズーリ州 落札者決定済 ミズーリ州の８００以上の橋梁をグレード

アップ、資金調達、運営及び維持するため

のコンセッション 
ニックアーム

橋梁プロジェ

クト 

アラスカ州 入札候補者 
選定済 

アンカレッジと Mat-Su 町を結ぶ橋梁を設

計、建設、資金調達、運営及び維持するた

めのコンセッション 
エアポート・パ

ークウェイ 
ミシシッピ州 資格申請の 

募集(ＲＦＱ) 
ジャクソンのダウンタウンから空港までの

パークウェイを開発、建設、資金調達、運

営及び維持するためのコンセッション 
オークランド

空港接続線 
カリフォルニ

ア州 
提案の募集 
(ＲＦＰ) 

オークランド空港接続線を設計、建設、資

金調達、運営及び維持するためのコンセッ

ション 
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デンバーＲＴ

Ｄ (地域交通地

区) 

コロラド州 資格申請の 
募集(ＲＦＱ) 
予定 

デンバー地域におけるイースト/ゴールド・

ライン及び通勤鉄道維持施設を設計、建設、

資金調達、運営及び維持するためのコンセ

ッション 
メトロ・ソリュ

ーション・フェ

ーズⅡ 

テキサス州 入札候補者 
選定済 

ヒューストンにおけるライトレール・プロ

ジェクトについて、施設供給者が工事の設

計及び建設、設備の供給及び設置、当初の

運営及び維持、そして資金調達を担当する

予定 
Ｉ-７３ サウスカロラ

イナ州 
概念提案の募集 
(Request for  
Conceptual 
Proposals) 

マートル・ビーチ(Myrtle Beach)とノースカ

ロライナ州境を結ぶＩ-７３の８０マイルの

区間を設計、建設、資金調達、運営及び維

持するためのコンセッション 
ミッドカリタ

ック橋梁 
ノースカロラ

イナ州 
入札候補者 
選定済 

カリタック海峡を渡って本土のカリタック

郡と Corolla の南側のアウター・バンクスを

結ぶ新規の７マイルの橋梁のためのコンセ

ッション 
 

上述のプロジェクトに加えて、いくつかの他のプロジェクトでもＰＰＰｓが検討されている。こ

れらのプロジェクトのいくつかについては、ＰＰＰを実施しないか、又はプロジェクト自体を実施

しないという決定がなされた。他のプロジェクトについては、調達機関は、依然としてＰＰＰを検

討しており、提案を募集する可能性がある。そのようなプロジェクトとしては、特に次のものがあ

る。 

 ミシシッピ川橋梁： ２００７年に、ミズーリ州は、Zachry American Infrastructure が、ミズ

ーリ州セントルイスとイリノイ州との間のミシシッピ川に新たに６車線の有料の橋梁を開発

するためのＰＰＰに関する非募集の提案(unsolicited proposal)を提出したと発表した。ミズー

リ州はこの橋梁に関するＰＰＰの権限を付与する法律を有しているが、イリノイ州は、その代

わりに、両州が既存のマーティン・ルーサー・キング橋(Martin Luther King Bridge)の隣に対

になる橋(companion bridge)を建設することを推奨しており、その方が費用が安く有料にもな

らない、としている。 

 メリーランド州 Ｉ-２７０/Ｉ-４９５プロジェクト： ２００６年に、メリーランド州道路庁(Maryland 
State Highway Administration)、州公共交通局(Maryland Transit Administration)及び州交

通公社(Maryland Transportation Authority)は、北側はフレデリック(Frederick)のＩ-７０か

ら、南側はバージニア州境のアメリカン・リージョン橋(American Legion Bridge)までのＩ-
２７０/Ｉ-４９５における、公共交通の改良及び管理レーンの整備に関する長期コンセッショ

ンに基づくＰＰＰについて、関心表明の募集(request for expressions of interest)を発表した。 
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 オレゴン州ＰＰＰプロジェクト： オレゴン州は、ポートランド地域における３つのプロジェクトで

ある、ニューバーグ・ダンディー・バイパス(Newburg-Dundee Bypass)、サンライズ・コリダ

ー(Sunrise Corridor)及びサウスＩ-２０５コリダー(South I-205 Corridor)に関する長期コン

セッションに基づくＰＰＰｓを含めて、革新的な解決策を検討し続けている。 

A．州及び連邦による奨励 

合衆国における連邦制度のもとでは、連邦政府は、高速道路及び公共交通プロジェクトのための

資金は提供するが、これらのプロジェクトは州又は地方レベルで所有及び運営されている。65 この

ため、関係の州及び/又は地方の立法当局によって、特定の交通プロジェクトに関するＰＰＰを実施

するための明示的な権限の付与が定められなければならない。２００４年報告書以降、８つの州が、

高速道路及び公共交通プロジェクトに関するＰＰＰｓの権限を付与する法律を制定している。 

連邦政府の役割は、一般に、陸上交通プロジェクトのための資金を提供することに限られている

が、連邦政府は、信用援助プログラムを含めて、連邦のプログラムを通じてＰＰＰｓを積極的に奨

励及び促進している。連邦政府は、こうした支援を、２００４年報告書以前から存在したプログラ

ムから提供しているだけでなく、陸上交通施設に関する権限を再付与した最新の法律である、２０

０５年の｢安全で、説明責任を果たし、柔軟で、効率的な交通公平化法：利用者への遺産｣(Safe, 
Accountable, Flexible, Efficient, Transportation Equity Act: A Legacy for Users)(“ＳＡＦＥＴＥ

Ａ-ＬＵ”)において設けられたプログラムからも支援を提供している。 

１．ＰＰＰｓの権限を付与する州の立法 

２００４年報告書以降、州の立法レベルにおいて、いくつかの展開がある。そのなかには、以前

はＰＰＰｓの権限が認められていなかった州において新たにＰＰＰｓの権限を付与する法律が制

定されたこと、及び、既にＰＰＰプログラムを有していた州において既存の法律が精緻化されたこ

とを含む。現在、２５の州が、高速道路又は公共交通のＰＰＰｓを実施するための法律上の権限を

有している。制定された法律の範囲やタイプが、特に、認められるプロジェクトのタイプ及び規模

の点や、立法府が州又は地方交通機関に委任する権限の幅といった点において、それぞれの州によ

って大きな開きがあるということを注記することが重要である。66 

ａ．新たなＰＰＰプログラムの創設 

２００４年報告書以降、以前は交通プロジェクトのためのＰＰＰｓの権限を付与していなかった

５つの州が授権法を制定した。これらの州のうち２州で制定された法律は、道路その他の有料施設

についてＰＰＰｓを活用する公平に幅広い権限を定めているが、他の３州で制定された法律は、特

                                                   
65 合衆国法典第２３編第１４５条(23 U.S.C. 145) 
66 ＵＳＤＯＴは、ＰＰＰ立法を行う場合に何が基本的な要素となるかの例を州に示すために、ＰＰＰのモデル立法を作成した。この

モデル立法は、州のＰＰＰ立法に特定の条項を含めるようにするためのＵＳＤＯＴによる勧告とみなされるべきではない。むしろ、

このモデル立法は、交通プロジェクトに関するＰＰＰｓを実施する場合に、州が考慮すべき問題のタイプを具体的に明示している

ものである。このモデル立法は、次で入手できる。http://www.fhwa.dot.gov/PPP/legis_model.htm (最新の参照は２００８年７月

７日)。 
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定のプロジェクトについてのみ権限を付与するか、又は立法府によって特に承認されたＰＰＰｓに

限定されている。 

ミシシッピ州は、２００７年４月に授権法を制定した。67 ミシシッピ州の立法は、州がＰＰＰｓ

の権限付与を検討する場合における問題点のタイプについて良い事例となっている。ＰＰＰプログ

ラムを有するほとんどの州と同様に、ミシシッピ州は、権限の範囲をデザイン・ビルド・プロジェ

クトに限定してはおらず、プロジェクトの全ての主要な構成要素に民間の参画を認めるように拡大

しており、有料道路又は有料橋梁の設計、建設、資金調達、運営及び維持に関するコンセッション

に基づいたＰＰＰｓの権限を付与している。ＰＰＰによる施設が公共による施設と同様に良好に建

設及び維持されることを担保するため、同法は、ＰＰＰｓによって建設されるいかなる施設も、政

府の契約主体によって定められた高速道路の最低限の設計、建設及び維持基準に従って建設及び維

持されなければならないこととし、さらに、施設はコンセッションの期間を通じて監査(inspection)
の対象となることを必要としている。必要な基準を遵守できなかった場合は、契約が打ち切られる

結果となることがありうる。契約の打切り又は満了の場合には、全てのコンセッショネアの権利は

州に返還され、料金の徴収は終了する。 

ミシシッピ州の法律は、ＰＰＰｓに関して、民間部門から提案を募集し(solicitation of proposals)、
又は非募集の提案(unsolicited proposals)を受理する権限を認めている。調達手続は競争的

(competitive)でなければならず、プロジェクトは政府の契約主体に最善の価値(best value)を申し

出た入札者に付与されなければならない。独占的な価格設定から施設の利用者を保護するため、他

の無料の交通施設の選択肢が存在し、かつ、料金レートの増加が住民への告知及び聴聞(public 
notice and hearings)を経た後に政府の承認に従うこととされている場合にのみ、ＰＰＰｓが認め

られる。また、同法は、コンセッショネアに超過収入(excess revenue)の分配を求めることができ

ることとし、さらにコンセッションの期間を最大３０年に制限している。既存の道路において料金

を徴収することは認められない。 

これらの条項のいくつかは、他の州の類似の条項と比較して、より制限的となっている。例えば、

他の州では、コンセッションの期間は５０年又はそれ以上とすることができ、料金レートは交渉結

果によるスケジュールに従って値上げすることができ、そして、競合する交通施設がない地域にお

いてもＰＰＰｓが認められる。にもかかわらず、最近、テキサス州及びフロリダ州で成立した修正

立法から明らかであるように(後述を参照)、ベストプラクティスの決定は常に進化している過程で

あり、個々の州の状況に依存している。ミシシッピ州では、これまで有料道路が存在せず、このよ

うな州では、有料道路について広範な経験を有するテキサス州やフロリダ州のような州とは異なっ

たアプローチとなることはありうることである。 

ユタ州は、２００６年３月に、州がＰＰＰ道路プロジェクトを実施する権限を付与する法律を制

定した。68 ミシシッピ州と同様に、ユタ州の法律も、民間コンセッショネアが有料道路を設計、建

設、資金調達、維持及び運営し、コンセッション契約に従って料金を賦課・徴収する幅広い権限の

                                                   
67 Mississippi Code, Section 65-43-3. 
68 Utah Code, Section 72-6-201 (Public-Private Partnerships for Tollways Act). 
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付与を定めている。ユタ州においても、提案の募集及び非募集の提案の受理が認められる。ユタ州

の法律は、個々の施設に関するいくつかの重要な条項の交渉をユタ州交通省(ＵＤＯＴ)に委ねてお

り、その中には、民間部門の利益及び何らかの収入分配の取引、料金レートその他の利用料、安全

及び警察業務の基準、その他適用されうる技術、建設、運営及び維持の基準、が含まれる。コンセ

ッション契約は、ＵＤＯＴがコンセッショネアから当該資産を合意された価格で買戻す権利をＵＤ

ＯＴに与えなければならない。契約が打ち切られた場合は、施設は満足な状態でＵＤＯＴに返還さ

れなければならない。同法は、ＵＤＯＴが、外部のコンサルタント又はカウンセルを、助言の提供、

リスク及び便益の評価の支援、そしてコンセッション契約の条件に関する交渉の援助に従事させる

ことを必要としている。 

いかなるコンセッション契約も、それを締結(又は追加・修正)する前に、知事により任命された

独立の諮問委員会であるユタ州交通委員会(Utah Transportation Commission)によって承認され

なけらばならない。また、ＵＤＯＴは、当該交通委員会及び州の立法府の承認を得た場合にのみ、

既存の州の高速道路から料金を徴収することができる。既存の州の高速道路にＨＯＴレーンを設け

る場合や新規の州の高速道路又は追加された道路容量において有料レーンを設ける場合には、ＵＤ

ＯＴは交通委員会の承認が必要であるが、州立法府の承認は不要である。 

ユタ州及びミシシッピ州のいずれも、ＰＰＰｓとして開発されうる特定のプロジェクトを立法で

定めることはしていない。他の３州では、交通プロジェクトのためのＰＰＰｓを一般的に幅広く認

める法律を制定する代わりに、特定のプロジェクトのみをＰＰＰｓとして開発又は運営することを

認める限定した法律を制定している。 

インディアナ州の Mitch Daniels 知事は、民間部門の入札者から入札提案を受け取った後に、イ

ンディアナ有料道路の運営及び維持に関する長期コンセッションを締結するため、２００６年に法

律上の権限を取得した。また、この授権法は、インディアナ州のインディアナポリスからエバンズ

ビルまでＩ-６９を延伸する事業を建設、資金調達、運営及び維持するためのＰＰＰを州交通省が

実施する権限も認めた(Ｉ-６９延伸プロジェクトは、ＰＰＰとして実施されてはいない。)。69 同法

は、他のいかなるＰＰＰプロジェクトに関する権限も含めていない。２００６年末から２００７年

初めに、Daniels 知事は、さらにインディアナ通商接続路(Indiana Commerce Connector)及びイリ

アナ高速道路(Illiana Expressway)の２つのＰＰＰプロジェクトの権限を認める立法を獲得しよう

としたが、成功しなかった。インディアナ通商接続路はインディアナポリス南部及び東部における

提案されていた７５マイルのバイパス、また、イリアナ高速道路はインディアナ州とシカゴ南部の

イリノイ州を結ぶものであった。 

ミズーリ州も同様のアプローチを取っており、個々のプロジェクトベースでＰＰＰｓの権限を付

与している。ミズーリ州の Matt Blunt 知事は、２００７年９月５日に、安全・健全橋梁改良プロ

グラムに関するＰＰＰをミズーリ州交通省が実施する権限を認める立法に署名した。70 同法は、直

接的に当該橋梁プログラムを対象としてはいないが、コンセッションの期間が２５年を超えること

                                                   
69 Indiana Code, Section 8-15, 8-15.5, 8-15.7, 8-23-7-22 through 25. 
70 Missouri Code, Section 227.107. 
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が見込まれる｢設計・建設・資金調達・維持｣のＰＰＰプロジェクトについて、ミズーリ州道路及び

交通機関委員会が、ボンドの要件(bonding requirements)を緩和することを認めている。同法で緩

和されたボンドの要件は、当該橋梁プログラムの進行を妨げることとなりかねなかったものである。

Ⅳ章(Ｂ)で記したように、当該橋梁プログラムのコンセッショネアは、ミズーリ州の８００以上の

橋梁を５年以内で修繕又は架替えし、そしてそれらの橋梁を２５年間満足な状態で維持する予定で

ある。 

また、ミズーリ州は、２００６年に、セントルイスとイリノイ州を繋ぐ提案されたミシシッピ川

橋梁に関するＰＰＰの権限を付与する法律を制定した。71 同法は、ミズーリ州交通省(ＭｏＤＯＴ)
が、当該橋梁に関する提案を募集し又は非募集の提案を受理する権限を付与している。２００７年

２月に、ＭｏＤＯＴは、Zachry American Infrastructure 及び ACS Infrastructure Development
から提出された、当該橋梁を設計、建設、資金調達、運営及び維持し、可変料金を徴収するという

非募集の提案を受理したと発表した。可変料金は、トラック及びピーク混雑時間帯に関しては高く

なる。 

２００８年３月に、ウエストバージニア州は、民間コンセッショネアが有料道路を設計、建設、

資金調達、維持及び運営し、コンセッション契約に従って料金を賦課・徴収する権利を認めるＰＰ

Ｐ授権法を制定した。72 各コンセッショネアは、高速道路部局(Division of Highways)によって運

営・維持されている他のプロジェクトに適用される技術的な基準に従って責任を果たすことが求め

られ、そのパフォーマンスは高速道路部局による監視(monitoring)に従う。コンセッション契約は、

コンセッショネアの投資に対する合理的な最大の投資利益率(reasonable maximum rate of 
return)を特定しなければならず、当初の利用者料金の計画を含めることができる。利用者料金の

値上げは、高速道路部局の長(Commissioner)によって承認されなければならない。しかしながら、

ウエストバージニア州の法律によって付与された権限には、一定の制限がある。コンセッション契

約は、２０１３年６月３０日以前に締結されなければならず、また、コンセッション契約は立法府

の両院の議決によって承認され、かつ、知事によって承認されなければばならない。 

ｂ．カリフォルニア州 

カリフォルニア州は、ＰＰＰｓのための新たなパイロット・プログラムを有している。カリフォ

ルニア州は、１９８０年代遅くにＰＰＰｓの権限を認めた最初の州のひとつであったが、その法律

は２００３年に失効することとなった。法律の失効以前に、カリフォルニア州は２つのプロジェク

トをＰＰＰｓとして開発した。最初に、同州は、民間によって資金調達された９１高速レーン(91 
Express Lanes)プロジェクトをＰＰＰとして完成させた。同プロジェクトは、カリフォルニア州南

部のＳＲ-９１の中央部に１０マイルの高速レーンを建設、資金調達及び運営するものであった。

同プロジェクトは、世界で最初に完全自動化された有料施設であり、また、アメリカにおけるバリ

ュー・プライシング(value pricing)の最初の適用事例であった。その後、非競争条項(non-compete 
provision)によって競合する施設容量の建設が妨げられたことから、オレンジ郡(Orange County)

                                                   
71 Missouri Code, Sections 227.600 through .669 (Missouri Public-Private Partnership Transportation Act). 
72 West Virginia Code, Section 17-27-1 through 17-27-18 (Public-Private Transportation Facilities Act). 
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がコンセッショネアから９１高速レーンのコンセッションを買い取ったが、公共所有のもとでも、

同プロジェクトは、料金収入が予測を上回っており、成功している。２番目に、カリフォルニア州

は、サンディエゴにおいて、１０マイルのサウスベイ高速道路(South Bay Expressway)をＰＰＰ

として設計、建設、資金調達、運営及び維持するためのコンセッションを民間コンセッショネアに

付与した。サウスベイ高速道路は、２００７年１１月に開通した。 

カリフォルニア州は、２００６年５月に新たな授権法を制定した。73 以前の法律と同様に、新た

なカリフォルニア州の法律もＰＰＰｓのための広範な権限は規定しておらず、むしろ特定のパイロ

ット・プロジェクトに権限を限定している。新法は、カリフォルニア州の南部で２つ、北部で２つ

の４プロジェクトをＰＰＰｓとして開発することを認めている。それぞれの認められたプロジェク

トは、カリフォルニア州における商品の移動を改善するものでなければならない。商用車には料金

を課すことができるが、非商用車に料金を課すことはできない。料金レートはコンセッション契約

で固定されていなければならず、値上げは、公聴会(public hearing)を経た後に Caltrans(州交通省)
によって承認されなければならない。コンセッション契約は、承認を得るために州議会に提出され

なければならず、州議会が承認する以前に少なくとも１回の公聴会が実施されなければならない。 

カリフォルニア州の新法は、競争施設に関する特別のルールも規定している。有料施設と競合し

うる交通の代替施設を建設することを妨げる非競争条項(non-compete provisions)は、禁止される。

競争施設が建設された場合に、コンセッショネアに料金収入の損失を補償するコンセッション契約

は認められるが、その条項は、競争施設が、地域の交通計画の一部であるか、安全のためのプロジ

ェクトであるか、副次的な容量の増加を伴うのみの改良事業であるか、ＨＯＶレーンのプロジェク

トであるか、又は、ＰＰＰプロジェクトの範囲外に所在するプロジェクトである場合には適用され

ず、これらはコンセッション契約において定められる。 

ｃ．テキサス州 

テキサス州は、２００３年から、有料道路のＰＰＰｓを実施する特別の法律的な権限を有してい

る。74 ２００７年６月１１日に、テキサス州の Rick Perry 知事は、新規の有料道路ＰＰＰｓを２

年間凍結(moratorium)する法律に署名した。75 同法は、現在調達手続が進められている全ての有

料道路ＰＰＰｓは認めているが、２年間の凍結期間中に新たな有料道路ＰＰＰｓを行うことを禁止

している。２００７年初めに、より制限の強い法律案が立法府を通過していたが、Perry 知事は同

法案に拒否権(veto)を行使し、議会が拒否権を乗り越えて同法案を制定するのであれば特別の会期

を招集すると警告した。76 最終的に成立した法律では、凍結措置に加えて、２つの重要なやり方で

テキサス州のＰＰＰプログラムを修正している。第１に、同法は一定の条件を成文化し、ＴｘＤＯ

Ｔ(州交通省)は、その条件に従って長期コンセッション契約を締結することができることとした。

第２に、同法は、地方の有料道路機関に新規の有料道路開発の最初の選択肢を与えた。 

                                                   
73 California Streets and Highways Code, Section 143. 
74 Texas Code, Section 223.201. 
75 凍結措置は直ちに発効し、２００９年９月１日に終了する。 
76 [訳注] 議会が３分の２以上の絶対多数で再議決した場合は、知事の拒否権を覆すことができる。 
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長期コンセッション契約に関しては(ＴｘＤＯＴはＰＰＰコンセッション契約を｢総合開発契約

(Comprehensive Development Agreements)｣又は”ＣＤＡｓ”と呼んでいる)、同法は、民間部門と

締結されるＣＤＡｓの期間は５０年を超えない期間に制限されることが必要としている。投資者は

投資を回収するために十分な時間を要することから、コンセッションの期間は民間部門にとって重

要である。さらに、コンセッションの期間は、コンセッショネアが施設の価値を所得税に関して減

価償却できることにも影響し77、それによりコンセッショネアは資本のコストを縮減することがで

きる。他方、資産の返還の場合における民間部門の利益は、公共部門の利益と均衡が図られる必要

がある。新法では、州がコンセッションの期間中に資産を買戻すこととなった場合、州の将来の買

戻し費用をＣＤＡｓで定めておくことを必要としている。新たなルールのもとでは、ＣＤＡｓにお

いて、対象有料道路の両側４マイル以内では競合する道路を建設してはならないことを明らかにし

なければならず、また、ＣＤＡｓを通じて州に発生した収入は、その収入が発生した地域において

のみ使用されることとしなければならない。 

また、同法は、地方の有料道路機関に、新規の有料道路を建設及び運営する最初の選択肢を与え

ている。ＴｘＤＯＴが新規の有料道路をＰＰＰとして開発する前に、ＴｘＤＯＴと地方の有料道路

機関は料金レートを含む一定の事業条件について合意し、当該有料道路の価値を決定するための市

場評価調査を行わなければならない。地方の有料道路機関が当該調査に基づいて決定された市場価

格(market value)を支払う意思がない場合にのみ、ＴｘＤＯＴは当該プロジェクトをＰＰＰとして

民間部門による入札に付することができる。地方の有料道路機関は、州の道路が有料道路として建

設されることを提案する権限も与えられた。 

ｄ．フロリダ州 

フロリダ州は、２００７年に法律を拡大し、既存の資産に関する長期コンセッションの権限を付

与するとともに、ＰＰＰプログラムの特定の側面を修正した。78 フロリダ州は、２００２年から、

州及び地方レベルでＰＰＰｓを実施する法律上の権限を有している。新法は、ＦＤＯＴ(州交通省)
に既存の有料道路に関する長期コンセッションを実施する権限を付与した。79 同法は、取引完結時

点での前払いの支払(upfront payments)と、そのようなコンセッションの期間中の収入分配

(revenue sharing)を必要としている。新規施設の開発又は既存施設の容量の増大のためのＰＰＰｓ

も認められている。 

フロリダ州の改正法律により、料金レートの値上げを規制する条項及び収入分配を求める条項を、

コンセッション契約に含めることが必要である。フロリダ州のＰＰＰｓは、次の全ての条件に従わ

なければならない。(ⅰ)連邦、州及び地方の法律。(ⅱ)州、地域及び地方の総合計画。(ⅲ)ＦＤＯＴ

の規制、政策、手続及び交通施設に関する基準。(ⅳ)その他ＦＤＯＴが公共の最善の利益において

定めた条件。また、同法のもとでＦＤＯＴは、施設の利用可能性(availability)又は施設を利用する

                                                   
77 [訳注] 合衆国の税法では、コンセッションの期間が資産の有用な経済的寿命よりも長い場合には、コンセッショネアが資産の

実効的な所有者とみなされ減価償却が認められる。 
78 Florida Code, Section 334.30. 
79 フロリダ州ターンパイク企業体(Florida Turnpike Enterprise)の有料道路は、この法律がら除外されている。 
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交通のレベルに基づいて支払を行う仕組みを活用したＰＰＰｓを実施する権限も特に付与されて

いる。コンセッションは５０年を超えない期間に制限されるが、ＦＤＯＴ長官が最大で７５年以内

の期間を認めた場合はこの限りでない。７５年を超える期間の場合は、特別に立法府によって承認

されなければならない。 

次の図は、ＰＰＰｓの授権法を有する州を表わしており、これらの州の法律を解説している。 

ＰＰＰｓ授権法を有する州 

 

有料道路その他の有料施設に関するＰＰＰｓ活用のための幅広い権限を付与。

ＰＰＰｓの活用権限の付与は、特定のプロジェクト、パイロット・プログラム、
立法府により承認されたプロジェクト等に限定されている。

特定の交通プロジェクトに関するＰＰＰｓの活用権限を付与しているが、有料
道路を含まない。

有料道路その他の有料施設に関するＰＰＰｓ活用のための幅広い権限を付与。

ＰＰＰｓの活用権限の付与は、特定のプロジェクト、パイロット・プログラム、
立法府により承認されたプロジェクト等に限定されている。

特定の交通プロジェクトに関するＰＰＰｓの活用権限を付与しているが、有料
道路を含まない。  
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広範なＰＰＰｓ授権法を有する州 

１．コロラド州 ＰＰＰｓに関する募集及び非募集の提案(solicited and unsolicited 
proposals)を認め、ターンパイク及びＨＯＴレーンを含めた特定の

プロジェクトに関するＰＰＰの権限をＣＤＯＴ(州交通省)に付与。 
２．ジョージア州 ＰＰＰｓに関する非募集及び募集の提案 (receive and solicit 

proposals)の双方についてＧＤＯＴに権限付与。 
３．フロリダ州 州及び郡(county)レベルでＰＰＰ有料道路に関する募集及び非募集

の提案(solicited and unsolicited proposals)を認め、既存の有料施設

のリース又は容量の拡大をＰＰＰｓによって行う権限をＦＤＯＴに

付与。 
４．ミシシッピ州 ＰＰＰ有料道路及び橋梁について募集及び非募集の提案(solicited 

and unsolicited proposals)に関する権限を付与。 
５．オレゴン州 ＰＰＰ有料道路プロジェクトについて募集及び非募集の提案

(solicited and unsolicited proposals)に関する権限をＯＤＯＴに付

与。 
６．サウスカロライナ

州 
ターンパイク施設についてＰＰＰｓを実施する権限をＳＣＤＯＴに

付与。 
７．テキサス州 ＰＰＰｓ関する募集及び非募集の提案(solicited and unsolicited 

proposals)を受理する権限をＴｘＤＯＴ及び地域移動公社(regional 
mobility authorities)に付与。 

８．ユタ州 有料道路施設を含めたＰＰＰｓに関する募集及び非募集の提案

(solicited and unsolicited proposals)を受理する権限をＵＤＯＴに

付与。 
９．バージニア州 州及び地方レベルでＰＰＰｓのための募集及び非募集の提案

(solicited and unsolicited proposals)に関する権限を付与。 
 

限定されたＰＰＰｓ授権法を有する州 

１０．アラバマ州 有料道路、有料橋梁、フェリー又はコーズウェイの建設、所有及び

運営を民間主体にライセンスする権限をＡＤＯＴ及び郡理事会に付

与。 
１１．アラスカ州 ニックアーム橋梁を資金調達、設計、建設、運営及び維持するＰＰ

Ｐを活用する権限をニックアーム橋梁有料公社に付与。 
１２．アリゾナ州 ２つのパイロット・プログラムについて、ＰＰＰｓに関する募集及

び非募集の提案(solicited and unsolicited proposals)を認める。 
１３．カリフォルニア

州 
カリフォルニア州北部で２件、南部で２件、計４件の権限を付与。

それぞれは商品の移動を改善するものでなければならない。権限の

付与は、２０１２年１月１日を期限。 
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１４．デラウェア州 高速道路及び橋梁を含むＰＰＰプロジェクトの権限付与。個々のプ

ロジェクトについて特別の立法府の承認が必要。 
１５．インディアナ州 インディアナ有料道路のリース取引及びＩ-６９の延長に関するＰ

ＰＰの権限を付与。立法の承認を得ないで他の道路又はプロジェク

トに関するＰＰＰｓを州が実施することを明確に禁止。 
１６．ルイジアナ州 有料道路及び橋梁に関するＰＰＰｓの権限を付与。いかなる提案も

州立法府の承認が必要。 
１７．ミネソタ州 有料施設のＰＰＰｓに関する募集及び非募集の提案(solicited and 

unsolicited proposals)を認める。ＰＰＰ契約は地方の拒否権(veto)
の対象となる。 

１８．ミズーリ州 ミシシッピ川橋梁及び安全・健全橋梁改良プログラムに関するＰＰ

Ｐの権限付与。 
１９．ノースカロライ

ナ州 
有料橋梁を含め、最大９件の有料施設に関するＰＰＰｓの権限をノ

ースカロライナ・ターンパイク公社(North Carolina Turnpike 
Authority)に付与。 

２０．プエルトリコ 公共高速道路プロジェクトへの民間の参画を認める幅広い権限を有

する有料交通施設公社を設立。 
２１．テネシー州 ２件の有料道路パイロット・プロジェクトの権限を付与。 
２２．ワシントン州 適格な交通プロジェクトのＰＰＰｓに関する提案募集の権限を付

与。州の財務委員会又は公益法人の理事会が公共プロジェクトの資

金調達を承認することが必要。 
２３．ウエストバージ

ニア州 
交通施設の取得、建設又は改良を民間主体に行わせる権限を付与。

州立法府及び知事がコンセッション契約を承認することが必要。 
 

高速道路以外のＰＰＰｓ授権法を有する州 

２４．メリーランド州 メリーランドのＰＰＰ法のもとでは、現在、高速道路プロジェクト

の権限は付与されていない。しかし、高速道路ＰＰＰプログラムが

規則によって設けられている。 
２５．ネバダ州 交通施設に関するＰＰＰｓの権限を付与しているが、有料橋梁及び

有料道路プロジェクトは除外されている。 
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２．ＰＰＰｓを奨励する連邦プログラム 

ＰＰＰｓの実質的な便益を認識して、連邦政府は、高速道路及び公共交通プロジェクトにおける

民間部門の役割を増大させるための多くの先導的取組みを行っている。 

ａ．民間活動債(Private Activity Bonds) 

ＳＡＦＥＴＥＡ-ＬＵは内国歳入法(Internal Revenue Code)の第１４２条を改正し、民間によっ

て開発及び運営される高速道路及び貨物転送施設80の資金調達のために民間活動債(private 
activity bonds(ＰＡＢｓ))を発行することを認めた。この内国歳入法の改正により、債券が免税で

ある状態を維持しながら81、民間部門がＰＰＰｓとして高速道路及び貨物転送施設を開発、設計、

資金調達、建設、運営及び維持することができる。ＰＡＢｓは公共主体によって発行され、公共主

体は民間開発者のための導管体(conduit)の発行者として機能する。民間開発者は債務者とみなされ、

償還の責任を負う。同法は、高速道路及び貨物転送施設のために発行することができるＰＡＢｓの

総額を１５０億ドルに制限しており、交通省長官が１５０億ドルを適格施設に配分する責任を有す

る。これらのＰＡＢｓは、他のタイプの民間活動債に一般的に適用される州の発行枠の対象にはな

らない。 

ＳＡＦＥＴＥＡ-ＬＵにおいてＰＡＢｓの権限を付与したことは、議会が、合衆国の交通インフラ

における民間部門の投資の増大を望んでいることの反映である。民間部門に免税債の金利レートへ

のアクセスを提供することは、公共部門と民間部門との間の資金源についての土俵のレベルを合わ

せることに役立つ。高速道路及び貨物転送施設における民間投資者の参画の増大は、資金、アイデ

ア及び効率性の新たな源を生み出す。民間投資を奨励することにより、ＰＡＢｓプログラムは、州

及び地方の連邦交通補助及び燃料税への依存を縮減し、納税者にとって非常に低いコストで新規の

容量及び既存インフラの資本的改良を提供する。 

高速道路及び貨物転送施設のためのＰＡＢｓプログラムは、革新的な交通資本プロジェクトにと

って価値ある投資の資金源となることが明らかとなっている。ＵＳＤＯＴ(連邦交通省)は、ミズー

リ州の８００以上の下位ランクの橋梁を満足のいく状況に改善し２５年間その状態に維持する事

業を行う民間会社に、最大７億ドルのＰＡＢｓを割り当てた。ドッジ島のマイアミ港とワトソン島

及びフロリダ本土のＩ-９５を結ぶ新規トンネルであるマイアミ港トンネル・プロジェクトを建設

することとなる民間会社のグループには、ＵＳＤＯＴから９億８千万ドルのＰＡＢｓが割り当てら

れた。また、ＵＳＤＯＴは、アラスカ州アンカレッジとクック湾のニックアームの対岸に位置する

Matanuska-Susitna 町を結ぶ、提案されている橋梁であるニックアーム橋梁プロジェクトの建設

及び運営を行う予定のコンセッショネアに、６億ドルのＰＡＢｓを割り当てた。 

民間会社のグループは、首都環状道路ＨＯＴレーン・プロジェクトのためにＵＳＤＯＴから割り

                                                   
80 [訳注] 貨物転送施設(freight transfer facilities)とは、トラックから鉄道又は鉄道からトラックに貨物を積み替えるための施設(ＳＡ

ＦＥＴＥＡ-ＬＵ第 11143 条 参照)。 
81 [訳注] 合衆国では、州や地方の政府又はその機関が自ら所有・運営する施設の整備のために発行した地方債は、その利子

について連邦所得税が免除されている(tax-exempt bonds 免税債)。 
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当てられた５億８,９００万ドルのＰＡＢｓの発行権限を活用した。このプロジェクトは、全国で最

も混雑しているルートのひとつに、混雑課金を導入する予定である。また、ＵＳＤＯＴは、ＩＨ-
６３５管理レーンＰＰＰプロジェクトの入札勝利者が利用できる、２億８,８００万ドルのＰＡＢｓ

の権限をＴｘＤＯＴに割り当てた。ＰＡＢｓを伴って進められているこれらの、そしてその他の革

新的プロジェクトで、ＵＳＤＯＴは、全国で１５０億ドルの発行枠は２００９年までに使い果たさ

れるものと見込んでいる。この見込みは、現在審査中の申請及び申請を提出する予定の申請者との

事前協議に基づいている。次期の陸上交通再授権法においてＰＡＢｓの発行枠の制限を増大させる

ことにより、交通インフラの供給のためにＰＡＢｓが積極的な役割を果たし続けることが確保され

るようになるであろう。 

２００８年６月時点でのＰＡＢｓの配分 

承認された配分 配分額

マイアミ港トンネル フロリダ州 
安全・健全橋梁改良プログラム ミズーリ州 
ニックアーム橋梁 アラスカ州 
首都環状道路ＨＯＴレーン バージニア州(２０

０８年６月１２日発行済) 
ＩＨ-６３５(LBJ Freeway) テキサス州 
ペンシルバニア・ターンパイク資本的改良事業 
アンバサダー橋梁ゲートウェイ・プロジェクト－

フェーズ１ 

９８０,０００,０００ドル

７００,０００,０００ドル

６００,０００,０００ドル

５８９,０００,０００ドル

２８８,０００,０００ドル

２,０００,０００,０００ドル

２１２,６００,０００ドル

承認された配分の合計 ５,３６９,６００,０００ドル
 

ｂ．ＴＩＦＩＡ 

２００４年報告書で議論されたように、交通社会資本資金調達及び革新法(Transportation 
Infrastructure Finance and Innovation Act of 1998(ＴＩＦＩＡ))は、ＰＰＰｓに関する重要な支

援を提供するもうひとつの連邦プログラムである。ＴＩＦＩＡは、全国的な重要性のある主要な交

通投資に対して連邦の信用援助を提供する権限をＵＳＤＯＴに付与している。ＴＩＦＩＡ信用援助

は、柔軟で、優先債務に対して劣後(subordinated)となり、また、直接融資、債務保証又は与信枠

(line of credit)の形態で提供することができる。ＴＩＦＩＡ信用援助は、プロジェクトの総費用の

３３％までを提供することができる。ＳＡＦＥＴＥＡ-ＬＵの成立以降、プロジェクトの費用が、

５千万ドル又は連邦補助資金の州への年間配分額の３３％のうちいずれか少ない方の額以上であ

るプロジェクトが信用援助に適格となる。適格プロジェクトは、その全体又は一部が利用者への課

金その他の連邦以外の貢献による資金源によって賄われなけらばならない。 

直接融資に関しては、計画された償還は、プロジェクトの実質的な完了の日以降の最大５年以内

に開始することができる。返済の最終期限は、プロジェクトの実質的な完了の日以降の最大３５年

以内とすることができる。収入が計画されたＴＩＦＩＡ融資の返済に不十分である場合は、ＵＳＤ

ＯＴは、返済の繰延べ(deferral)を認めることができる。返済の柔軟性及びＴＩＦＩＡ信用援助の
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劣後条件により、民間部門は、容易に、かつ、より少ないコストで、優先債務を獲得し交通インフ

ラに投資することができる。最近、民間部門は、複雑なＰＰＰ取引について有利な優先及び劣後債

務のパッケージを獲得するために、ＴＩＦＩＡ信用援助とＰＡＢｓを組み合わせて使い始めている。 

ＴＩＦＩＡ信用援助は、４つの革新的ＰＰＰプロジェクトで活用されている。第１は、２００４

年報告書で記したように、サンディエゴにおける１０マイルのサウスベイ高速道路(South Bay 
Expressway)を設計、建設、資金調達、運営及び維持するコンセッションの資金調達を補完するた

めに、ＴＩＦＩＡ信用援助が活用された。同高速道路は、２００７年１１月に開通した。ＴＩＦＩ

Ａはサウスベイ高速道路のための劣後債務として１億４千万ドルを提供した。 

２００４年報告書以降、ＴＩＦＩＡは、バージニア州の２つのＰＰＰプロジェクトであるポカホ

ンタス・パークウェイのリファイナンス及び首都環状道路ＨＯＴレーン・プロジェクトに信用援助

を提供した。これらのプロジェクトは、それぞれⅣ章(Ａ)及びⅣ章(Ｂ)で議論されている。ポカホ

ンタス・パークウェイのリファイナンスでは、１．５マイルのリッチモンド空港接続路の資金調達

及び未償還のプロジェクト債務の一部のリファイナンスのために、１億５千万ドルのＴＩＦＩＡ融

資が行われた。首都環状道路ＨＯＴレーン・プロジェクトでは５億８,８００万ドルのＴＩＦＩＡ融

資が行われており、これは５億８,９００万ドルのＰＡＢｓに対して劣後する。ＴＩＦＩＡ融資とＰ

ＡＢｓの配分で、ＵＳＤＯＴはＨＯＴレーン・プロジェクトに関するかなりの部分の資金調達を承

認した。２００８年３月に、ＴＩＦＩＡは、テキサス州中央部における１３億６千万ドルのＳＨ-
１３０第５・第６プロジェクトに関する４億３千万ドルの融資について、民間コンセッショネアと

の取引を完結した。Ⅳ章(Ｂ)で記したように、このプロジェクトは、オースチンとサンアントニオ

との間の混雑したＩ-３５に対する新たな南北の代替路を提供することとなる。 

ｃ．インターステート高速道路に関する有料プログラム 

ＳＡＦＥＴＥＡ-ＬＵは、インターステート高速道路において有料事業を実施する権限を付与する

様々なプログラムを創設した。これらのプログラムは有料プロジェクトがＰＰＰｓであることを必

要とするものではないが、インターステート高速道路で有料事業を行うＰＰＰｓの活用を実際に促

進するものであり、同法は、これらのプロジェクトへの民間部門の参画の可能性を意図している。 

一般に、インターステート高速道路を含め、連邦補助を受けた道路において料金を徴収すること

は、連邦法により禁止されている。82 まず背景として、一般的に、連邦の道路法規は連邦補助を受

けた道路にのみ適用される。合衆国における道路網の全体は約４百万マイルの道路で構成されてい

るが、このうちの一部のみが連邦法の対象となっており、料金徴収を規制する法律も含まれる。合

衆国における幹線道路の主な分類とその延長は次のとおりである。 

 

                                                   
82 合衆国法典第２３編第３０１条(Title 23 U.S. Code, Section 301)。インターステート以外の道路で連邦補助を受けたものについ

は、第２３編第１２９条の規定に従った建設プロジェクトの一部として有料とすることができ、その場合、料金収入は債務の返済、

民間投資に対する合理的な利益及び運営・維持費用に充てられる。その後に超過の収入は、連邦の道路法規に基づいた連

邦補助に適格な目的のために使用することができる。 
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道路の分類 概算延長

合衆国の道路の総延長 
連邦補助道路網(Federal-aid Highway System(“ＦＨ

Ｓ”) 
全国幹線道路網(National Highway System)(“ＮＨ

Ｓ”) 
インターステート高速道路網(Interstate Highway 
System(“ＩＨＳ”) 

４,０００,０００マイル

１,０００,０００マイル

１６２,０００マイル

４７,０００マイル

多くの連邦法がＮＨＳ(全国幹線道路網)の全体に適用され、約４７,０００マイルのＩＨＳ(インタ

ーステート高速道路網)はそのうちのサブセットである。いくつかの法律はＩＨＳのみに適用され

るものもあるが、他の法律はＦＨＳ(連邦補助道路網)全体に適用される。一般に、連邦の道路法規

は３百万マイルの非連邦補助道路には適用されない。これらの道路について料金を徴収することは、

州及び地方の法律の問題である。 
インターステート高速道路は、合衆国において他のどの分類の道路よりも大量の交通を有してい

るので、インターステート高速道路で料金を徴収する権限を付与するＳＡＦＥＴＥＡ-ＬＵのプロ

グラムは、ＩＨＳに分類されている道路延長の相対的な割合以上に重要なものである。83 これは２

つの理由から、重要である。第一に、有料制は、料金によってプロジェクトの費用を償還するため

に十分な収入が期待できるプロジェクトにおいて最も実現可能性がある。第二に、最も交通量が多

い高速道路が、料金及び渋滞を管理するための課金の活用によって最も便益を得ることができる。 

ＳＡＦＥＴＥＡ-ＬＵ以前においても、連邦補助道路において料金を徴収することを禁止する一般

的なルールに対する例外は存在したが、ＳＡＦＥＴＥＡ-ＬＵは料金徴収について３つの新たなプ

ログラムを創設し、４番目のプログラムを拡充した。ＳＡＦＥＴＥＡ-ＬＵのプログラムとして、

現在、ＩＨＳにおける一般的な料金徴収の禁止に対する、次の６つの例外がある。(ⅰ)インタース

テート網建設有料パイロット・プログラム(Interstate System Construction Toll Pilot Program)、
(ⅱ)インターステート網再築・再生パイロット・プログラム(Interstate System Reconstruction & 
Rehabilitation Pilot Program)、(ⅲ)バリュー・プライシング・プログラム(Value Pricing Program)、
(ⅳ)ＨＯＴレーン・プログラム(High Occupancy Toll(HOT) Lanes program)、(ⅴ)エクスプレスレ

ーン・デモンストレーション・プログラム(Express Lanes Demonstration Program)、(ⅵ)セクシ

ョン１２９有料協定(Section 129 Toll Agreements)。 

インターステート網建設有料パイロット・プログラム(Interstate System Construction Toll Pilot Program): 
ＳＡＦＥＴＥＡ-ＬＵによって創設された本プログラムは、新規のインターステート高速道路の建

設に要する資金調達について、最大３つのＩＨＳ施設から料金を徴収する権限を付与している。申

請を行う州は、料金徴収が施設の建設に要する資金調達のために最も効率的で経済的な方法である

                                                   
83 2006 Status of the Nation’s Highways, Bridges, and Transit: Conditions & Performance, USDOT, Federal Highway 

Administration, Federal Transit Administration, 2006, pg. 3-8. 同報告書によれば、インターステートに分類されている道路は、

レーン・マイル当たりの自動車台マイル走行距離(vehicle miles traveled(VMT))の割合が最も高い。 
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ことを具体的に示さなければならない。このプログラムによる料金徴収がＰＰＰを通じて行われる

場合、州は、近隣の公共道路の改良又は拡幅を禁止する非競争条項の合意を行ってはならない。84 ２
００７年８月１６日に、ＵＳＤＯＴは、サウスカロライナ州がマートル・ビーチ(Myrtle Beach)と
ノースカロライナを結ぶＩ-７３の８０マイルの区間を建設するために料金徴収を行うことについ

て、このプログラムのひとつの枠を付与された、と発表した。85 サウスカロライナ州交通省は、Ｐ

ＰＰを活用してＩ-７３を設計、建設、資金調達及び運営する概念提案の募集をウェブサイトに掲

示した。86 同公告は、そのプロジェクトは全て又はかなりの部分が民間により資金調達されること

を示している。 

このプログラムにおける施設への枠の配分は、当該施設が存する州に限定されない。従って、Ｕ

ＳＤＯＴがＩ-７３に枠を付与したことで、Ｉ-７３の一部区間の建設を行うどの州も、当該区間で

の料金徴収の権限を申請し、承認を受けることができる。 

インターステート網再築・再生パイロット・プログラム(Interstate System Reconstruction and 

Rehabilitation Pilot Program): ＳＡＦＥＴＥＡ-ＬＵは、ＴＥＡ-２１87のプログラムを継続し、料金徴

収によらなければ適切に維持又は改良することができないＩＨＳの再築又は再生に必要な資金調

達のために、最大で３つの既存のＩＨＳ施設について料金を徴収する権限を付与している。３つ施

設はそれぞれ異なった州になければならず、現在はひとつの枠のみが空いている。88 このパイロッ

ト・プログラムの主要な制限要素は、料金収入は、料金徴収された施設への再投資、運営・維持費

用、債務返済又は民間投資者の合理的な収益のためにのみ使用されなければならないということで

ある。 

バリュー・プライシング・パイロット・プログラム(Value Pricing Pilot Program): 本プログラムは、ＩＳＴ

ＥＡ89で創設され、ＴＥＡ-２１及びＳＡＦＥＴＥＡ-ＬＵで改正されたもので、バリュー・プライ

シング・プロジェクトの一環として料金を徴収する権限を付与するとともに、料金及び課金を活用

して渋滞を管理するバリュー・プライシング・パイロット・プロジェクトの実施及び評価のための

補助を提供している(ＳＡＦＥＴＥＡ-ＬＵによる再権限付与期間中に５,９００万ドル)。本プログラ

ムは、州を単位として１５の枠があり、現在、２つの枠のみが空いている。90 

ＨＯＴレーン・プログラム(High Occupancy Toll(HOT) Lanes Program): ＳＡＦＥＴＥＡ-ＬＵは、ＨＯ

Ｖレーン(high occupancy vehicle lanes)をＨＯＴレーン(high occupancy toll lanes)に転換する権

限を付与している。91 
                                                   

84 Safe, Accountable, Flexible, Efficient Transportation Equity Act: A Legacy for Users (SAFETEA-LU); Opportunities for State 
and Other Qualifying Agencies To Gain Authority to Toll Facilities Constructed Using Federal Funds, Federal Register, Vol. 71, 

No. 4, January 6, 2006 (“Tolling and Pricing FR Notice”) 
85 South Carolina to Begin Plans to Build I-73 Under A New Pilot Program for Tolling Interstate, USDOT, August 16, 2007. 
86 Notice to Parties Interested in Public-Private Partnerships for Design/Build Development and Financing of an Interstate 

Highway (http://www.dot.state.sc.us/doing/pdfs/I73_Announce.pdf (last visited July 7, 2008)). 
87 [訳注] ２１世紀に向けての交通公平化法(Transportation Equity Act for the 21st Century) 
88 Tolling and Pricing FR Notice. 
89 [訳注] 総合陸上交通効率化法(Intermodal Surface Transportation Efficiency Act) 
90 Safe, Accountable, Flexible, Efficient Transportation Equity Act: A Legacy for Users (SAFETEA-LU); Value Pricing Pilot 

Program Participation, Federal Register, Vol. 71, No.4, January 6, 2006 
91 23 U.S.C. 166. 
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エクスプレスレーン・デモンストレーション・プログラム(Express Lanes Demonstration Program): 本プロ

グラムは、ＳＡＦＥＴＥＡ-ＬＵにより創設されたもので、選定されたＩＨＳ施設におけるデモン

ストレーション・プロジェクトととして、公共又は民間主体が可変料金(variably-priced tolls)を実

施する権限を付与している。デモンストレーション・プロジェクトは、高度な渋滞レベルの管理、

大気質の未達成・保全地域における排気ガスの削減又は渋滞緩和のためのレーン追加に要する資金

調達を目的とするものでなければならない。ＳＡＦＥＴＥＡ-ＬＵは、２００５年から２００９年

までに、１５プロジェクトの権限を付与している。92  

セクション１２９有料協定(Section 129 Toll Agreements): 合衆国法典第２３編第１２９条(23 U.S.C. 
129)により、５つのタイプの高速道路建設事業について料金徴収が認められており、インターステ

ートの橋梁及びトンネルの再築も含まれる。これらの事業は、次のものを含む。 

 インターステートを除く有料施設及びそれらの施設へのアプローチの新規建設 

 既存の有料施設の再築 

 無料の橋梁又はトンネルの再築による有料施設への転換 

 インターステートを除く無料道路の再築による有料施設への転換 

 上述のものに関する事前の実現可能性調査 

これらの事業のそれぞれについて、事業主体はＦＨＷＡと有料契約(toll agreement)を締結しなけ

ればならず、また、料金収入は、債務の返済、民間投資に対する合理的な収益(reasonable return)
及び運営・維持費用に充てられなければならない。州が、毎年、当該施設が適切に維持されている

ことを証明した場合には、超過の収入は第２３編で認められた高速道路又は公共交通の目的のため

に使用することができる。93 

これらのプログラムの観点は料金及び課金でありＰＰＰｓではないが、民間部門には料金及び課

金のプロジェクトに関する資金調達、交通量及び技術的なリスクのかなりの部分を引受ける能力と

意思があるので、これらのプロジェクトはＰＰＰｓを促進するものとして期待できる。これらのタ

イプのプロジェクトはＰＰＰｓによって便益を得ることから、現在、合衆国で実施されている料金

及び課金のプロジェクトの多くがＰＰＰの仕組みを伴って実施されている。例えば、カリフォルニ

ア州南部のＳＲ-９１高速レーン(SR-91 Express Lanes)はＰＰＰとして実施され、また、バージニ

ア州北部の首都環状道路ＨＯＴレーン(Capital Beltway HOT Lanes)プロジェクトはＰＰＰとして

実施されている。 

ｄ．ＳＥＰ-１５ 

特別実験プロジェクト第１５(Special Experimental Project Number 15(“ＳＥＰ-１５”))は、州が、

連邦補助道路プログラムを規律する法律、規則又は政策においてＰＰＰｓを活用する場合に支障と

なる事項を明らかにし、プロジェクト供給のための代替手法をテストするためにこれらの規制の適

                                                   
92 Tolling and Pricing FR Notice. 
93 Title 23 United States Code (23 U.S.C.) Section 129 Toll Agreement, available on the FHWA website at: 

http://www.ops.fhwa.dot.gov/tolling_pricing/toll_agreements.htm (last visited July 7, 2008) 

79



 

 

 

用除外を求めることを認めることにより、ＰＰＰｓの活用を促進するものである。実験は、連邦の

法律、規則又は政策によって規律されるプロジェクトのどの段階においても行うことができ、契約

手続、用地取得、プロジェクト資金調達又は環境規制の遵守を含む。94 ＳＥＰ-１５の目的は、州、

地方交通機関及びＦＨＷＡがＰＰＰｓの広範な活用の妨げとなる法的な要件を明らかにし、それら

の障害を除去又は緩和する解決策を実験することを認めることである。ＳＥＰ-１５プログラムは

ＦＨＷＡが統括し、申請手続を経て、認められる実験の要素の範囲を特定する｢早期開発協定(Early 
Development Agreement)｣を締結する。現在、調達の様々な段階にある、いくつかの著名なＰＰＰ

プロジェクトは、ＳＥＰ-１５プログラムの恩恵を受けている。 

例えば、ＳＥＰ-１５プログラムは、より効率的なＰＰＰ調達手続を促進するために、ＴＩＦＩＡ

法の特定の条項に関する実験をＦＨＷＡが行うことを認めている。ＴＩＦＩＡ法では、ＴＩＦＩＡ

信用援助の申請には借入者、資金計画、資金源及び用途、その他の詳細な情報を含めることが必要

であるが、これらの情報はプロジェクトの入札成功者が選定された後にのみ入手できるものである。

このような詳細な情報をＴＩＦＩＡの申請に含めることを必要とすることで、ＰＰＰプロジェクト

のためにＴＩＦＩＡ信用援助を活用することが、より困難になる。ＰＰＰｓでは入札勝利者が選定

された後のできる限り早期に財務的取引を完結することを意図していることから、入札勝利者が入

札手続の段階からＴＩＦＩＡ信用援助の申請をしていなけければ、申請手続によって財務的取引の

完結が遅れることとなり、ＴＩＦＩＡ信用援助を諦める選択をする可能性がある。その代替手段と

して、入札勝利者が選定される以前に、同一のプロジェクトについて複数の入札候補者がＴＩＦＩ

Ａ信用援助を申し込むことが認められる。 

ＴＩＦＩＡの申請手続がＰＰＰ調達手続の支障となっているかどうかを判断するため、ＳＥＰ-
１５のもとで、ＦＨＷＡは、当初の申請時に詳細な情報を提出することを求める要件を除外したＴ

ＩＦＩＡの申請ができることとする、限定した件数の実験を行うことを認めた。その実験において

は、調達機関は、入札手続の途中で、その時点で入手可能なプロジェクトに関する全ての情報を含

めた当初の申請を提出する。そしてＦＨＷＡはＴＩＦＩＡ信用援助の予備的な承認を行うことがで

き、その承認は入札勝利者が選定された後に入札勝利者が申請を完結させるために必要な情報を提

出することが条件となっている。同一のプロジェクトについて複数の入札候補者が申請を提出する

代わりに、調達機関が、全ての入札候補者が入札準備において使用できるように、暫定的なＴＩＦ

ＩＡの条件書とともに条件付きのＴＩＦＩＡ信用援助の承認を提供する。調達機関が入札勝利者を

選定した後、直ちに、財務的な取引完結を遅延させない迅速で適時なやり方で、当該入札勝利者が

ＴＩＦＩＡ申請手続及びＦＨＷＡとの融資書類を完結させることができる。ＦＨＷＡは、ＴｘＤＯ

Ｔが調達している３つのプロジェクト及びアラスカ州でニックアーム橋梁有料公社が調達してい

るニックアーム橋梁プロジェクトについて、ＴＩＦＩＡ信用援助の条件付き承認手続を認めている。 

                                                   
94 ＦＨＷＡのＳＥＰ-１５の権限は合衆国法典第２３編第５０２条に基づいており、同条は、交通省長官に、連邦補助施設の資金調

達、建設、運営及び維持のために革新的なプロジェクト供給手法を開発及び実施する場合の妨げとなる現行の法律及び規則

における障害を明らかにする手続をテストする権限を認めている。ＦＨＷＡは、ケース・バイ・ケースで、第２３編に基づく法的な

要件から逸脱することを州に認めることができる。ＦＨＷＡは、合衆国法典の他の部分に基づく法的な要件から逸脱することを州

に認めることはできない(例えば、環境関連法の部分)。 
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ｅ．コリダーズ・オブ・ザ・フューチャー(Corridors of the Future) 

２００７年９月１０日に、ＵＳＤＯＴは、全国にわたる渋滞緩和及び物流改善のための連邦の取

組みである、コリダーズ・オブ・ザ・フューチャー・プログラムに参加する６つのインターステー

ト路線を発表した。95 このプログラムの主たる目的のひとつは、民間部門の資本を含めた資金調達

の代替的なモデルの便益を具体的に示すことである。選定された路線は、フロリダ州からカナダ国

境までのＩ-９５、ミズーリ州、イリノイ州、インディアナ州及びオハイオ州のＩ-７０、アリゾナ

州、ユタ州、ネバダ州及びカリフォルニア州のＩ-１５、カリフォルニア州、オレゴン州及びワシ

ントン州のＩ-５、カリフォルニア州からフロリダ州までのＩ-１０及びテキサス州からミシガン州

までのＩ-６９である。 

これらの提案は、交通渋滞を緩和するためのイノベーションとして、とりわけＰＰＰｓの活用の

可能性によって選定された。これらの提案は、新規道路の建設、既存道路へのレーン追加、トラッ

ク専用レーン及びバイパスの建設、そして、道路の利用可能な容量を変化する交通需要に合わせる

ことができるレーン管理のようなリアルタイム交通技術の組合せを検討している。ＵＳＤＯＴは、

関係する連邦、州及び地方政府のコミットメントの詳細を定める公式協定の完結のため、州と共同

して作業を行っている。これらの協定は、関係主体がどのように当該路線の資金調達、計画、設計、

建設及び維持を行うかに加えて、民間部門に期待される役割の概要も示すものとなる予定である。 

ｆ．Ｐｅｎｔａ-Ｐ 

２００７年１月１９日に、連邦公共交通局(Federal Transit Administration(“ＦＴＡ”))は、パブ

リック・プライベート・パートナーシップ・パイロット・プログラム(Public-Private Partnership 
Pilot Program(“Ｐｅｎｔａ-Ｐ”))の最終的な条件を含む連邦官報の告示を発表した。同プログラム

は、ＳＡＦＥＴＥＡ-ＬＵによって権限が付与されたもので、ＦＴＡが資金提供する新規の特定の

固定軌道プロジェクトに関するＰＰＰｓの有利性を具体的に示すためのものである。96 交通省長官

はＰｅｎｔａ-Ｐに参画する最大で３つのプロジェクトを選定する権限が付与されており、Ⅳ章(Ｂ)
で議論されたＢＡＲＴ・オークランド空港接続線及びデンバーＲＴＤプロジェクト、そしてテキサ

ス州ヒューストンの北部回廊・南東回廊バス高速交通(North Corridor and Southeast Corridor 
Bus Rapid Transit)プロジェクトが選定されている。 
Ｐｅｎｔａ-Ｐは、ＰＰＰｓが、伝統的な調達と比較して、次のような便益を達成することができ

るかどうかを検証することを意図している。 

 新規建設に伴うリスクの縮減及び配分 

 プロジェクト供給の加速 

 プロジェクトのコスト及び便益の見通しの信頼性の改善 

 プロジェクト・パフォーマンスの増進 
                                                   

95 U.S. Department of Transportation Names Six Interstate Routes as “ Corridors of the Future” to Help Fight Traffic Congestion, 

USDOT, Press Release, September 10, 2007. 
96 このＰｅｎｔａ-Ｐの要約は、ＵＳＤＯＴが２００７年１１月に発表した、Report to Congress on Costs, Benefits, and Efficiencies of 

Public-Private Partnerships for Fixed Guideway Capital Projects の附録Ａに記された要約によっている。 
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Ｐｅｎｔａ-Ｐは、特に、リスク・シェアリングが組み込まれ、プロジェクトの開発、エンジニア

リング、建設、運営及び維持を効率化する調達手法を利用したプロジェクトを検証するために認め

られたものである。Ｐｅｎｔａ-Ｐプロジェクトの選定においては、民間投資の規模及び条件が重

要な判断要素とされた。このプログラムの利点には、簡素化かつ加速された審査手続に関する適格

性も含まれ、それは New Starts97審査に関する事業主体の時間とコストを相当に縮減することを意

図している。 

公共交通で活用されるＰＰＰｓは、主としてデザイン・ビルド(design-build)又はＤＢＯＭ

(design-build-operate-maintain)の形態をとっており、典型的には、民間主体による多額の長期資

本投資を伴わず、また、民間主体が乗客又は収入のリスクを負うことを要しないものである。ＦＴ

Ａによって資金提供されたデザイン・ビルド公共交通プロジェクトには、５つの New Starts プロ

ジェクト(デンバーＲＴＤのＴ-Ｒｅｘプロジェクト、南部フロリダ・コミューター・レール改良、

ミネアポリス Hiawatha ＬＲＴ、サンフランシスコ国際空港へのＢＡＲＴの延伸及びワシントン

ＤＣメトロの Largo 地下鉄延伸)、そして１つの New Starts 以外のプロジェクト(ポートランドＭ

ＡＸ空港延伸)が含まれる。ＦＴＡによって資金提供されたＤＢＯＭプロジェクトには、ニュージ

ャージー交通局 Hudson-Bergen ＬＲＴ及びニューヨーク・ニュージャージー港湾局の ＪＦＫ 
Airtrain を含む。 

２００４年に完成したラスベガス・モノレール・プロジェクトは、資金調達のかなりの部分が運

賃収入の見込みに基づいて行われた、１９２０年代以降では唯一の都市鉄道交通プロジェクトであ

る。Ｐｅｎｔａ-Ｐは、民間がより多くのリスクを取り、典型的なデザイン・ビルド及びＤＢＯＭ

による調達でみられるよりも多くの投資を行うことを奨励するように組み立てられている。 

ロサンゼルス郡大都市圏交通公社(Los Angeles County Metropolitan Transportation Authority 
(“Ｍｅｔｒｏ”))は、ＰＰＰｓを通じて建設することができる高速道路又は公共交通プロジェクトを

明らかにするためのＰＰＰプログラムを実施している。Ｍｅｔｒｏのプログラムは、現在は資金手

当がない交通プロジェクトの資金を提供し、又は、資金手当があるプロジェクトを加速する可能性

がある。２００８年長期交通計画第一段階戦略(2008 Long Range Transportation Plan Tier 1 
Strategic)の資金手当がない高速道路及び公共交通施設リストとして特定されたプロジェクトは、

優先順位が高いＰＰＰｓの候補である。２００８年４月２４日に、ロサンゼルスの Antonio R. 
Villaraigosa 市長の発議に基づき、Ｍｅｔｒｏの理事会は１８プロジェクトに関するＰＰＰによる

解決策について民間部門からの情報の募集(Request for Information)を行うことを承認し、２００

８年５月１２日に、Ｍｅｔｒｏは情報の募集を発表した。98 ２００８年７月１４日時点で、Ｍｅｔ

ｒｏは情報の募集に対する１２の応募を受理している。99  

                                                   
97 [訳注] ＦＴＡの補助プログラムの名称。 
98 Request for Information Regarding Public-Private Partnerships for LACMTA Transportation Projects, available at 

http://www.metro.net/projects_studies/ppp/images/ppp_rfi.pdf (last visited on July 18, 2008). 
99 LA Receives 12 Presentations for P3s, P3Americas.com, July 14, 2008  
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Ⅴ．ＰＰＰｓは交通政策の失敗に対応する 

本レポートのⅢ章では、州及び地方機関が、コストを縮減し、プロジェクトの供給を加速し、リ

スクをより効率的に配分し、そしてイノベーションを奨励するためにＰＰＰｓを活用していること

を説明した。しかしながら、これらの便益だけでは、なぜ州及び地方機関が、この数年間で特に頻

繁にＰＰＰｓに目を向けることとなったかを説明することはできない。 

Ⅳ章で記述されたＰＰＰｓの空前の活用は、かなりの部分において、交通施設の財源及び調達の

ための伝統的な手法の失敗への対応でもある。その主な失敗には、過去３０年間にわたり渋滞及び

システムの信頼性のなさが継続して増大していること、及び、全てのレベルの政府が交通施設投資

の需要を満たし続けることの困難性を含む。これらの失敗は、政治的な特定目的の支出による交通

施設資源の不適切な配分、燃料効率及びエネルギー自立性を改善し排気ガスを削減する二大政党共

通の努力にもかかわらず交通インフラの資金としての燃料税への不動の依存、プロジェクトのコス

トを増大させ優先順位に応えることを困難にする非常に長いプロジェクト開発サイクルによって、

さらに悪化している。 

例えば、最近、マサチューセッツ州が設けた特別の交通資金調達委員会(Transportation Finance 
Commission)は、｢行動の呼びかけ(call to action)｣を公表し、とりわけ、マサチューセッツ州が現

行の財源手法への代替手段としてＰＰＰｓの検討を行うことを勧告している。100 改革及び新たな

収入源の必要性を説明して、当該委員会は、現在のシステムは｢州の需要を満たすためには恐ろし

く資金不足であり、準備が不適切である｣と宣言した。州の資金ギャップは、保守的に見積もって、

今後２０年間で１５０億ドルから１９０億とされた。当該委員会は、次のように宣言した。(ⅰ)マ
サチューセッツ州の交通機関は赤字であり、構造的な資金的問題を覆い隠す応急策に頼っている。

(ⅱ)マサチューセッツ州の道路、橋梁及び公共交通の状態は、広範に下降している。(ⅲ)収入はあ

らゆる方面から圧迫されている。(ⅳ)既存のシステムを犠牲にし、州の問題を悪化させることなし

に改良事業を行う資金はない。101 

アイダホ州では、２００６年１月に、アイダホ州交通投資会議(Idaho Forum on Transportation 
Investment)102 が、今後３０年間の資金ギャップを２００億ドルとする報告書を公表した。103 同
会議は、｢アイダホ州の現在の交通関連収入の構造は、今後３０年間の交通施設の資金の差し迫っ

たニーズには対応できない。｣、｢交通施設のための財源の増大が直ちになされるべきである。｣、｢ア

イダホ州の交通施設の財源の問題に対する解決策は、革新的で非伝統的な収入源及び収集手段を必

要とするであろう。｣、そして｢アイダホ州は、自動車燃料(ガソリン、デｨ－ゼル等)から代替燃料自

                                                   
100 Transportation Finance in Massachusetts: Volume 2, Building a Sustainable Transportation Financing System, 

Recommendations of the Massachusetts Transportation Finance Commission, Massachusetts Transportation Finance 

Commission, September 17, 2007 (the “Massachusetts Report”). 
101 The Massachusetts Report, pg. 1. 
102 アイダホ州交通会議は、公共機関、交通サービス提供者、利害関係者、選挙された公務員及び市民の代表者から構成される

５７名のグループで開催された。 
103 A Forum on Transportation Investment, Report & Recommendations, January 2006, pg.3. 

83



 

 

 

動車への転換を認識し、それに備えるべきである。｣と結論付けた。104 同報告書による政策的な勧

告のひとつは、ＰＰＰｓを含めたパートナーシップの機会を促進し、ＰＰＰｓに対する法的な障害

を可能な限り除去することである。105 マサチューセッツ州交通資金調達委員会と同様に、アイダ

ホ州の会議も現われつつある交通施設の資金ギャップを満たすための非伝統的な解決策を探求す

べきことを特に明確に勧告しており、交通施設需要の財源としての伝統的な燃料税や様々な自動車

関連の手数料への州の現在の依存は、持続可能性がないとしている。 

ミシガン州は、現在の交通施設の財源システムへの代替手段の探求を、最も直近に打ち出した州

である。２００７年１２月２７日に、ミシガン州の Jennifer Granholm 知事は、ミシガン州にお

ける交通施設の財源に関する現在のシステムへの代替手段を探求するため、タスク・フォース及び

市民の諮問委員会を設置する立法を承認した。106 このタスク・フォースは、交通施設の財源とし

て、１９セントの州のガソリン税を直接的な利用者課金を含む代替戦略によって置換又は補完する

ことを検討する予定である。タスク・フォースは、２００８年１０月３１日に準備的な報告書を発

表し、２００９年４月１日に最終報告書を発表する予定である。 

マサチューセッツ州、アイダホ州及びミシガン州を代替手段の探索に導くこととなった伝統的な

交通施設財源システムの失敗は、合衆国中の全てのレベルの政府において明らかである。107 ＰＰ

Ｐｓが代替手段として選択されるのは、それが次のような失敗に対応しているからである。 

(１) 貧弱なシステム・パフォーマンス： 合衆国における交通ネットワークは、人及び物の移動を促

進するための効率的な交通流の状態を提供するものでなければならない。しかしながら、交通施設

の財源に関する現在のシステムは、渋滞やシステムの信頼性のなさに直接的に対応することはほと

んどなく、それらは、過去２５年間にわたり、合衆国の都市地域において着実に悪化している。テ

キサス州交通研究所(Texas Transportation Institute)によれば、１９８２年から２００５年までに、

合衆国の都市部の高速道路における旅行者一人当たりの遅延時間は１７１.４％増加し、遅延の総時

間は４２５％増加し、浪費された燃料は４８０％増加し、そして渋滞の総コストは３８２.７％増加

した。108 同時に、連邦、州及び地方の全てのレベルの政府による高速道路及び公共交通への支出

の総額は、実質でほぼ倍増した。高速道路については、支出は１９８２年の約７９０億ドルから２

００４年の約１,３４０億ドルに増加し、公共交通については、支出は１９８２年の約２５０億ドル

から２００４年の約４８０億ドルに増加した。109 公共資金の膨大な投資にもかかわらず、パフォ

ーマンスは悪化し続けている。 

                                                   
104 A Forum on Transportation Investment, Report & Recommendations, January 2006, pg.9-13. 
105 A Forum on Transportation Investment, Report & Recommendations, January 2006, pg.16. 
106 State of Michigan, 94th Legislature, Regular Session of 2007, Act No. 221. 
107 Maryland Report p.19 参照。同報告書は、｢全国の州は、市民及び産業による高速道路サービスの需要のレベルと、高速道

路システムを資金調達、建設、運営及び維持するために入手できる財源との間の深刻な資金ギャップに直面している。｣と警告

している。 
108 The 2007 Urban Mobility Report, Texas Transportation Institute, The Texas A & M University System, September 2007, 

Exhibit 3. 
109 Trends in Public Spending on Transportation and Water Infrastructure, 1956 to 2004, Congressional Budget Office, August 

2007, Supplementary Table W-7 (Total Public Infrastructure Spending by Federal, State, and Local Governments, 1956-2004 

(in millions of 2006 dollars)) 
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ＰＰＰｓは、渋滞を縮減する高い品質の良好に管理されたプロジェクトを提供することにより、

合衆国の交通システムの貧弱なパフォーマンスに応える。最近のＧＡＯ(会計検査院)の報告書によ

れば、交通機関は渋滞緩和技術の資金確保に資するため民間部門とのパートナーシップを行ってお

り、｢民間会社との共同作業は、交通機関にとって、プロジェクト・スケジュールの短縮、コスト

の削減及び民間の資金源へのアクセスといった多くの便益を提供することができる｣としている。

110 また、同報告書は、｢民間会社は、投資に対する収益を獲得する必要性に動機付けられており、

効率的なやり方で資産を管理し、サービスを提供するインセンティブがある｣とともに、道路が一

定の基準で維持されることを確保するために特定のパフォーマンス基準をコンセッション契約に

含めることができるとしている。111 
ＰＰＰｓは、利用者への直接課金及び渋滞緩和のための可変料金の革新的な活用の先駆者となっ

てきた。利用者への直接課金は異なった交通の状態を反映して変化させることができるので、課金

により、ドライバーがピーク時間帯以外に施設を利用し、また、ピーク時間帯に公共交通その他の

代替交通手段を利用することを奨励することにより、容量を拡大することができる。 
合衆国での可変料金(variable pricing)の最初の適用事例である、カリフォルニア州のＳＲ-９１高

速レーン(SR-91 Express Lanes)は、ＰＰＰの仕組みを通じて、民間によって資金調達、設計及び

建設され、１９９５年の開通以降、カリフォルニア州オレンジ郡において混雑課金の選択肢を実現

している。２００４年議会報告書におけるＵＳＤＯＴの記述によれば、ＳＲ-９１の中央部にある

２車線の可変料金の高速レーンは、ＳＲ-９１の他の４車線の無料レーンと比較して、ピーク交通

時間帯において、レーン当たり２倍のスループットを実現した(レーン当たりで有料レーンが道路

全体の車両の約２５％、無料レーンが車両の約１２％を通過させた)。同報告書は、課金により、｢ピ

ーク時間帯において課金されていないレーンに比べて２倍の車両を通過させた｣だけでなく、｢無料

のレーンの３倍ないし４倍の速度で通過させた｣、と記している。112 
同様に、バージニア州北部の首都環状道路ＨＯＴレーン(Capital Beltway HOT Lanes)プロジェ

クトは、首都環状道路(Ｉ-４９５)を拡幅して２車線に可変料金を導入する予定であり、ＰＰＰを通

じて民間部門が資金調達、設計及び建設し、運営及び維持する予定である。これらの事例及び他の

事例において、民間部門のイノベーションと技術面、運営面及び交通リスクのかなりの部分を引受

ける意思により、渋滞が緩和され、システムのパフォーマンスが改善されている。 
混雑した地域では、ＰＰＰの施設が生み出す収入によって施設の建設、運営及び維持の費用を賄

い、投資に対する合理的な収益が確保できるという安心感が得られるような既存の交通量が存在す

るため、ＰＰＰｓに適している。このことで、民間部門は、混雑地域における交通管理技術の開発、

導入及び運営に伴う資金を調達し、リスクを引受けることが可能となる。そのリスクには、可変料

金によって交通の自由な流れを維持できることのリスクも含まれる。プロジェクト供給の伝統的な

手法のもとでは、公共部門はこれらのリスクを引受けなければならず、多額の費用を要する可能性

があるプロジェクトの資金調達について、その意思はあったとしても、困難となる可能性がある。

                                                   
110 Surface Transportation: Strategies Are Available for Making Existing Road Infrastructure Perform Better, United States 

Government Accountability Office, Report to the Ranking Member, Committee on Environment and Public Works, U.S. Senate, 

July 2007 (GAO-07-920) (the “GAO Congestion Report”), pg. 28. 
111 GAO Congestion Report, pp. 33-34. 
112 Report on the Value Pricing Pilot Program Through March 2004, USDOT, FHWA, March 2004, pg.32. 
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政策的観点からは、ＰＰＰｓと渋滞緩和との、もうひとつの重要な繋がりは、パフォーマンスが悪

い施設に民間部門が着目することによって、公共部門はかなりの利得を得られるということである。

民間部門は、全国の交通施設のパフォーマンスに関する大量のデータを収集及び分析することがで

き、その情報は、公共部門が最も必要とされる施設に投資を行うことを促進することができる。 
(２) 資源の希少性の増大： １９５６年に連邦政府がインターステート高速道路網及び建設財源

となる燃料税の仕組みを創設したときには、この財源システムが半世紀以上の後に困難に直面する

ことを予測することは難しかった。１９７０年代にインターステート網が完成した後は、政治的な

支出や特定目的のプログラムが繁殖し、優先度による資金の確保がより困難となった。燃料税は過

去何十年かで増大する圧力のもとにあり、燃料税以外の収入が燃料税の収入よりも急速に増えてい

る。今日では、燃料に対する税からの収入は、高速道路及び公共交通に関連する支出のために生み

出された全ての収入のなかで過半数を割っている。交通施設の運営及び維持のための資金確保は、

交通施設へ投資しようとし、また、交通支出と他の競合するニーズとの均衡を図ろうとする政治的

な支出過程のもとで苦悩している。 
今日では、これら及び他の要因の結果として、合衆国の全てのレベルの政府は、交通施設投資の

需要に追い付くために困難な時を過ごし113、また、システムの保全及び維持の支払のために、ます

ます多くの交通関連収入を使っており、新たな容量及び資本的改良のための資金はほとんど又は全

く残されていない。114 本章の冒頭で記したように、個々の州は不穏な財源不足を予測している。

マサチューセッツ州及びアイダホ州で明らかにされた資金ギャップに加えて、例えば、アイオワ州

の立法者によって検討されたレポートは、今後２０年間で２７７億ドルの資金ギャップを見積もっ

ており115、また、テキサス州は２０３０年までに８６０億ドルの資金ギャップを見積もっている。

116 連邦レベルでは、行政管理予算局(U.S. Office of Management and Budget)は、２００７年に、

道路信託基金の道路勘定は２００９年に４０億ドルの赤字になる可能性があると推計した。117  
交通投資のニーズは、より効率的な課金118、既存のシステムのより良い運営及びより良い投資の

意思決定によって縮減することができ、また、すべきではあるが、交通施設の財源に関する現在の

モデルは交通施設投資の需要に適切に応えることができないことは、ますます明らかである。 

                                                   
113 Performance and Accountability: Transportation Challenges Facing Congress and the Department of Transportation, United 

States Government Accountability Office, Statement of Patricia A. Dalton, Managing Director Physical Infrastructure Issues, 

March 6, 2007, pg. 4 参照。同レポートは、｢全国の交通システムに要する資金調達の仕組みは圧迫されており｣、また、｢道路

信託基金を支える収入は浸食されている｣、と記している。 
114 (ⅰ)GAO Congestion Report, pg. 7. 同レポートは、｢入手できる財源のますます多くの割合が、既存インフラの保全のために

使われている｣と記している。(ⅱ)the Massachusetts Report, pg. 1. 同レポートによれば、マサチューセッツ州交通資金調達委員

会は、｢保守的に｣見積もって、マサチューセッツ州では今後２０年間で１５０億ドルから１９０億ドルの資金ギャップがあり、｢これに

は現在のシステムを増進又は拡大することなしに、単に維持することしか含まれていない｣としている。 
115 Transportation Investment Moves the Economy in the 21st Century, Iowa Department of Transportation, 

http://www.iowadot.gov/time21/images/RUTF_booklet.pdf (last visited July 7, 2008). 
116 Meeting The Texas Transportation Challenge, Texas Department of Transportation, pg. 5, 

http://www.dot.state.tx.us/publications/government_and_public_affairs/state_agenda.pdf (last visited July 7, 2008). 
117 Mid-Session Review, Budget of the U.S. Government, Fiscal Year 2008, Office of Management and Budget, July 11, 2007, 

Page 5. 
118 ２００６年に、ＵＳＤＯＴは、合衆国の混雑した道路に最適な混雑課金が導入された場合は、これらの道路を維持するコストは、

７８８億ドルから５７２億に、年間で２１６億ドル削減することができると推計した。2006 Status of the Nation’s Highways, Bridges, 
and Transit: Conditions & Performance, USDOT, FHWA, FTA, 2006, pp. 10-5 and 10-6. 
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ＰＰＰｓは、交通施設への投資に利用できる膨大な額の民間資本へのアクセスを提供する。Ⅳ章

(Ａ)で記したように、民間部門のコンソーシアムは、インディアナ有料道路(ＩＴＲ)を運営及び維

持するコンセッションのために、２００６年６月２９日、インディアナ州財務局(Indiana Finance 
Authority)に３８億ドルの前払いのコンセッションの支払を行い、インディアナ州は、この資金を

１０箇年の道路改良計画のための資金を満額確保するために使用した。同様に、民間部門は、シカ

ゴ・スカイウェイを運営及び維持するコンセッションのために、２００５年１月２５日、シカゴ市

に１８億ドルの前払いのコンセッションの支払を行った。これら及び他のＰＰＰｓは、民間部門が

交通プロジェクトのために多額の民間資本を投資できる能力を有していることを具体的に示して

いる。１９８５年以降、全世界で４,１５０億ドルの交通ＰＰＰプロジェクトが建設中又は完成して

おり、２００７年１０月１日時点で、５,７２０億ドルの交通ＰＰＰプロジェクトが建設準備段階に

ある。119 シカゴ・スカイウェイ及びＩＴＲに資本投資した２つの会社である、Macquarie Group
と Ferrovial-Cintra は、２００７年１０月時点で、全世界の交通インフラに、それぞれ約４４０億

ドル及び３８０億ドルを投資している。120 シカゴ・スカイウェイ及びＩＴＲに加えて、Macquarie
はバージニア州のダレス・グリーンウェイ(Dulles Greenway)及びカリフォルニア州のサウスベイ

高速道路(South Bay Expressway)に投資しており、また、Cintra は、最近、テキサス州のＳＨ-１
３０第５・第６区間プロジェクトに関する１３億６千万ドルのコンセッション取引を完結した。 

交通プロジェクトへの投資のために利用できる資本のかなりの部分は、民間インフラ・ファンド

及び年金ファンドによって運営されている。合衆国の交通インフラへの投資に目を向けている民間

インフラ・ファンドには、Goldman Sachs、Carlyle Group、JP Morgan、Citigroup、GE and Credit 
Suisse、Morgan Stanley、Merrill Lynch、Babcock & Brown、Macquarie その他により運営され

ているファンドが含まれる。121 合衆国で最大の公的年金ファンドである CalPERS は122、２００

７年に、２５億ドルのインフラ投資パイロット・プログラムを承認した。123 これらのファンドは

インフラ・プロジェクトへの投資のために何十億ドルもの資金を調達し、そのかなりの部分は合衆

国のような安定した西側諸国に投資される見込みである。インフラ・プロジェクトは、プロジェク

トにより安定した長期間の収益が生み出されることから魅力的であり、他の民間資本投資に比べて

収益は低いが、長期で低リスクの投資者の債権に適合している。 
２００７年末の Financial Times は、｢インフラ投資のために既に調達されているが、まだ投資

されていない資本の推計は、５００億ドルから１,５００億ドルの範囲である｣とレポートした。124 
２００８年２月の McKinsey Quarterly は、世界の上位２０のインフラ・ファンドは、現在、１,
３００億ドル近くを運営しており、そのうちの７７％は２００６年及び２００７年に調達されたも

                                                   
119 2007 International Survey of Public-Private Partnerships, Public Works Financing, Volume 220, October 2007 (“PWF 

International Survey”), pg. 4. 
120 PWF International Survey, pg. 6. 
121 See The Rise of Infra Funds, Project Finance International, Global Infrastructure Report 2007. 
122 [訳注] カリフォルニア州公務員退職年金基金(California Public Employee’s Retirement System) 
123 CalPERS Approve Infrastructure Investment Program and Pilot Inflation-Linked Asset Class, CalPERS Press Release, 

September 10, 2007. CalPERS 投資委員会の委員長は、｢CalPERS は、主としてエネルギー及び交通に関連した、いくつかの切

迫した公共政策の問題を解決する場合の主たるプレーヤーとなりうる｡｣と述べた。 
124 Infrastructure M&A, The Financial Times, December 30, 2007. 
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のである、とレポートした。125 McKinsey Quarterly は、ある状況においては、１０億ドルの資本

は、プロジェクトにおける１００億ドルの資金を賄えるようにレバレッジされうる、と記している。

より保守的なレバレッジを仮定したとしても、投資のために利用できる資本は、インフラ・プロジ

ェクトの数千億ドル相当の価値を賄いうるものである。民間部門が交通プロジェクトに多額の民間

資本を投資できることは、合衆国における交通施設投資の需要に追い付こうと努力している公共部

門にとってのかなりの救済策を提供することになりうる。 

(３) 貧弱な投資の意思決定： 現在の交通財源システムが交通投資の需要に応えることの困難性

は、交通投資がどのように行われるかを指示する政治過程によって悪化させられている。理想的に

は、交通施設のための収入は、便益がコストを上回り、また、公共部門が投資した資金に対して価

値あるリターンが得られるということが調査によって示された、優先度の高いプロジェクトに割り

当てられるべきである。しかしながら、交通関連の税及び手数料から得られた収入は、公共信託基

金に預託され、政治的な過程を通じて特定のプロジェクトに配分され、プロジェクトの基本的な経

済的便益の分析や納税者への公開による適切な検討がなされない場合が多い。 

政治的な箇所付け(earmark)が、現行の交通財源システムのもとでの資源の不適切な配分を例証

している。連邦の道路及び公共交通に関する権限付与法における箇所付けの数は、１９８２年の法

律における１０件から２００５年の法律における６,０００件に爆発的に増加した。126 全ての箇所

付けが無駄ということではない。交通に関する財源一般と同様に、いくつかのものは、州及び地方

の交通計画に含まれる必要なプロジェクトのために使われている。しかしながら、全ての又はかな

りの数の箇所付けが、プロジェクトの基本的な便益、経済性に基づいているか否かを確保する仕組

みは存在しない。さらに、連邦の箇所付けが、しばしば州又は地方の交通計画と整合が図られてい

ないため、多くの箇所付けが棚上げされ、支出されていない一方で、優先度の高いプロジェクトが

資金不足のために遅延又は中止されている可能性がある。127  

不運なことに、経済的分析の欠如は箇所付けの過程だけに留まらず、現行の交通財源システムの

多くの部分に広がっている。ＧＡＯの最近の報告書によれば、｢多くの州及び地方の交通機関は、

プロジェクトの代替手段を評価するための投資に関する意思決定過程の一部として公式の経済分

析を一貫して行っていない｣と指摘している。128 ＧＡＯによれば、｢政治的な利害関係(political 

                                                   
125 Palter, Robert N., Walder, Jay, and Westlake, Stian, How investors can get more out of infrastructure: Opportunities to invest 

in public infrastructure will increase during the next few years, but so will competition for deals, The McKinsey Quarterly, 

February 2008. 
126 STAA: Surface Transportation Assistance Act of 1982; ISTEA: Intermodal Surface Transportation Efficiency Act of 1991; 

TEA-21: Transportation Equity Act for the 21st Century; SAFETEA-LU: Safe Accountable, Flexible, Efficient Transportation 

Equity Act: A Legacy for Users 
127 Wall Street Journal, “どこかに架ける橋(Bridges to Somewhere)”, ２００７年８月４日 p A6. 本稿は、１９９２年時点で、１９８７年

再権限付与法で箇所付けされた資金の６４％が支出されないままとなっており、１９９７年時点で、１９９１年再権限付与法で箇所

付けされた資金の５５％が支出されないままとなっている、とレポートしている。Wall Street Journalは、１９９８年法及び２００５年法

に関して、これに相当する数字をレポートしていないが、それは｢議会の議員を困惑させないように、連邦交通省が数字を公表

することをやめたことによる｣。 
128 Highway and Transit Investments: Options for Improving Information on Projects’ Benefits and Costs and Increasing 

Accountability for Results, United States Government Accountability Office, Report to Congressional Committees, January 

2005 (GAO-05-172) (“GAO Accountability Report”), pg. 23. 

88



 

 

 

concerns)｣が投資の意思決定に関する公式の経済分析の拡大を制限する役割を果たしており129、 
さらにまた、連邦道路資金の配分のために用いられてきた定式配分の現行システムは、プロジェク

トが経済的便益を有していることを要件としておらず、責任が平準化されている。130 ＧＡＯは、

投資が本当に価値あるものか、又は、経済的に正当化できる便益をもたらすかどうかを決定するた

めに、プロジェクトの実際のアウトカムが評価されることはほとんどない、とレポートしている。

131 このような経済分析の欠如は、なぜ公共の高速道路投資に関する投資利益率(rates of return)が
近年落ち込んでいるかの説明に資するものである。ある推計によれば、投資利益率は１９７０年代

には１５％以上であったが、１９９０年代には５％以下となっている。132  

民間投資は調査に基づき、政治的影響ではなく、需要に従うことから、政治的な特定目的の支出

による無駄な影響を減らすことができる。民間投資者は、典型的には、債務を返済し資本投資に報

いるためにプロジェクトにより生み出される収入に着目しているので、建設の意思決定の基礎とな

るプロジェクトのコスト及びパフォーマンスの見通しの正確性について高度の蓋然性を確保する

ことに重大なインセンティブを有する。さらに、Ⅲ章で記したように、民間会社は株主に対する説

明責任があり、取引相手及び金融機関への財務的な責任があるので、コスト超過を避けることにつ

いて重大なインセンティブを有する。民間部門がＰＰＰに投資する決定は、プロジェクトの基本的

な価値、コスト及び便益の見通しに関する注意深い検討の後に初めて行われる。 

民間部門がプロジェクトのコスト及び便益を認識及び管理する実質的なインセンティブは、過去

の多くの政府補助を受けた事業のパフォーマンスに対して優れている。例えば、２００３年に、連

邦公共交通局(ＦＴＡ)は過去２０年間に連邦資金を用いて実施された主要な公共交通プロジェクト

におけるコスト及び便益の予測と実際の結果に関する調査を行った。調査された２１プロジェクト

のうち１６プロジェクトの実際の建設コストは、コストの予測よりも平均で２０.９％超過していた。

133 調査された１９プロジェクトのうち３プロジェクトのみが、調査時点で乗客数の予測を達成し

ていた。１９９０年にＦＴＡのために作成された報告書によれば、１０プロジェクトのうち乗客数

の予測を達成したプロジェクトはなく、１つのプロジェクトのみが予測された乗客数の５０％以上

であった。134  

ＦＴＡは、２００７年１月にパブリック・プライべート・パートナーシップ・パイロット・プロ

                                                   
129 GAO Accountability Report, pg. 27 によれば、｢３４州の交通省が、政治的な支持と国民の意見が高速道路プロジェクトの決定

における重要な又は非常に重要な要因であるとする一方で、８州のみがコストに対する便益の割合が重要な又は非常に重要な

要因であるとしている｣。 
130 GAO Accountability Report, pg. 25. 
131 GAO Accountability Report, pg. 35. 
132 Shirley, Chad and Winston, Clifford, Firm Inventory Behavior and the Returns from Highway Infrastructure Investments, 

Journal of Urban Economics, Volume 55, Issue 2, March 2004, pp. 398-415. 著者の結論は、１９８０年代及び１９９０年代の成熟

した高速道路網における多額の投資は低い収益を生み出しており、それは、部分的には、非効率な高速道路の課金及び投資

の政策によって侵害されたことによるもので、このような非効率性が公共投資にとって不可避のものであるならば、｢高速道路の

供給における民間部門の大幅な参画による便益を探求すべきときがきたと思われる。｣ 
133 Contractor Performance Assessment Report, FTA, September 2007. コストの予測は、代替手段分析(Alternative Analysis)及

び環境影響評価文書案(Draft Environmental Impact Statement)の完了の時点で予測されたコストをいう。 
134 Pickrell, Don H., Urban Rail Transit Projects: Forecast Versus Actual Ridership and Costs, DOT-T-91-04, Office of Grants 

Management, Urban Mass Transportation Administration, Washington DC, October 1990. 

89



 

 

 

グラム(Public-Private Partnership Pilot Program(Ｐｅｎｔａ-Ｐ))を実施したが、これは｢新規建

設に伴うリスクが事業主体と民間パートナーとの間で適切に配分された場合、ＦＴＡは商業的な相

当の注意(commercial due diligence)、財務的なインセンティブ、そして民間パートナーがこれら

のリスクを管理する責任の可能性に依存することができるという提案を調査する｣ためである。135 
Ｐｅｎｔａ-Ｐを通じて、ＦＴＡは、提案された公共交通の大規模プロジェクトに関する商業的な

相当の注意が、伝統的な相当の注意に比べて、コスト及び便益をより良く明らかにし、従って建設

の意思決定を改善するか否かを調査している。ビジネス指向の投資モデルにより、政治的な特定目

的の支出による無駄な影響を縮減することができ、乗客にとってコスト効率的で価値のあるプロジ

ェクトの確保に資することができる。 

オーストラリアにおける２１のＰＰＰプロジェクトと３３の伝統的プロジェクトのパフォーマ

ンスを比較した最近のレポートは、ＰＰＰｓは伝統的な調達手法に対して｢明らかに優れてコスト

効率的である｣ことが示されていると結論付けた。136 このレポートによれば、４０億ドルの伝統的

プロジェクトの正味コスト超過が６億２００万ドルであったのに対し、４４億ドルのＰＰＰプロジ

ェクトの正味コスト超過は５,２００万ドルであったにすぎず、これは統計的にはゼロと変わらない

としている。また、このレポートは、伝統的な調達では２３.５％スケジュールに遅れて完成したの

に対し、ＰＰＰｓでは、平均して、３.４％スケジュールより早く完成したとしている。 

イギリスにおける３７のＰＰＰプロジェクトの調査は、プロジェクトを時間及び予算どおりに完

成させることに関して、公共部門よりも民間部門が、より信頼できることを確認した。このレポー

トは、伝統的な公共部門のプロジェクトの７３％が契約時に合意された価格を超過した建設コスト

の結果となったのに対して、ＰＰＰｓとして調達されたプロジェクトの２２％のみが契約時に合意

された価格を超過した建設コストの結果となり、それは価格の増大がコンセッショネアの過失によ

るものではなく、公共部門から要求された変更による場合であったことを明らかにしている。137 ま
た、このレポートは、ＰＰＰｓとして調達されたプロジェクトの２４％が遅延したが、このうち２

箇月以上遅れたものは８％のみであり、これは伝統的な公共部門のプロジェクトでは７０％が遅延

したのに対して優れている。138 

(４) 相反する政策目標： 合衆国がエネルギー自給の向上、自動車の燃料効率の改善、代替燃料の

開発、排気ガスの削減に向けて進むにつれて、燃料税収入に依存した高速道路の財源モデルは、ま

すます支えられなくなっている。石油供給、燃料価格及び排気ガスへの懸念に基づいて、ハイブリ

ッド車がますます普及しており139、また、消費者はより少ない距離を運転する傾向にある。140 ２
００７年１２月１９日に、ブッシュ大統領は、２０２０年までに自動車の燃費を１ガロン当たり平

                                                   
135 Federal Register, January 19, 2007, Volume 72, Number 12, pg. 2583-2591. 
136 Australia PPP Report, pg. 1. 
137 UK NAO Report, pg. 3. 
138 UK NAO Report, pg. 3. 
139 Annual Energy Outlook 2007, Energy Information Administration, February 2007. 
140 Highway Statistics 2005, Federal Highway Administration, Table VM-1: Annual Vehicle Distance Traveled in Miles and 

Related Data. 
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均３５マイル、すなわち現在の平均２５マイルの４０％増にすることを求める法律に署名した。141 
これらの傾向は、交通施設投資のために得られる燃料税収入の額が減少することの予兆であり、投

資のための需要に応えることが、より困難になる。合衆国が外国の石油への依存を縮減し代替エネ

ルギー源の一層の活用を奨励するにつれ、主として燃料税に依存している交通施設の財源システム

は、疑いなく国の全般的な政策目的に相反している。 

ＰＰＰｓは、燃料税収入を民間資本及び直接的な利用者課金に置き換えることで、燃料税が自立

可能な収入源ではないという懸念に応えるものである。過去数年間で、民間資本の導入によって連

邦道路信託基金の不確実なバランスを支えるための努力を補完することができ、それにより交通プ

ロジェクトの資金を確保することができる。おそらくより重要なことは、民間資本及び直接的な利

用者課金は、今後数年間にわたり燃料税の価値を劣化させるものと同じ政治的及び市場の力には影

響されないということである。 

政治的及び国民の感情は、ますます燃料税よりも通行料その他の直接的な利用者課金を支持して

いる。リーズン財団(Reason Foundation)の２００７年５月のレポートは、合衆国内で行われた世

論調査によれば、交通施設のための資金として燃料税の増加よりも通行料によるほうが望ましく、

かつ、より公正であるとする者が多数であることが明確に示されている、としている。142 例えば、

米国自動車協会(American Automobile Association(ＡＡＡ))が最近実施した調査によれば、回答者

の半数以上が通行料を支持する一方で、燃料税を支持した者は２１％のみであった。 

燃料税の短期的及び長期的な自立可能性への疑問が強まるにつれて、民間資本及び直接的な利用

者課金が有益な代替手段となることが証明されつつある。 

(５) 非常に長い開発サイクル： 大規模プロジェクトを計画から完成までに進めるためには、しば

しば１３年以上を要している。143 最近、New York Times は、コネティカット州ニューヘブンの

渋滞に苦しむ橋梁を拡幅するプロジェクトは完成までに１４年を要し、６年間の工事の後に橋梁改

良のための最初の杭がこれから沈められようとしているとレポートすることで、この問題を照らし

出している。144 プロジェクトの遅延は全体のコストを増大させ、事業主体はより多くの資金を費

やすか、又は、プロジェクトを放棄するかを迫られることになる。遅延は、過去数年間で合衆国が

経験した建設コストの急激な増大によって、さらに悪化する。２００３年から２００６年までに、

連邦道路庁の入札価格指数(Federal Highway Administration Bid Price Index)は４７.７％増加し、

また、労働統計局(Bureau of Labor Statistics)の橋梁及び道路の生産者価格指数は３５.３％増加し

ており、いずれも１９９０年以降の他の３箇年間における最大の増加よりも３倍大きいものである。

同じ期間に、消費者物価指数(ＣＰＩ)は９.６％しか増加しておらず、また、全ての産品に関する生

                                                   
141 Energy Independence and Security Act of 2007, Public Law No: 110-140. 
142 The Role of Tolls in Financing 21st Century Highways, Reason Foundation, May 2007, pp.14-15. 
143 Evaluating the Performance of Environmental Streamlining: Development of a NEPA Baseline for Measuring Continuous 

Performance, Federal Highway Administration, 5.1 Conclusions. ＦＨＷＡのために作成された本調査によれば、３０年以上経過

したプロジェクトのサンプルにおいて、道路の計画段階から完成までに要した時間の平均は１３.１年であった。 
144 Private Cash Sets Agenda for Urban Infrastructure, The New York Times, January 6, 2008, by Louis Uchitelle. 
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産者価格指数は１９.３％増加した。145 このようなコスト環境のもとでは、供給のスピードが致命

的である。例えば、ルイビル・南部インディアナ間オハイオ川橋梁(Louisville/Southern Indiana 
Ohio River Bridges)プロジェクトは、２００３年の約２５億ドルから２００７年の約４１億ドルに

増大したが、その大部分は、この間に建設コストが約２０億ドルから約３６億ドルに増加したこと

による。 

非常に長い開発サイクルは単に資金ギャップだけでなく複合的な要因によるものではあるが、Ｐ

ＰＰｓによりプロジェクトの供給を加速することができる。Ⅲ章で記したように、複数のプロジェ

クトの要素を単一の民間パートナーに統合することによる効率性が、プロジェクトの供給を加速す

る。また、ＰＰＰｓは全てのプロジェクト費用をカバーする前払いの資金を提供することで、プロ

ジェクトを加速することができる。燃料税その他の伝統的な収入源は即金払い(pay as you go)のベ

ースで徴収・配分され、支出される。この過程では、必要とする資金が得られなかった場合は、遅

延をもたらす可能性がある。公共部門は免税の政府の債務によってプロジェクトの全ての費用を事

前に借入れることができるが、州及び地方主体は、典型的には、債券を発行する枠が制限されてお

り、同時にそれほど多くのプロジェクトを賄うことはできない。ＰＰＰｓでは、民間部門がプロジ

ェクトの債券を発行し資金的リスクを引受けることを可能とし、それにより、公共部門は、自らの

バランスシートの重荷となることなくプロジェクトの資金を調達する利点を得ることができる。 

非常に長いプロジェクト・スケジュールの問題は、たとえ全ての資金が事前に得られたとしても

完成までに何年も要するような大規模で高額なプロジェクトに関して特に重大である。このような

プロジェクトは、公共部門の債券の枠を食いつぶすので、公共部門の債務で資金調達することが困

難となりうる。また、これらのプロジェクトは、費用及びスケジュール超過の懸念から、即金払い

のベースで実施することが困難である。民間部門は、前払いの資本を提供し債務を引受けることで、

このようなプロジェクトを実現可能とするとともに、民間部門はコスト及びスケジュール超過のリ

スクを引受けることで、このようなプロジェクトを促進する。特定の状況を除き(例えば、公共機

関から要求された設計変更)、民間部門は、典型的にはＰＰＰにおけるコスト及びスケジュール超

過のリスクを引受ける。価格及びスケジュールの予見可能性により、公共部門は、コスト超過又は

遅延を経験してきた高額なプロジェクトのためにさらに資金を必要とすることはないという安心

が得られ、公共部門はその他の資源をより効率的に使うことができるようになる。 

 

                                                   
145 Growth in Highway Construction and Maintenance Costs, Federal Highway Administration, Report Number CR-2007-079, 

September 26, 2007, Figure 5. See also, the GAO Congestion Report, pg. 8. 同レポートは、ディーゼル燃料とアスファルト価格

の上昇が、過去数年間の建設資材価格の相当な増加の原因であるとしている。 
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Ⅵ．ＰＰＰｓに伴うリスクの管理 

合衆国では、ＰＰＰｓは、交通施設の財源及びプロジェクト供給のための新たな革新的な手法で

ある。ＰＰＰｓには公共部門の担当官が認識する必要のあるリスクが存在するが146、このようなリ

スクは管理可能であり、公共部門の担当官は、良くバランスが図られたＰＰＰプログラムを創出し、

プロジェクトにコミットする以前に必要な相当の注意(due diligence)を払い、良く構成されたコン

セッション契約の交渉を確保するために賢明で合理的な段階を踏むことで、そのようなリスクを軽

減することができることを認識することが重要である。さらに、ＰＰＰｓに伴うリスクは、プロジ

ェクトの財源及び供給に関する伝統的な手法の失敗という文脈において評価される必要がある。政

策策定者は、インフラ資産を調達し、資金調達し、及び運営する全ての手法はリスクを伴うもので

あることを認識し、現行のやり方を改善する手法を追求すべきである。本章は、ＰＰＰｓの文脈に

おいて挙げられてきたリスクのいくつかを取り上げ、これらのリスクをどのように管理することが

できるかを説明している。 

１．民間運営者は交通施設を良好に管理するか？ 

民間運営者は、長期の資金的リスクを引受けている交通施設の良き管理者となるために、契約的

な条件及び市場のインセンティブにより拘束されている。ＰＰＰにおいては、民間主体は、公共当

局との間で注意深く交渉されたコンセッション契約を通じて施設を運営する権限を付与されてい

る。これらの契約は、施設の状態、安全度、サービス水準、維持の義務その他に関連した、運営者

が従うべきパフォーマンス基準を定めている(これらの基準は、公共によって維持されている施設

が従うべき基準を超えることもある。)。民間運営者がこれらのパフォーマンス基準を満たすこと

ができなかった場合は、施設の運営管理及びさらなる収入を徴収する権利が運営者から公共当局に

返還されることに繋がりうる。さらに、運営者の収入が料金その他の直接的な利用者課金によって

いる場合、運営者が利用者の関心に応えず、施設を適切に維持しなかった場合は、国民は当該施設

の利用を選択せず、従って収入が減少し、運営者の変化を迫ることになる。 

資産が不十分に維持又は資金化されることによるコストの多くは運営者によって担われるため、

民間運営者には施設を可能な限り効率的に資金化し、運営及び維持するインセンティブがある。コ

ンセッション契約の主たる目的は、このようなインセンティブが公共部門の利益又は関心と一致す

ることを確保することである。147 

                                                   
146 Cambridge Systematics, Inc. の Jeffrey N. Buxbaum と Iris N. Ortiz による最近のレポートは、ＰＰＰｓに関して挙げられている

多くの政策的問題を検討し、公共の利益を保護するための戦略の可能性について議論している。Buxbaum, Jeffrey N. and 

Ortiz, Iris N., Protecting the Public Interest: The Role of Long-Term Concession Agreements for Providing Transportation 
Infrastructure, U.S.C. Keston Institute for Public Finance and Infrastructure Policy, Research Paper 07-02, June, 2007. 

147 Global Toll Road Rating Guidelines, Fitch Ratings, Global Infrastructure and Project Finance, Criteria Report, March 6, 

2007(“Fitch Report”), pg. 9. 同レポートによれば、｢ Fitch は、利益の動機付けが民間［運営者］にとって道路を良好な運営状

態に維持するインセンティブとなるものではあるが、法的な文書でこれらのインセンティブを適切に規定することが重要である｣と

主張している。 
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２．公共当局は、民間運営者と同じように良好に施設を運営及び管理することができないか？ 

契約上の条件と市場の力により、民間コンセッショネアは、施設を運営及び維持する説明責任に

関して、公共当局に要求されていたもの以上に高いレベルに置かれることがありうる。例えば、最

近のＧＡＯの報告書は、インディアナ有料道路に関して次のように記している。｢インディアナ州

交通省の Deputy Commissioner によれば、[インディアナ有料道路のコンセッション]の基準は、

実際に[コンセッショネア]を、州が当該高速道路を運営していたときよりも高いパフォーマンスの

レベルに置いており、これは、州がインディアナ有料道路を州自身の基準で維持するための資金を

有していなかったことによるものである。｣148 また、同報告書は、シカゴ・スカイウェイの事例に

ついて、コンセッションにおいて業界のベストプラクティスに基づいた詳細な運営及び維持の基準

が定められており、公式の基準がなかった公共管理の場合よりも、運営及び維持に関するより大き

な説明責任が存在する、と記している。 

民間運営者にとって、コンセッションが収入源であることから、コンセッションを付与した公共

当局及び施設の利用者に対する説明責任は最も重要である。パフォーマンスが達成できず収入に苦

しんだ場合(契約上の仕組み又は市場の力を通じて)、運営者は、債務支払の不履行、株主への損失

の報告、コンセッションの喪失の可能性のリスクを負うことになる。 

さらに、公共の交通予算は、典型的には、その他の公共プログラム(例えば、教育、ヘルスケア等)
と競合関係にあり、資金が得られない場合は削減されるのに対して、民間運営者は、施設を事前に

資金化し、長期のコストを縮減するために必要な場合は直ちに所要の投資を行うインセンティブを

有している。 

３．公共－公共パートナーシップでも、リスクなしにＰＰＰｓと同様の便益が得られるか？ 

いくつかの州は、民間コンセッションによるリスクの可能性なしに有料施設の資金を獲得するた

めの試みとして、公共-公共(public-public)のモデルを検討している。例えば、テキサス州では、Ｓ

Ｈ-１２１有料道路プロジェクトに関する民間コンセッショネアを選定した後で、テキサス州はそ

の調達をキャンセルし、州の行政機関である北部テキサス有料道路公社(North Texas Tollway 
Authority)に当該プロジェクトの権利を付与した(この調達は、Ⅳ章に記述されている)。ニュージ

ャージー州では、２００８年初めに、州は、州の主要な有料道路であるニュージャージー・ターン

パイク(New Jersey Turnpike)、ガーデンステート・パークウェイ(Garden State Parkway)、アト

ランティクシティ高速道路(Atlantic City Expressway)について、ＰＰＰよりもむしろ公共-公共パ

ートナーシップ(public-public partnership)によって価値を資金化することを示唆した。149 この計

画は、このために特定目的で設立された公益法人に有料道路のコンセッションを付与するものであ

る。同法人は、多額の前払いの支払を行うために資金を借入れ、料金を徴収する権限を付与される。

料金は、コンセッション契約で合意された公開の予測可能なスケジュールに従って値上げされる。

                                                   
148 Highway Public-Private Partnerships: More Rigorous Up-front Analysis Could Better Secure Potential Benefits and Protect 

the Public Interest, United States Government Accountability Office (GAO-08-44), February 2008, pp. 41-42. 
149 Save Our State: Financial Restructuring and Debt Reduction, Town Hall Presentation, February 2008, available at: 

http://www.state.nj.us/frdr/facts/index.html (last visited July 7, 2008) 
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債務は公共の債務ではあるが、ニュージャージー州の納税者は、ほぼ間違いなく、この債務に関す

る責任を負わない。 
公共-公共の取引は全て免税債で資金調達することができ民間部門が発行する課税債よりもコス

トが低く(この論点は民間活動債に関しては当てはまらない)、また、公益法人は債務よりも高い収

益率で支払われる資本投資を行わないので、公共-公共の取引の支持者は、ＰＰＰｓよりも費用が

少ないと主張している。さらに、支持者は、例えば独占的な価格設定などＰＰＰｓによって生じる

他のリスクも避けられると主張している。免税債が同額の民間債務及び資本よりもコストが低いこ

とは正しいが、比較はそれほど単純ではない。 

初めに、公共主体は全てのプロジェクトについて債券を発行する無制限の権限は有していないこ

とを注記することが重要である。公共の債務が民間の資金調達よりもコストが低いとしても、公共

の債務が得られないために、選択肢は、往々にして、民間資金調達か又はプロジェクトを行わない

かのどちらかである。ＰＰＰｓは、公共部門が多額の資金を借入れることを困難にする債務の制限

に衝突することなしに、公共部門がプロジェクトを進めることを可能にする。州は、いくつかのプ

ロジェクトについて、非営利法人を設立することでこの問題を避けることができるが、このタイプ

の構成は、全て借入金で資金調達され資本投資を含まないことから、追加的なリスクを伴う。 

資本(equity)は、少なくとも２つの主な理由から重要である。ひとつは、資金調達パッケージに

資本を含めることは、プロジェクトの債務のキャパシティの上に、もうひとつの投資レベルを追加

することにより、プロジェクトのために得られる資金を増大させる。資本の投資者は債務の提供者

よりも成長の評価についてより楽観的なアプローチを取り得るので、この資本投資を単純に免税債

で置き換えることはできない。楽観的なアプローチは投資のリスクを増大させるが、このリスクは

ＰＰＰにおける民間投資者によって担われるものであり、公共部門が負うものではない。先行する

資本投資の機会費用が重要となりうる。機会費用は、特に、期待される料金収入が不確実で、それ

に応じて債務のキャパシティが抑制されるグリーンフィールドのプロジェクトにおいて明らかで

あるが、プロジェクトによって生み出される交通量及び収入の成長の評価に依存しているブラウン

フィールドのプロジェクトにおいても重要である。 
第２に、ＰＰＰｓの成功の多くは、民間部門が顧客のために優れたサービスと説明責任を導入し

提供するインセンティブに帰することができる。民間部門の資本投資が、このようなイノベーショ

ンに対する報酬を得る機会に対して資金を提供していることから、このようなインセンティブは強

力である。資本投資を伴わない公共-公共パートナーシップでは、類似のインセンティブは存在し

ない。このようなタイプの取引では、公共部門は所要の支払を行うために必要なレベルで事業を遂

行するインセンティブはあるが、より良く事業を遂行するインセンティブはない。これに対して、

ＰＰＰｓの民間運営者は、新規の顧客を引き付け速度とスループットを改善するために、コンセッ

ションの期間を通じて、さらなるイノベーションを実施する直接の資金的なインセンティブを有し

ている。 

ＰＰＰｓに関する民間入札者は、プロジェクトを獲得したければ、提案の中にコスト及びサービ

スのイノベーションを組み込まなければならない。良く組み立てられた競争的な入札手続では、複

数の入札者が、調達機関にとっての最善の取引を提供するために、互いに競争することを余儀なく
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される。これに対して、競争がない公共-公共パートナーシップでは、調達機関には、公共が得ら

れる最善の取引を獲得したという保証はない。調達機関はコンセッションの価値に関する独立した

評価に依存することはできるが、コンセッションの真の価値は、手続を競争的な入札に公開するこ

となしに確認することはできない。 
民間部門の資本投資に伴う便益を認識して、議会は、公共部門と民間部門の債務の土俵のレベル

を合わせることに資するため、ＳＡＦＥＴＥＡ-ＬＵにおいてＰＡＢｓ(民間活動債)のプログラムを

創設した。Ⅳ章で記したとおり、ＰＡＢｓは、民間部門によって開発、設計、建設、運営及び維持

される高速道路及び貨物転送施設の資金調達のために、債券の免税の状態を維持しながら、民間部

門が免税債を発行することを認めている。民間部門に免税債の金利レートへのアクセスを提供する

ことで、ＰＡＢｓは、民間部門の資本投資によってもたらされる便益に公共部門がより低いコスト

でアクセスできるようにしている。 

４．民間部門は利益のあるルートのみに投資し、他は崩壊するに任せるのではないか？ 

民間資本の投資は、他の交通施設投資のために既存の収入源及び債務のキャパシティを解放する。

さらに、民間部門は利益のある施設に投資するインセンティブを有していることを認識することは

重要であるが、このビジネス優先の投資モデルは、不採算の公共施設についても重要な便益を提供

することができる。 

ＰＰＰの調達では、異なったリスク及び収益を有する複数のプロジェクトをひとつのコンセッシ

ョンにパッケージする機会もある。このような取引では、民間部門は、高い収益で低いリスクのプ

ロジェクトと引き替えに、低い収益で高いリスクのプロジェクトに関する責任を引受ける。このモ

デルは、１９９０年代中期に、いくつかのメキシコの有料道路の管理を引受けるために設立された

連邦機関である、ＦＡＲＡＣ(Fideicomiso de Apoyo al Rescate de Autopistas Concesionadas:高速

道路コンセッション救済支援基金)が保有する様々な有料道路及び橋梁のために、メキシコ政府に

よって導入された。ＦＡＲＡＣは、有料道路及び橋梁の１３の異なったパッケージに関するコンセ

ッションを提供するものと予測されており、それぞれのパッケージは非常に有望な資産とそうでも

ない資産とのグループとなるものと見込まれている。最初のＦＡＲＡＣパッケージのコンセッショ

ンは、合計延長が５４８ｋｍのメキシコ中央部にある４つの有料道路であり、２００７年７月１８

日に、Goldman Sachs Infrastructure Partners 及びメキシコの建設会社である Empresas ICA, 
S.A. に付与された。 
ＰＰＰｓは、料金で施設の全てのコストを賄えない｢利益にならない｣ルートや収入を全く生み出

さないプロジェクトについても有効となりうる。このような状況では、民間入札者は、プロジェク

トを実施するために必要な補助金のレベルを最も低くするということをベースとして競争するこ

とができる。この方式は欧州では広く用いられており、Ⅳ章で示したように、合衆国においても様々

なプロジェクトで活用され始めている。例えば、ミズーリ安全・健全橋梁改良プログラム、マイア

ミ港トンネル、オークランド空港接続線、その他調達の初期の段階にあるプロジェクトの資金調達

のために活用される予定のアベイラビリティ・ペイメント(availability payments)は、入札者が施

設を設計、建設及び運営するために受け取る補助金の最も低いレベルについて競争することを余儀

なくされるように構成されている。 
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５．有料施設は、民間部門によって運営された場合、非常に高価なものになるか？ 

有料施設に関するコンセッション契約は、典型的には、民間運営者は一定の金額を超えて料金レ

ートを引上げることができない旨規定している。料金レートの制限は、物価上昇に関連した指標の

変化、一人当たりＧＤＰの変化、固定されたパーセントのレート、その他公共当局が関連性がある

又は有用であるとみなした要因に基づくことができる。(混雑課金の場合には、料金レートの最高

限度は効率的ではない。その代わり、料金レートの制限は、運営者に対して渋滞を緩和するために

需要に基づいて料金を可変にする柔軟性を与える必要がある。150) コンセッション契約は、典型的

には、民間運営者が料金レートの条項を遵守しなかった場合は、最終的に、施設の管理及び料金徴

収の権利が公共当局に返還される旨規定している。さらに、運営者が料金水準を高く上げすぎた場

合は、国民は当該施設の利用を避けるかもしれず、運営者は施設をよりアフォーダブルとすること

を迫られる。民間運営者の収入は、施設のアフォーダビリティに直接的に依存している。 

有料施設が潜在的に強制的な市場に存在している場合、又は、公共当局が民間運営者に対して競

争からの保護を与えている場合には、適正な料金レートの設定が特に重要である。このような状況

では、独占的な価格設定のリスクがある可能性があり、利用者の選択肢が限られているため、運営

者は、おそらく、施設の利用に関する社会的限界費用を超えた価格を課することができる。独占的

な価格設定がリスクであるならば、公共当局は、個々の施設が固有の性格を持っていることを認識

しつつ、民間運営者と交渉する料金レートがプロジェクトのリスク及び基本的な経済的現実を反映

したものとなることを確保するよう留意する必要がある。また、公共当局がコンセッションから収

入を得ることを期待しているのであれば、料金レートの構成にはこの収入が反映させる必要がある

ことを認識すべきである。 

強制的な市場においては独占的な価格設定はリスクであるが、そのリスクは料金レートの交渉を

通じて管理することができる。他の選択肢は、シャドートール(shadow toll)又はアベイラビリテ

ィ・ペイメント(availability payment)の仕組みを活用することであり、それにより、有料の仕組み

を用いずにＰＰＰｓによる便益のいくつかを得ることができる。シャドートール及びアベイラビリ

ティ・ペイメントでは、コンセッショネアの収入が施設のパフォーマンスと直接に関連しているた

め、コンセッショネアには施設を最適な条件で建設及び運営するインセンティブがあるが、コンセ

ッショネアの収入は施設の利用者から徴収されるものではないので、独占的な価格設定のリスクは

避けられる。 

もうひとつの選択肢は、民間運営者が課するレートを承認する権限を有する公共的な委員会を設

けることである。例えば、バージニア州公益事業委員会 (Virginia State Corporation 
Commission(ＳＣＣ))は、ダレス・グリーンウェイ(Dulles Greenway)について、民間運営者が徴収

する権利を有する料金レートを規制している。同道路は、バージニア州北部のリーズバーグ

(Leesburg)とダレス国際空港を結ぶ１４マイルの有料道路である。２００８年４月１４日に、バー

                                                   
150 例えば、Ⅳ章で記述されているバージニア州の首都環状道路ＨＯＴレーン・プロジェクトについては、料金レートの上限は設け

られていない。むしろ、コンセッショネアは、交通の自由な流れの状態を維持するために混雑課金を導入することとされている。

料金レートは、交通の状態を反映したものとなる。 
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ジニア州は、２０１３年から２０２０年までの期間の料金レートの引上げについて、(ⅰ)直近の料

金値上げ以降の消費者物価指数の増加に１％を加えたもの、(ⅱ)直近の料金値上げ以降の実質ＧＤ

Ｐの増加、又は(ⅲ)２.８％のうち最大のものに等しくするという申請を承認することをＳＣＣに指

示する法律を制定した。 
いくつかの公共当局は、民間パートナーの投資に関する利益を規制するために、収入分配

(revenue sharing)の仕組みを活用している。しかしながら、イノベーションの導入が収入分配の仕

組みを発動する契機となる場合には、民間パートナーはイノべーションによる利益を完全に獲得す

ることができなくなるので、収入分配は、公共にとっても最善の利益となるイノベーションを開

発・導入する民間パートナーのインセンティブを制限することになる。民間パートナーの投資利益

率(rate of return)を規制することも、投資利益率の最高限度に達することなく収入を増加させるた

めに、民間パートナーがプロジェクトを｢過大資本(overcapitalize)｣にするインセンティブを生み出

す。これに対して、料金レートの規制は、民間パートナーがイノベーションを開発・導入するイン

センティブを制限することなく、利用者を独占的な価格設定から保護する。このため、民間運営者

の規制について、より広範な経験を有する類似の産業においては、経済学者は、一般に、投資利益

率の規制よりも価格規制のほうを好んでいる。151  

６．料金及び課金は、低所得のドライバーにとって不公平であるか？ 

低所得者に対する料金及び課金の影響は、伝統的な交通財源政策の低所得者に対する影響と比較

されなればならず、当該政策は往々にして逆進的である。例えば、低所得のドライバーは、ガソリ

ン１ガロンについて高所得のドライバーと同額の税金を支払っているが、この税金は低所得のドラ

イバーの移動について、より重大に有害な影響を与えるものである。低所得者に対して逆進的な影

響がある現行の交通政策のもうひとつの事例は、郊外の中流及び上流層の通勤者のために鉄道の選

択肢を開発することに、ますます的を絞っている公共交通の政策である。このような鉄道システム

は、低所得者地域のためのバス・サービスを犠牲にして建設されているかもしれない。 
さらに、低所得者は、しばしば、料金及び課金を支持している。混雑課金に関する最近の連邦道

路庁の手引書によれば、低所得のドライバーは有料施設を毎日は使わないが、例えば仕事に遅れる

ことによるペナルティの支払をさけるため又はデイケア施設から子供を遅くに引き取るためなど

使う必要がある場合には、交通渋滞を回避する選択肢があることを支持している。152 この手引書

は、サンディエゴのＩ-１５ＨＯＴレーンでは、高いレベルの支持(７０％)が最も低い所得の利用者

からきていることを示している。 
最近、ＦＨＷＡ(連邦道路庁)は、低所得のドライバーに関連して、課金に係る公平の問題に関す

る白書を作成し、他の肯定的な結論のなかでもとりわけ次のことを報告した。153 

                                                   
151 例えば、合衆国のテレコミュニケーション産業では、投資利益率の規制から、規制される会社によって課される価格のコントロ

ールに焦点を置いた規制の方向へ大幅にシフトしている。See Price Regulation, by D.E.M. Sappington, Chapter 7 of The 
Handbook of Telecommunications Economics, Volume 1: Structure, Regulation, and Competition, edited by M. Cave, S. 

Majumdar, and I. Vogelsang, Elsevier Science Publishers, 2002, pp. 225-293. 
152 Congestion Pricing, A Primer, Federal Highway Administration, Office of Transportation Management, December 2006 

(http://www.ops.fhwa.dot.gov/publications/congestionpricing/index.htm (last visited July 7, 2008)). 
153 同白書は、次で入手できる。 http://www.upa.dot.gov/resources/lwincequityrpi/index.htm (last visited July 7, 2008). 
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 可変料金が課されているカリフォルニア州の９１高速レーン(91 Express Lanes)の評価にお

いて、同白書は、低所得のドライバーは高速レーンを使用しており、高所得のドライバーと

同じように高速レーンを支持しているようである、と記している。実際、家計所得が年間２

５,０００ドル以下の通勤者の過半数が有料レーンを支持していた。 

 ミネソタ州ミネアポリスのＩ-３９４ＨＯＴレーン利用者に関する２００６年の調査では、同

レーンの利用は全ての収入層にわたって報告されており、高所得の回答者の７９％、中所得

の回答者の７０％、低所得の回答者の５５％となっていた。同レーンに対する支持も収入層

にわたって高いものがみられ、高所得の回答者の７１％、中所得の回答者の６１％、低所得

の回答者の６４％となっていた。 

 ｢レクサス・レーン又はカローラ・レーン？ Ｉ-３９４ＭｎＰＡＳＳレーンの空間利用及び公

平のパターン｣と題する調査報告書は、管理レーンに関する次のような具体的な公平上の観点

からの利点を述べている。(ⅰ)一般目的のレーンから車がシフトすることで同レーンの交通

状況を改善する。(ⅱ)一般に、質の高い公共交通の選択肢も管理レーン・プロジェクトの一

部となっている。(ⅲ)トランスポンダーを使用しなかったとしても、その所有者に対して高

品質の旅行時間を保証しているとみなすことができる。(ⅳ)社会的便益が運転を選択した者

によって支払われる場合は、その状況における公平は一般的に改善される。 

また、料金及び課金は、それによる収入の一部が公共交通の改善のために使われる場合も、低所

得者から支持される。このタイプの補助金は、料金又は課金が生み出す不公平を緩和することに的

を絞ることができる。例えば、ニューヨーク市のダウンタウンについて提案された混雑課金の計画

による収入のかなりの部分は、公共交通の改善のための支払に充てられることとなりうる。154 Ｆ
ＨＷＡの白書は、ニューヨーク市議会の Melissa Mark-Viverito 議員が２００８年１月３０日に投

稿したブログの一部を次のように引用している。 

｢混雑課金について。何ヶ月もの間、郊外の富裕な地域の政治家は、主に米国自動車協会(Ａ
ＡＡ)及びマンハッタンの駐車場オーナーによって支持された集団と同様に、ニューヨークの

貧困及び中流層の住民の保護者として装うために最善の努力をしている。．．．真実は、ブルッ

クリン、クイーンズ、スタテン島及びブロンクスからマンハッタンに自家用車で通勤している

者はたった５％である。仕事に行くのに車を運転している人々は、私たちのように公共交通機

関を使っている人々よりも、年間で３０％も多く稼いでいる。混雑課金から便益を得るのは、

貧困及び中流層の世帯である。― それは、ドライバーから徴収する課金がバス及び地下鉄の

改善に使われるからである。．．．私の有権者の最善の利益のためという誤った主張をしている

者とは違って、委員会は、私の有権者の全てが呼吸している大気と、彼らが毎日乗っているバ

ス及び地下鉄を改善しながら、交通混雑を迅速かつ測定可能なほどに緩和する政策を遂行しな

いことは責任放棄であることを認識すべきである。｣ 

                                                   
154 Recommendation of the Traffic Congestion Mitigation Commission, New York City Traffic Congestion Mitigation Commission, 

January 31, 2008. 同勧告は、｢所得が限られた市民の大多数は、本計画が生み出す収入によって可能となる短期及び長期の

公共交通の改良によって便益を得ることになるであろう。｣と述べている。 
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さらに、技術開発により、料金及び課金のプログラムについて、低所得の個人への保護を含める

ことができる。料金が電子的に徴収される場合は、低所得のドライバーに対して、トランスポンダ

ーの口座を通じて、料金控除又は割引を提供することができる。毎月の料金控除の割当分を当該口

座に入金することができ、又は、当該口座から引き落とされる料金を割引レートにすることができ

る。ニューヨーク市の混雑課金について、州議会に審議のために提出されている法案では、低所得

の個人について、公共交通機関による往復運賃を超えて支払われた課金に関する税額控除が規定さ

れている。 
また、混雑課金の正味の分配効果は低所得者に対して逆進的ではないという証拠もある。最近、

ワシントン大都市圏行政評議会(Metropolitan Washington Council of Governments)は、ワシント

ンＤＣ大都市圏の様々な交通分析ゾーンから、低所得者(及びその他の者)がアクセス可能な雇用及

び/又は家事の量に対して、混雑課金が与える影響に関する評価を行った。検討された課金に関する

３つのシナリオのどの場合でも、損失と利得のパターンは非常に類似しており、どの集団も便益の

大きな割合を受け取ることはなく、また、どの集団も損失の不均衡な割合を負っていない。最初の

シナリオは、地域における新規のレーン及び全ての既存のＨＯＶレーンに課金するものであるが、

この場合はアクセス可能性に関する損失はない結果となり、どの集団も損失を被ってはいない。155 

７．有料道路は交通を処理する能力が少ない他の施設に交通を転換するか？ 

Fitch Ratings は、世界の様々な有料有料道路に関する経験に基づいて、｢モータリゼーションの

割合が高い先進国のほとんどでは、物価上昇の水準と連動又は近接した規則正しい料金値上げによ

り、交通転換の効果はごく少ないと思われる｣と判断するのが最善であるとしている。歴史的に料

金レートが物価上昇に追い付いていない有料道路に関しては、需要に対して著しい影響を与えるこ

となく物価上昇に追い付くために料金を急速に上げることができる。156 Fitch の経験によれば、料

金レートの引上げは、物価上昇又は他の合理的な指標に連動しており、かつ、急激な引上げを避け

るために合理的に調整されている場合には、交通に対してマイナスの効果を生じることはない、と

いうことを実証している。しかしながら、個々の施設は固有の状況を呈しており、交通の転換の問

題を評価する必要があることを認識することが重要である。交通の転換が深刻な問題を引き起こす

と予測される場合には、例えばシャドートール又はアベイラビリティ・ペイメントのような代替的

なＰＰＰの構成が検討されうる。 
また、交通転換のリスクは、混雑課金の便益も照らし出す。適切に構成された混雑課金は、ドラ

イバーが、他の道路を運転するよりも、料金レートが低いオフピークの時間帯に運転することを促

進する可能性がある。また、都市地域においては、混雑課金は混雑を免れる選択肢を提供するもの

であり、それにより、ドライバーは、より早く、かつ、時間が予測できるという便益を得るために、

課金された施設を代替ルートとして使用することが実際に促進される。ＦＨＷＡやその他の機関が

実施した様々な調査によれば、交通の流れが失速した場合には、高速道路における車両のスループ

ットは１０％から２５％落ち込み、さらに通行した運転者に遅延をもたすことが示されている。こ

                                                   
155 Evaluating Alternative Scenarios for a Network of Variably Priced Highway Lanes in the Metropolitan Washington Region, 

Metropolitan Washington Council of Governments, Final Report, February 2008. 
156 See Fitch Report, pg. 7 
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のスループットの損失は、失速を防止するような価格設定によって高速道路における交通の流れを

管理した場合には回復することができる。このように、ピーク時間帯において価格設定によって高

速道路の需要を管理することで、高速道路の車両のスループットを実際に改善し、それにより、課

金された高速道路の路線における全体の交通量を増加させ、当該路線の他の施設から高速道路に交

通量を引き付けることができる。さらに、混雑課金によって交通が公共交通機関に転換する可能性

もあり、これは渋滞の緩和という正味の便益をもたらす。 

８．既存の道路に料金を課することは公平か？納税者は既にそれらの道路に対して支払っているの

ではないか？ 

既存の道路に料金を課することは｢二重課税｣の一形態であるという誤解は、既存の道路は｢無料｣

であるという誤解と密接に結び付いている。実際には、現在、既存の道路及び橋梁の運営及び維持

について、毎年多額の税金が費やされている。ＵＳＤＯＴ(連邦交通省)の直近のコンディション及

びパフォーマンスに関するレポートによれば、２００４年に、米国の納税者は、システムの維持及

びサービス提供のためだけに３６３億ドルを支払っており、これには、道路の路面、路肩、路側、

構造物及び交通管理施設を利用可能な状態に維持するために必要な日常的で定期的な支出が含ま

れる。157 最近、マサチューセッツ州交通資金委員会は、持続可能な交通財源システムの構築に関

する勧告において、｢無料の昼食はないということは長く受容れられてきているが、無料の高速道

路(freeway)もないということも人々が認識すべき時がきている｣と主張した。158 
料金徴収は燃料税よりも公平な収入獲得の仕組みであり、また、混雑を管理するためにも、より

効率的である。施設の利用者によって支払われる直接的な使用料として、料金は税金よりも効率的

な収入源であり、施設を利用する者が施設の費用の公平な割合を支払うことを確保することに資す

るものである。また、料金は混雑を緩和するために１日の時間帯によって変化させることができる。

混雑課金は、施設の利用者が混雑時間帯においては伝統的な燃料税モデルの場合よりも多く支払う

ことを意味するが、利用者は、トリップのコストが低い場合にはオフピークの時間帯に施設を利用

することを選択することができ、また、公共交通機関の利用を選択することもできる。この発案は

単により多くの収入を獲得するためではなく、ドライバーがいつ、どのように移動するかについて、

より良く決定することができるように、ドライバーにトリップの真のコストを知らせるためのもの

である。 
ＵＳＤＯＴが都市パートナーシップ・プログラム(Urban Partnership Program)の一部として都

市パートナーとの間で締結した５つの協定の全てに、既存の道路又は高速道路への課金の規定が含

まれている。高速道路及び公共交通に関する重要な意思決定がなされる州及び地方レベルでは、｢二

重課税｣の論点は説得的ではない。むしろ、既存の道路への課金は、深刻で悪化しつつある混雑を

管理するために活用されつつある。 

                                                   
157 2006 Status of the Nation’s Highway, Bridges, and Transit: Conditions and Performance, USDOT, FHWA, FTA, 2006, pp. 

6-11 and 6-12. 
158 Transportation Finance in Massachusetts: Volume 2, Building a Sustainable Transportation Financing System, 

Recommendations of the Massachusetts Transportation Finance Commission, Massachusetts Transportation Finance 

Commission, September 17, 2007. 
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伝統的な財源モデルが交通インフラへの資本投資の需要に応えるために苦闘するのに伴い、新規

の施設のため又は既存の施設の改良のためを問わす、料金徴収が高速道路の資本投資のますます重

要な部分を占めつつある。ＦＨＷＡのために作成された２００６年の調査によれば、｢過去１０年

間において、毎年１年間に開通した都市高速道路は平均して１５０マイルから１７５マイルである

が、そのうち有料道路として建設された新規のアクセス制限された高速道路は平均して５０マイル

から７５マイルである。従って、有料道路は、過去１０年間において、新規の高級な道路延長の３

０％から４０％を担っている。｣159  

９．ＰＰＰｓは、民間が運営する有料施設に隣接して公共部門が競争施設を建設することを制限する

か？ 

カリフォルニア州及びテキサス州を含むいくつかの法域では、ＰＰＰｓの授権法において、民間

が運営する有料施設に近接した新規施設の建設に関するガイダンスを規定しているが、ほとんどの

法域では、公共部門が新規の競争施設を建設できるか否かは、コンセッション契約の一部として交

渉される。この点に関する交渉のひとつのやり方は、競争施設（当事者がコンセッション契約を締

結した時点で計画されていた施設を除く。）が整備された結果として民間部門に生じた料金収入の

損失を公共部門が補償する限りにおいて、公共部門が競争施設を整備することを認めるというもの

である。競争施設を建設する必要が生じるリスクを引受けることにより、公共部門はこのような施

設を建設する権利を留保するとともに、コンセッションからより良い価値を現実化させている。仮

に、民間パートナーがこのリスクを引受けなければならないのであれば、コンセッションの価値、

そしてそれに関連した民間パートナーの支払額は縮減されることになる。 

これはカリフォルニア州がＰＰＰ立法で採っている方式であり、同法は、コンセッショネアに補

償が提供される限りにおいて、州が競争施設を整備する柔軟性を有することを指示している(特定

の場合については補償が提供されない例外がある)。160 テキサス州では、立法府は、公共部門が建

設することができる競争施設は民間施設から一定の距離を置くことを指示することにより、このリ

スクを処理することを選択した。法律で指示されたものか、又は、コンセッション契約で交渉され

たものかを問わず、コンセッションが開始される以前に、公共部門及び民間部門の双方が受容れら

れる結果が合意されていることが重要であり、それによりコンセッションの期間中の紛争を回避し、

又は迅速に解決することができる。 

公共が資金調達した有料施設も、公共運営者及び債券保有者の利益のために、同様の条項で保護

される場合がよくあることを認識することが重要である。これらの取引では、州の交通機関は、有

料施設の経済的自立性又はその運営に不利な影響を与えうる競争施設を設けることを避けるため

に最善の努力(best efforts)を行うことに合意している。161 これらの取引は、ＰＰＰの場合におけ

                                                   
159 “Current Toll Road Activity in the U.S.: A Survey and Analysis”, August 2006, page 2, available at: 

http://www.fhwa.dot.gov/ppp/toll_survey_0906.pdf  
160 カリフォルニア州の法律は、Ⅳ章(Ｃ)で議論されている。 
161 例えば、２００７年１０月１８日付けのＳＨ-１２１有料プロジェクトに関するテキサス州交通省と北部テキサス有料道路公社と間の

プロジェクト協定では、州交通省は、ＳＨ-１２１プロジェクトに影響を与える可能性があるプロジェクトの検討において、｢[ＳＨ-１２

１]プロジェクト及びその運営に対する不利な影響を最少化し又は避けるために最善の努力を行うものとする｣と定めている。同
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る例外と同様の例外を定めることができる。例えば、安全のため又は既存施設の維持のために必要

なプロジェクト、長期の交通計画に位置付けられたプロジェクトについては、契約条項の違反にな

らない。しかしながら、プロジェクトが公共による資金調達か民間による資金調達かにかかわらず、

プロジェクトのキャッシュフローを競争施設から保護するというインセンティブが存在すること

は明らかである。 

１０．ＰＰＰプログラムは、民間部門が非募集の提案を提出することを認めることで州及び地域の計

画過程を阻害することになるか？ 

非募集の提案(unsolicited proposals)は、特定のプロジェクトを州又は地方当局がＰＰＰとして調

達することを民間部門から提案することにより、民間部門が当該プロジェクトを主導することを認

めるものである。一方で、州又は地方当局は、民間部門から提案を募集することで、ＰＰＰの調達

手続を主導することもできる。各州は非募集の提案に関して非常に異なった態度をとっているが、

非募集の提案を検討するか否かの決定は公共部門が自由裁量において判断するものであることか

ら、公共部門は非募集の提案が計画過程を阻害しないという安心が得られるようにすべきである。

非募集の提案は、交通システムの最善の改善手法に関する民間部門のコンセプトによって伝統的な

計画過程を補完する機会を、公共機関に提供する。 

テキサス州のようないくつかの州では、民間部門からの非募集の提案はＰＰＰプログラムの重要

な特徴となっている。162 他の州では、非募集の提案は州及び地方の計画に位置付けられた優先順

位の高いプロジェクトから資源を引き抜く可能性があるため、非募集の提案にはより慎重である。

いくつかの州は、ＰＰＰｓの活用を特定のプロジェクトについてのみ認める法律を有している。例

えば、インディアナ州のＰＰＰ立法は、ＩＴＲ(インディアナ有料道路)コンセッション及びＩ-６９

延伸プロジェクトについてのみＰＰＰｓの権限を付与している。他のいくつかの州は、募集提案に

よるＰＰＰのみの権限を付与しており、非募集の提案は認めていない。ノースカロライナ・ターン

パイク公社(North Carolina Turnpike Authority)は、提案を募集することはできるが、非募集の提

案を受理する権限は認められていない。ジョージア州では、ジョージア州交通省が調達した最初の

４つのＰＰＰプロジェクトは非募集の提案の結果であったが、最近、州交通委員会 (State 
Transportation Board)は非募集の提案を受理することを中止し、ジョージア州が優先順位をつけ

たプロジェクトに関する提案募集を開始することを票決した。 

それでも他の州は、非募集の提案が提出される可能性のあるプロジェクトのタイプを制限するこ

とで、非募集の提案に伴う問題に対応している。フロリダ州交通省(ＦＤＯＴ)は非募集の提案を受

理する権限を認められているが、それは事前にＦＤＯＴの事業プログラムに明確に位置付けられ、

立法府の承認を得たプロジェクトに限られる。カリフォルニア州も非募集の提案を認めているが、

北部カリフォルニアで２つ、南部カリフォルニアで２つのＰＰＰプロジェクトの権限を認めている

                                                                                                                                                                    
協定は、安全又は維持・運営を目的とするプロジェクト、その他長期交通計画に位置付けられたものを含む特定のプロジェクト

を除外している。 
162 テキサス州では、ＴＴＣ-３５、ＳＨ-１２１、ＵＳ-２８１/Loop 1604 及びＳＨ-１６１プロジェクトのそれぞれが非募集の提案を通じて

開始された。 
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のみであり、また、それぞれのプロジェクトは主として商品の移動のためのものであり、非商用車

に対する料金に依存してはならないこととしている。 

ＰＰＰｓを検討しているそれぞれの州は、非募集の提案を認めるつもりがあるか否かについて決

定しなければならない。全国的な観点からは、非募集の提案に関して何がベストプラクティスであ

るかについて、他の州の経験が進めるうえでの参考となるであろう。 

１１．公共当局がコンセッションから得る前払いの支払の価値を最大化することは、料金を支払う将

来の世代にとって不公平となるか？ 

短期の便益を実現するために有料施設を資金化し、将来世代のドライバーがその付けを支払わさ

れることは不公平であるという主張がある。結局のところ、この主張が正しいかどうかは、ＰＰＰ

による収入が公共当局によってどのように使われるかに依存している。他の公共の収入と同様に、

コンセッションの支払は短期の便益のために使うこともできるが、将来の世代に便益をもたらす健

全な投資に用いることもできる。インディアナ州は、インディアナ有料道路コンセッションによる

収入を、１０箇年交通事業プログラムの資金を満額確保するために使用した。このことは、インデ

ィアナ州の次の世代が強固な交通システムによる便益を、それによる間接的な経済利益も含めて享

受することを確保するだけでなく163、インディアナ州の次の世代が、プロジェクトの供給を遅らせ、

コストの増加にさらし、州が国際経済で競争することを抑圧する交通財源の不足に直面しないこと

を確保するものである。 

シカゴ・スカイウェイのコンセッションにおいてシカゴ市が獲得した資金の多くの割合は長期の

収入勘定の基金に充てられ、その基金は利子を生み、短期間で使われることはない。市の収入の用

途は市の信用格付けを改善し164、重要なプロジェクトの資金調達がより容易かつ安価となった。こ

の費用節約は、少なくとも現在の世代を利するのと同じくらい将来の世代を利することになる。イ

ンディアナ州及びシカゴ市の住民がこれらのコンセッションから将来受け取る直接又は間接の便

益(及び他の類似のＰＰＰｓによる長期の便益)は、軽々に割り引かれるべきではない。 

また、この議論は、公共部門が｢即金払い｣ベースで税金を徴収・支出している現行の交通財源モ

デルの不公平を考慮していない。このモデルでは、現在の納税者が施設の前払いの資本コストを支

払い、将来の世代は資本コストの分担を支払うことなく便益を享受する。有料施設では、施設の利

用について支払う者は、現在でも将来でも、利用による便益がコストを上回っているから支払うの

であり、料金レートの引上げが物価上昇のような公平な上限に従っている限り、世代間の不公平は

ないはずである。 

                                                   
163 ２００６年７月、インディアナ有料道路コンセッションの取引完結の直後に、ホンダ(Honda Motor Company)は、インディアナ州グ

リーンズバーグに、４,０００人近いインディアナの住民を雇用する５億ドルの工場を建設すると公表した。ホンダは、同工場の立

地を決定した要因のひとつとして、インデイアナ州によるインフラへのコミットメントを挙げている。参照 

http://www.in.gov/indot/2276.htm (最新の参照は２００８年７月７日)。 
164 Daley’s Way, Not Skyway: Money From Lease Won’t go for Bailout, Chicago-Tribune.com, October 25, 2007 参照。この記事

は、｢債務の削減及び長期準備金の創出は、三大信用格付け会社すべて、すなわち Moody’s Investors Service、Standard & 

Poor’s 及び Fitch Rating が市の債券の格付けを改善することを促した。その結果、金利が低くなり、借入れのコストが節約され

た。｣と報じた。 
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１２．全国の交通ネットワークの一部を民間が運営することは、ネットワーク全体としての完全性を混

乱させることになるか？ 

複数の民間コンセッショネアの分散した運営により、州際交通が混乱するという主張がある。コ

ンセッショネアが達成しなければならない設計、建設及び運営の詳細な基準を規定することにより、

コンセッション契約は、伝統的な高速道路プロジェクトに適用されるものと同様の基準及び仕様に

よるサービスの提供を確保することができる。(実際に、ＰＰＰ契約は、公共部門が、従来適用さ

れていたものよりも厳しい基準及び仕様を用いて施設を設計、建設及び運営することを民間運営者

に求める機会を提供する。) ジョージア州交通省(ＧＤＯＴ)は、ＰＰＰプログラムについて、｢[コ
ンセッション]契約のもとで建設される道路は、州内の他のプロジェクトと同等のＧＤＯＴが承認

した設計基準及び仕様により設計・建設される。管理レーンのようなドライバーにとっての新たな

交通の選択肢もありうるが、それらの道路は適切に案内表示され、ユーザーフレンドリーで、運転

しやすいものとなる。｣としている。165 

ＰＰＰｓが全国の交通ネットワークの完全性を損なわせるという議論も、５０の異なった州(又は

州の下位行政区分)によって所有及び運営されている現在の交通施設が、いかに分散された運営と

なっているかを考慮していない。交通施設の民間による運営が、州又は地方当局による運営よりも、

全国の交通システムの完全性にとって不利益であるという信頼できる証拠はなく、民間運営者がシ

ステムの接続性を損なうという指摘は正当性がない。 

 

                                                   
165 http://wwwb.dot.ga.gov/ppi07/html/ppi_overview/faqs.htm (last visited July 7, 2008) 
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Ⅶ． 結 論 

このレポートは、合衆国における高速道路及び公共交通プロジェクトに関するＰＰＰｓの活用の

増大について記述している。このレポートは、ＰＰＰｓがコストを縮減し、プロジェクトの供給を

加速し、高品質のプロジェクトを提供し、民間部門にリスクを移転するだけでなく、交通施設の財

源及び調達のための伝統的な手法の失敗に対応するものであることを述べている。このレポートは、

交通プロジェクトの投資のために入手可能な膨大な民間資本について指摘し、民間投資が公共部門

にとって便益となることを確保するためのインセンティブ及び契約上の構成を示している。しかし

ながら、最も重要なこととして、このレポートは、過去数年間で商事及び財務の取引完結に至った

ＰＰＰプロジェクト、及び現在、合衆国において調達されている多くのＰＰＰプロジェクトに関す

る詳細な情報を提供している。最後に、このようなＰＰＰｓの空前の活用が、ＰＰＰｓが合衆国に

おける交通インフラ供給に関する好ましい手法となりつつあることを具体的に示している。 
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Ⅷ．用語解説 

２００４年報告書(2004 Report) ― ２００４年、合衆国交通省から議会へのＰＰＰに関する報告

書。 

オーストラリアＰＰＰ報告書(Australia PPP Report) ― Performance of PPPs and Traditional 
Procurement in Australia: Final Report, The Allen Consulting Group, November 30, 2007. 

ＢＲＴ(Bus Rapid Transit)・バス高速交通 ― ＢＲＴは、一般に、バス利用者にとっての移動時

間の予測可能性を大幅に確保するために、管理レーン又は専用ルートをバスが利用することとし

た公共交通システムをいう。 

アベイラビリティ・ペイメント(Availability Payment) ― アベイラビリティ・ペイメントは、

利用可能(available)な施設の提供に関して、公共当局からコンセッショネアになされる定期的な

支払である。施設が一定の期間利用できない場合、又は、満足な状態で維持されていない場合は、

支払額が削減される。アベイラビリティ・ペイメントの仕組みを用いることで、コンセッショネ

アは交通リスクを引受ける必要がなくなるとともに、施設を満足な状態で維持し、一定のパフォ

ーマンス水準で運営する財務的なインセンティブをコンセッショネアに与えることにより公共

の利益を保護する。 

ＤＢＢ(Design-Bit-Build)・設計施工分離方式 ― ＤＢＢは、現代的な交通システムが形成され

て以来、合衆国における調達の支配的な形態である。ＤＢＢ方式のもとでは、施設の設計と建設

は別々に調達される。公共機関は、設計業務を自ら実施するか、又はエンジニアリング会社との

契約により実施し、そして、それとは分離して、建設業務を実施するために価格競争入札手続を

通じて民間建設会社と契約を締結する。ＤＢＢの調達では、公共機関は、設計業務が正確で完全

であることのリスクを引き受けている。典型的には、公共の事業主体は、施設の運営及び維持に

関するリスクと責任も引き受けている。ＤＢＢ方式のもとでは、公共部門がプロジェクトの資金

調達に関する責任を有する。 

ＤＢ(Design-Build)・デザインビルド方式 ― 民間部門が固定価格及び一定工期で施設を設計及

び建設する責任を有する契約。この取引は、新規施設の設計及び建設について、伝統的に認めら

れていたものよりも大幅な民間部門の関与を認めるものであるが、施設の資金調達、運営及び/
又は維持に関するいかなるリスクも民間部門に移転するものではない。 

ＧＡＯ ― 米国会計検査院(The U.S. Government Accountability Office) 

ＨＯＴレーン (High-Occupancy Toll Lanes) ―  ＨＯＴレーンは、伝統的なＨＯＶレーン

(high-occupancy vehicle lanes)及びカープール・レーン(carpool lanes)と同様にバス及び同乗者

のいる車(high-occupancy vehicle)に対してオープンであるが、さらに、料金を支払った単独乗車

の車も利用できることとしたもの。ＨＯＴレーンで徴収される料金は可変とすることができ、す

なわち、交通量が少ないときは安くなり、交通量がより多いときは高くなる。可変料金は人々が

少ない交通量のときに移動することを促進するとともに、料金を支払う意思があるドライバーに
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とっては信頼できる移動時間が常に得られることを保証するものである。合衆国で実施されたＨ

ＯＴレーンには、カリフォルニア州オレンジ郡の９１高速レーン、カリフォルニア州サンディエ

ゴのＩ-１５ＨＯＴレーン、ミネソタ州ミネアポリスのＩ-３９４ＨＯＴレーン、及びコロラド州

デンバーのＩ-２５ＨＯＶ/高速有料レーンが含まれる。 

長期のコンセッションに基づくＰＰＰｓ(Long-Term, Concession-Based PPPs) ― 長期のコン

セッションに基づくＰＰＰｓでは、一般に、民間部門は、プロジェクトの資金的なリスク、プロ

ジェクトの運営及び維持に伴うリスク、さらに、新規施設及び資本的改良の場合には、プロジェ

クトの設計及び建設に伴うリスクのかなりの部分を引き受ける。プロジェクトがそのコストを賄

うために十分な交通量及び収入を生み出さないリスクのかなりの部分を民間部門が引き受ける

か否かは、長期のコンセッションに基づくＰＰＰの構成に関する重要な要素である。 

メ リ ー ラ ン ド 州 報 告 書 (Maryland Report) ―  Current Practices for Public-Private 
Partnerships for Highways, Draft Report, submitted by KCI Technologies, Inc., in 
cooperation with the Maryland Transportation Authority, the Maryland Department of 
Transportation, and the Maryland State Highway Administration, June 22, 2005. 

管理レーン(Managed Lanes) ― 一般に、管理レーンでは、需要を管理し、高速道路の効率性を

増大させるために、課金又は利用適格要件を活用する。管理レーンには、ＨＯＶレーン、ＨＯＴ

レーン、高速有料レーン、バス高速交通レーン又はＴＯＴレーン(トラック専用有料レーン)を含

めることができる。 

ＮＣＳＬ報告書 (NCSL Report) ―  Surface Transportation Funding Options for State, 
National Conference of State Legislatures, May 2006. 

ＰＡＢｓ(Private Activity Bonds)・民間活動債 ― 民間によって開発・運営される高速道路及び

貨物転送施設の資金調達のために発行することが認められる免税債。ＰＡＢｓは、債券が免税で

ある状態を維持しながら、民間部門が高速道路及び貨物転送施設を開発、設計、資金調達、建設、

運営及び維持することを認めるものである。ＰＡＢｓは、公共主体が、民間主体のための導管体

(conduit)として発行する。民間主体が、ＰＡＢｓの債務者となる。 

Ｐｅｎｔａ-Ｐ ― 連邦公共交通局(Federal Transit Administration)が助成する特定の新規固定

軌道プロジェクトに関するＰＰＰｓの利点を具体的に示すために、ＳＡＦＥＴＥＡ-ＬＵによっ

て権限が付与されたＰＰＰパイロット・プログラム。 

ＰＰＰｓ ― ＰＰＰｓは、本質的に、公共部門と民間部門との間の契約的な取引であって、単一

の民間主体が、設計、建設、資金調達、運営及び維持を含め、プロジェクトの複数の要素につい

て、そのかなりの部分を管理し、リスクを引き受けることを認めるものである。詳細な定義は、

このレポートのⅢ章で示されている。 

民間パートナー又はコンセッショネア(Concessionaire) ― ＰＰＰでは、プロジェクトに関連す

る全て又はかなりの部分の機能の遂行について責任を有し、資金的な義務を負っている単一の民
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間主体が、民間パートナー又はコンセッショネアと呼ばれる。民間パートナーは、典型的には、

遂行される異なった機能(設計、建設、資金調達、運営及び/又は維持)に関して専門性を有する民

間会社のコンソーシアムである。 

ＲＦＰ(Request for Proposals)・提案募集 ― ＲＦＰは、特定のＰＰＰプロジェクトに関する詳

細提案の提出を民間会社に求める、公共機関からの勧誘である。ＰＰＰでは、ＲＦＰは二段階の

調達手続の一部となることが多く、調達機関は事前の資格審査の手続において選定された民間会

社に対してのみＲＦＰを行う。 

ＲＦＱ(Request for Qualification)・資格申請の募集 ― ＲＦＱは、特定のＰＰＰプロジェクトを

実施するための資格申請の提出を民間会社に求める、公共機関からの勧誘である。ＰＰＰでは、

ＲＦＱは二段階の調達手続の最初の段階となることが多く、調達機関が、その後のＲＦＰに応じ

て詳細提案を提出する資格のある会社を選定することに資する。 

ＳＡＦＥＴＥＡ-ＬＵ ― 安全で、説明責任を果たし、柔軟で、効率的な交通公平化法：利用者へ

の遺産(The Safe, Accountable, Flexible, Efficient, Transportation Equity Act: A Legacy for 
Users) 

シャドートール(Shadow Tolls) ― シャドートールは、施設の利用者から直接的に料金を徴収す

るのに代えて、公共機関又は他の公共主体から民間有料道路運営者に対する通行台数に応じた支

払額である。施設の利用者は、料金を支払わない。シャドートールは、車両のタイプ及び施設に

おける通行距離に基づくことができる。 

ＴＩＦＩＡ  ―  １９９８年交通社会資本資金調達及び革新法 (The Transportation 
Infrastructure Finance and Innovation Act of 1998(ＴＩＦＩＡ))は、適格の交通プロジェクト

に対する連邦信用プログラムを創設し、ＵＳＤＯＴが３つの形態の信用援助、すなわち担保(直
接)融資、債務保証及び与信枠を行う権限を認めている。ＴＩＦＩＡの基本的な目標は、相当の

民間及び他の連邦以外の共同投資を引き付けることで連邦資金をレバレッジすることである。 

ＴＯＴレーン又はトラック専用有料レーン(Truck Only Toll Lanes) ― ＴＯＴレーンは、料金を

支払った大型又は商用のトラックに対して排他的にオープンであり、他のタイプの車両は利用で

きないレーンである。ＴＯＴレーンはトラック交通を乗用車のレーンから分離し、トラック及び

乗用車の双方にとっての安全性及び効率性を増進し、収入を生み出すものとみなされている。 

ＵＳＤＯＴ ― 合衆国交通省(United States Department of Transportation) 

ＵＳＤＯＴ公共交通ＰＰＰ報告書(USDOT Transit PPP Report) ― Report to Congress on the 
Costs, Benefits, and Efficiencies of Public-Private Partnerships for Fixed Guideway Capital 
Projects, USDOT, November 2007. 

イギリスＮＡＯ報告書(UK NAO Report) ― PFI: Construction Performance, UK National 
Audit Office, Report by the Comptroller and Auditor General, HC 371 Session 2002-2003, 
February 5, 2003. 
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